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第１章 第２次長期総合計画の策定にあたって 

 

 

 

１．計画策定の趣旨 

本市は、平成 22 年１月に１市２町が合併して誕生しました。平成 23 年３月に「第１次糸島

市長期総合計画」を策定し、合併効果を発揮させながら、旧市町の均衡ある発展を目指して、

総合的・計画的なまちづくりに取り組んできました。 

豊かな自然や農林水産物を中心とする“ブランド糸島”は、全国から脚光を浴び、また、一

時は減少した人口も回復し、過去最高の人口を記録したところです。 

一方で、“ブランド糸島”を支える農山漁村地域では、人口減少に歯止めがかからず、少子高

齢化が進んでおり、人口や年齢構成などで地域間格差が生じてきています。 

また、本市を取り巻く社会・経済情勢はめまぐるしく変化しており、首都圏への人口流入の

拡大、経済成長の鈍化、超高齢社会の本格化、情報通信技術の進展など、複雑化・多様化する

行政課題に対応していくためには、今後も長期的な視点でまちづくりを総合的・計画的に進め

ていく必要があります。 

全国的に人口減少時代に突入しており、本市においても、近い将来、必ず訪れる人口減少を

しっかりと見据えつつ、持続可能なまちを目指し、市民力・地域力を発揮して、「新しい時代の

糸島」をつくりあげていくため、糸島市まちづくり基本条例に基づき、市の最上位計画として

「第２次糸島市長期総合計画」を策定します。 

 

 

 
 

糸島市まちづくり基本条例 ～抜粋～ 

（基本理念） 

第４条 まちづくりは、自助・共助・公助の精神にのっとり、市民、議会及び市が情報を

共有し、参画及び協働によって推進しなければならない。 

（協働によるまちづくりの推進） 

第 24 条 市民、議会及び市は、この条例の基本理念に基づき、積極的に協働によって、

まちづくりを進めるよう努めなければならない。 

（総合計画） 

第 28 条 市は、市民及び議会に対し市政の方向性を明確にし、総合的かつ計画的に市政

を行うため、市が取り組むべき政策等を示した総合計画を策定する。 

 

第２次糸島市長期総合計画の 

策定にあたって 第１章 



3 

２．計画の構成と期間 

（１）計画の構成 

長期的な視点に立ち、総合的・計画的にまちづくりを展開するとともに、めまぐるしく変化

する社会・経済情勢などに対応していくため、基本構想、基本計画、実施計画の３層構造で構

成するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の期間 

○基本構想：令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）の 10 年間 

○基本計画：前期計画 令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）の５年間 

後期計画 令和８年度（2026 年度）から令和 12 年度（2030 年度）の５年間 

○実施計画：３年間のローリング方式で毎年更新 

 

年度 R３年度 
（2021 年度） 

R４年度 
（2022 年度） 

R５年度 
（2023 年度） 

R６年度 
（2024 年度） 

R７年度 
（2025 年度） 

R８年度 
（2026 年度） 

R９年度 
（2027 年度） 

R10 年度 
（2028 年度） 

R11 年度 
（2029 年度） 

R12 年度 
（2030 年度） 

基本構想 
          

基本計画 
          

実施計画 

          

 

 

 

 

基本計画 

基本構想 

実施計画 

将来像やまちづくりの基本方針、将来人口、重点課

題、基本目標などを示します。 

基本構想に掲げる重点課題や基本目標に応じた具

体的な施策や主な取組などを示します。 

基本計画で示した施策を達成するために必要な主

要事業などを示します。 

10 年間 

前期５年間 後期５年間 
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第２章 糸島市を取り巻く背景 

 

 

１．社会潮流 

（１）人口減少社会・少子高齢化の本格化 

総人口が減少する中、超高齢社会を迎えるなど、少子高齢化には歯止めがかからず、令和

７年には団塊の世代が 75 歳以上となります。人口減少・少子高齢化は、医療・介護・年金な

どの社会保障費の増加、生産年齢人口の減少に伴う経済規模の縮小、空き家の増加、地域コ

ミュニティや伝統文化の衰退など、さまざまな分野に影響を及ぼすことが懸念されます。 

そのような中、国と地方自治体は、「ニッポン一億総活躍プラン」に基づいて、人口減少に

歯止めをかける取組を行っています。また、人生 100 年時代に相応しい働き方とそれを支え

る全世代型の社会保障制度改革が行われ、幼児教育・保育の無償化、待機児童の解消、高等

教育の無償化などの子育てに係る不安解消・負担軽減に向けた取組も進められています。 

（２）防災・減災意識の高まり 

平成 23 年の東日本大震災をはじめ、平成 28 年の熊本地震、平成 29 年の九州北部豪雨、

平成 30 年の西日本豪雨、令和元年の台風による多数の河川氾濫、令和２年の７月豪雨など、

大規模な自然災害が多発しています。度重なる大規模自然災害などから人命を守るため、ソ

フト・ハードの両面から国土強靭化の取組が進められています。 

普段からの「自助」「互助」「共助」「公助」を念頭においた防災・減災意識の醸成はもちろ

ん、災害時の救援活動や地域の防災活動などに大きな役割を持つ地域のコミュニティ機能の

重要性を再認識した安全・安心の体制づくりが急務となっています。 

（３）地域経済の活性化 

日本経済は、非正規雇用の増加や実質賃金の伸び悩みなど、将来の不安による個人消費の

低迷から、景気回復を実感するまでには至っていません。 

また、生産拠点の海外移転などにより、地域経済の縮小や空洞化が課題となっており、中

小企業・事業者においては、人手不足や後継者の確保が難しい状況となっています。 

こうした中、国が旗を振り、地方創生に向けた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中

で、地方への“人の流れ”や、地方での“しごとの創生”などの取組が進められています。 

さらに、人口減少社会の中で、労働力人口の減少に歯止めをかけながら、生産性の向上や

多様な働き方を可能にする働き方改革も求められています。 

（４）多文化共生社会の実現 

地方自治体が多文化共生を推進する契機となった総務省の「地域における多文化共生推進

糸島市を取り巻く背景 第２章 
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プラン」の策定から 10 年以上が経過しましたが、この間、日本に在留する外国人は急激に増

えています。 

また、人口減少を背景に、幅広い分野で需要が高まっている外国人材の活用について、受

け入れを拡大・促進するため、平成 30 年に出入国管理法の改正などの対応が図られたことに

より、今まで以上にさまざまな国々から多くの外国人が日本に住み、働くことが可能となり

ました。 

さらに、国は外国人観光客を令和 12 年までに年間 6,000 万人受け入れる目標を掲げて観

光促進に取り組んでいることから、今後も増加する見込みとなっています。 

今後も、より一層多文化・多民族化が進むことが予想される中、生活習慣や文化の違いな

どから、円滑にコミュニケーションが図れていないなどの状況も見受けられることから、お

互いを理解し、共生できる社会づくりが求められています。 

（５）子どもたちの健全育成 

子どもの貧困が社会問題となっている中、すべての子どもたちが夢と希望を持って成長す

ることができる社会の実現を目指し、平成 26 年に就学支援や生活支援の充実、保護者に対す

る就労の支援等の内容を盛り込んだ「子供の貧困対策に関する大綱」が策定されました。 

また、共働き世帯の増加や核家族化が進む中、質の高い乳幼児期の教育・保育の総合的な

提供、保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実など、子育てを社会全体で

支える仕組みとして、平成 27 年に子ども・子育て支援新制度が開始されました。 

学校教育においては、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新などにより、社会構造や

雇用環境などが大きく変化する時代の中で、自ら課題を見つけ、学び、考え、判断・行動で

きる人材の育成が重要となっています。特に情報化やＩＣＴの活用、基礎的・基本的な知識・

技能の習得に加え、思考力・判断力・表現力などの育成、多様な人間関係の形成、いじめや

不登校など、幅広い内容に対応することが求められています。 

（６）観光形態の多様化 

これまでのように集団・団体で温泉地やリゾート地を観光するだけでなく、個人や友人・

グループで、さまざまな体験活動や地域とふれあう機会を求めるなど、観光の形態は多様化

しています。また、国では、観光振興により、幅広い産業や地域の活性化につながることも

期待しており、観光立国の実現に向け、大都市だけでなく地方への旅行にも対応したインバ

ウンドの取組を展開しています。この結果、訪日外国人観光客は増加し続け、平成 30 年には

3,119 万人となっています。 

令和３年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されることを契機に、訪日外国人観

光客はさらに増加することが予想されます。 

（７）高度情報化社会の進展 

高度情報化社会の到来は、多様で大量の情報が入手可能となり、人々の生活スタイルや経

済活動など、社会のあり方全般に大きな影響を与えています。一方で、高度情報化社会の進

展により、情報の過多・信憑性について正しい情報の享受・活用などの課題が生じているこ

とから、今後は、高度情報化の進展を見据えながら、情報セキュリティ対策を講じて、ＩＣ
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Ｔを活用したまちづくりを進めることが求められています。 

国では、経済発展と地域課題の解決を両立する Society5.0 の社会を目指し、ＩＣＴを活用

した新たな付加価値産業の創出、人工知能（ＡＩ）や第５世代移動通信システム（５Ｇ）な

どを活用した地域活性化など、新たな政策を推進しています。 

（８）世界規模での環境保全 

これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄という資源消費型の社会経済システムにより、

地球温暖化、異常気象など、地球規模での環境問題が深刻化しており、国際的な枠組みで対

策が講じられています。 

国では、平成 30 年策定の「第５次エネルギー基本計画」により、令和 12 年のエネルギー

ミックスの実現に向けた再生エネルギーによる自給率の向上や原子力発電への依存度の低減

などの取組が示されています。 

また、将来にわたって健全な生態系を維持していくためには、森林から海域に至る環境を

保全・再生・活用することが重要となっています。 

こうした中、太陽光や風力などのクリーンエネルギーの導入、リデュース・リユース・リ

サイクルのいわゆる３Ｒの推進によるごみの減量など、事業者や行政だけでなく、市民一人

ひとりの意識改革による身近な取組を通じて、環境を保全していく社会を構築していくこと

が必要となっています。 

（９）持続可能な社会の創造 

2015 年の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、2016 年から 2030

年までの国際目標となっており、持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のター

ゲットから構成され，地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。 

こうした中、国は地方創生を一層促進するため、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」

において、「地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進」を盛り込み、地

方自治体においても、持続可能なまちづくりの推進を図っていく必要性を訴えています。 

さらなる地方分権や地方創生の推進に向けては、自らの責任と判断による自主・自立の視

点に基づいた取組とともに、民間活力の導入や大学との連携など、総合力による持続可能な

まちづくりが求められています。 

（10）グローバル化に伴う新たな脅威への対応 

   情報通信や交通・輸送手段の技術革新により、ヒト・モノ・カネ・情報が地球規模で移

動・流通するようになり、利便性や効率性が向上する一方、新型コロナウイルス感染症や豚

熱、アフリカ豚熱などの家畜感染症は、世界規模で流行するとともに、国境を越えた経済・

金融危機やサイバー攻撃などのＩＴに起因する脅威なども高まっています。 

これらの脅威は、人々の生命や生活のみならず、経済や社会など、多方面に波及してお

り、今後のまちづくりにおいては、生活様式の見直しや国際競争力の強化、内需拡大、情報

セキュリティの進化などの視点を取り入れていくことが求められています。 
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２．糸島市の主な現状と課題 

（１）人口の状況 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：福岡県人口移動調査 

外国人人口と比率 

○福岡都市圏の中でも、社会増減

率は高い状況にありますが、就

職世代が極端な転出超過となっ

ています。 

○九州大学の卒業生の半数以上

が、三大都市圏で就職している

状況です。 

○子育て世代が転入超過となって

おり、15 歳未満の子どもたちも

転入超過となっています。 

○外国人人口は、増加傾向にあり

ます。 

自然増加率が低い ・ ０～６歳の子を育てながら働く妻が多い 

45.9 45.0 47.9 58.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

福岡都市圏 大野城市 宗像市 糸島市

（％） ０～６歳の子を育てながら働く妻の就業割合（H27） 

○子育て・教育環境の充実 

○超高齢社会への対応 

■今後の課題 

○雇用の創出 

○子育て・教育環境の充実 

○多文化共生社会への対応 

■今後の課題 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

社会増減で人口は増加傾向 ・ 就職世代が市外に流出 

年代別社会増減比較 

○自然増加率が福岡都市圏の中で

最も低い状況にあります。 

○０～６歳の子を持つ夫婦のいる

一般世帯のうち、妻の就業割合

は福岡都市圏の中で最も高くな

っています。 

○高齢化率は増加傾向にあり、５

年間で 3.0 ポイント増えていま

す。 

自然増加率（H29） 

0.12 0.28 

-0.05 -0.35 

-0.50

-0.30

-0.10

0.10

0.30

0.50

福岡都市圏 大野城市 宗像市 糸島市

（％）

高齢化率（H31） 
高齢化率 

資料：住民基本台帳 

資料：住民基本台帳 

0.61 

0.13 

0.37 

0.83 0.73

0.41
0.33

0.48

0.00

0.40

0.80

1.20

福岡都市圏 大野城市 宗像市 糸島市

社会増加率 人口増加率

（％） 【H29】 
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41 87 

40 

420 

-6 

-273 

154 

296 

64 87 49 

-400 

-200 
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200

400

600

154 歳未満 15 - 19 歳 20 -24 歳 25 -34 歳 35 - 44 歳 45 - 54 歳 55 -64 歳 65 歳以上 

９年（H22 -30 ）平均 30 年度 

（人） 
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3,901 4,106 4,168 4,191
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要介護認定者数 要介護認定率
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（２）健康・福祉の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○特定健診の受診率は、平成 24

年以降、全国、福岡県を上回っ

ている状況で、福岡都市圏にお

いても上位に位置しています。 

○一方で、生活習慣病による死亡

者数（人口 10 万人当たり）は、

全国平均よりは下回っている

ものの、福岡都市圏の中では２

番目に高く、メタボリックシン

ドローム該当割合も４番目に

高い状況となっています。 

○健康づくりの推進 

○超高齢社会への対応 

■今後の課題 

549.6 506.6 
396.1 

505.8 

0.0

200.0

400.0

600.0

全国 福岡県 福岡都市圏 糸島市

（人口10万人当たり）

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

○障害者手帳所持者は、増加傾向

にあり、人口１千人当たりの所

持者数は、福岡都市圏の中で上

から２番目となっています。 

○要介護認定率は 14～15％で推

移していますが、認定者数は増

加傾向にあります。 

○生活困窮者の自立に向けた相談

は増加傾向にあり、年間 200 件

を超える状況となっています。 

生活習慣病による死亡者数（H27） 

○福祉の相談・支援の充実 

○超高齢社会への対応 

■今後の課題 

障がいや生活困窮など、支援を必要とする人が増加 

資料：第２期 糸島市地域福祉計画 

188 163
229

0

100

200

300

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

（人）
生活困窮者自立相談支援 

新規相談者数 

特定健診の受診率は比較的高い ・ 生活習慣病・メタボの該当者が多い 

4,266 4,257 4,192 4,146

676 715 756 803

478 512 560 630
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4,000

5,000

6,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

身体障害者手帳 療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

（人） 障害者手帳所持者 

要介護認定者数と認定率 

メタボリックシンドロームの該当者割合（H29） 

17.5
16.3
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14.0

16.0

18.0

20.0

福岡県 福岡都市圏 糸島市

（％）

特定健診受診率（H29） 

33.9 35.6 38.9
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福岡県 福岡都市圏 糸島市

（％）
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外国人観光客数 

39,912 42,819
30,767

24,669

57,737 56,140

74,894
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製造品出荷額等 年間商品販売額

（千円）

 

11 37
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2,705 
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（千円）

3,389
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福岡都市圏 宗像市 福津市 糸島市

（千人）
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（％）

H17 H22 H27

（３）産業・経済の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

観光入込客数は増加 ・ 年間商品販売額などは低い 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

○観光入込客数は年々増加傾向に

あり、640 万人を超える状況と

なっています。 

〇外国人観光客数においても、

年々増加傾向にあり、平成 30 年

で６万人を超える状況となって

います。 

○年間商品販売額は福岡都市圏の

中で下から２番目に低く、製造

品出荷額等も福岡県・福岡都市

圏の平均より低い状況で、観光

入込客数の増加などが、地域経

済に生かせていない状況です。 

市内総生産額（従業者一人当たり）（H27） 資料：農林業センサス 

7,826 7,625
6,176

0

3,000

6,000

9,000

12,000

福岡県 福岡都市圏 糸島市

（千円）

○観光振興 

○インバウンドへの対応 

○地域経済の活性化 

■今後の課題 

○産業振興・後継者育成 

○地域経済の活性化 

○学術研究都市への対応 

■今後の課題 

観光入込客数（H29） 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

製造品出荷額等年間商品販売額 

（従業者一人当たり） 

資料：福岡県観光入込客推計調査 

農業産出額は高いが、高齢化が進行 ・ 市内総生産が低い 

○就業人口１人当たりの農業産

出額は、全国、福岡県と比べる

と高い状況ですが、農業就業者

の高齢化が確実に進んでいま

す。 

○就業者１人当たりの市内総生

産額は、福岡都市圏の中で２番

目に低い状況にあり、ブランド

糸島を生かした地域経済の活

性化や九州大学の知的資源な

どを生かした生産性の向上に

繋がっていない状況です。 

農業産出額（従業者一人当たり）（H29） 

農業就業者の高齢化率の推移 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計書 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計書 

外国人観光客数 
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（％）

62.3 
53.8 45.8 

76.7 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

全国 福岡県 福岡都市圏 糸島市

（％）

（４）生活環境の状況 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○安全・安心への対応 

○快適な居住空間 

■今後の課題 都市公園等の面積が少ない 

交通事故発生件数などは減少傾向 

○福岡県・福岡都市圏と比べる

と、交通事故発生件数は低く、

減少傾向にありますが、全国

よりは高くなっています。 

○刑法犯認知件数は、全国、福

岡県、福岡都市圏の中でも低

く、減少傾向にあります。 

○都市公園等の面積は、福岡都

市圏の中でも低い状況にあり

ます。 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計書 

都市公園等面積（H28） 

○持ち家率は、全国、福岡県、

福岡都市圏と比べても高い

状況にありますが、一方で、

空き家率が増加傾向にあり、

特に農山魚村地域において

は、人口が減少傾向にありま

す。 

○行政区加入率は、90％を維

持している状況にはありま

すが、行政区への加入は減少

傾向にあります。 

持ち家率は高いが、空き家率は増加 ・ 行政区加入率が減少傾向 

空き家率（H25） 

行政区加入率の推移 

交通事故発生件数（H29） 

 7.4 6.5 

10.2 9.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

H10 H15 H20 H25

（％）

刑法犯認知件数（H30） 

空き家率の推移 

持ち家率（H27） 

○地域コミュニティの維持 

○防災・減災への対応 

■今後の課題 

資料：行政区の加入状況等に関する調査結果報告 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計書 
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（５）財政の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【H29】 

○民間活力や民間資金の活用 

○戦略的な行財政運営 

■今後の課題 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計白書 

○人口１人当たりの法人市民税

徴収額と市民所得は、全国、福

岡県、福岡都市圏と比べ、低い

状況にあります。 

○特に、法人市民税徴収額は、

福岡都市圏の中で最下位とな

っています。 

○財政力指数も、福岡都市圏の

中で最下位となっており、ブ

ランド糸島や九州大学などの

資源などを生かしきれていな

い状況です。 

法人市民税（H28） 

市民所得や法人市民税が低い ・ 財政力指数は低い 

市民所得（H27） 

経常収支比率は増加傾向 ・ 将来負担率は低い 

○地域経済の活性化 

○学術研究都市への対応 

○戦略的な行財政運営 

■今後の課題 

資料：平成 30 年度版 糸島市統計

書 

財政力指数（H29） 

○経常収支比率は、近年では増

加傾向にありますが、全国、福

岡県、福岡都市圏と比べると、

低くなっています。 

○将来負担率についても、全国、

福岡県、福岡都市圏に比べる

と、低くなっています。 

○ふるさと応援寄附金は増加傾

向にあります。 

84.4 86.0 87.6

0.0

40.0

80.0

120.0

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

（％） 経常収支比率 
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子育て環境

Ａ 重要度が高く、満足度が低い

Ｄ 重要度、満足度ともに低い Ｃ 重要度が低く、満足度が高い

Ｂ 重要度、満足度ともに高い

満足度

重
要
度

高い

高い低い

学校教育の環境 防災・減災の環境

道路・交通

ネットワークの環境

公共交通の環境

90%

10%

80%

20%
0%

50%

100%

好き 嫌い 住みやすい 住みにくい

（６）市民満足度調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市街地や公園などの整備がされていると思うか】 

○まちへの「愛着度」は、「好き」

が９割を超えており、８割の

人が「住みやすい」と感じてい

ます。 

○一方、市街地や公園、公共交

通などの生活環境について

は、整備されていないと思う

人が多い状況です。 

【住みやすさ】 【愛着度】 

そう思う

26%

そう思わない

43%

どちらとも

いえない

22%

わからない

7%

不明・無回答

2%

43％ 

重要度が高い、「子育て」「学校教育」「防災・減災」 

【糸島市のまちづくりについての満足度・重要度散布図】 

○快適な生活環境 

■今後の課題 

資料：平成 30 年度  市民満足度調査  

〇「子育ての環境」「学校教育の

環境」の重要度が高いものの、

満足度は、平均値を下回って

いる状況です。 

○「防災・減災の環境」も、満足

度は平均値を若干上回ってい

ますが、重要度は高いレベル

となっています。 

〇「公共交通の環境」「道路・交

通ネットワークの環境」は、重

要度は高いものの、満足度は

低い状況です。 

 

○子育て・教育環境の充実 

○防災・減災への対応 

〇交通利便性の向上 

■今後の課題 

資料：平成 30 年度 市民満足度調査  

「愛着度」「住みやすさ」は高い ・ 市街地や公園などの満足度は低い 

平均値 

平均値 
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第２部 基本構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２部 

基本構想 
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第１章 糸島市の将来像 

 

 

１．将来像 

 

 

 

 

 

糸島市のまちづくりの規範となる「糸島市まちづくり基本条例」の前文では、『市民が誇りに思い、充実し

て暮らせる魅力と活力に満ちた糸島市を創る』という目標が掲げられています。また、第２次糸島市長期

総合計画を策定するに当たり実施した各種調査では、本市の貴重な地域資源を生かしたまちづくりを進

めることを、市民が望んでいることがうかがえます。 

今後も、糸島に住むこと・訪れること自体に付加価値があり、将来に渡って誇れるよう、本市の貴重な

地域資源である自然や食、歴史・文化などをさらに磨くとともに、市民一人ひとりの個性が輝き、つながり

合いながら、まちが活気に溢れ、暮らしの豊かさを実感することができるまちを目指すため、10 年後のま

ちの姿として、上記の将来像を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

糸島市の将来像 第１章 

⼈とまちの魅⼒が輝く 
    豊かさ実感都市 いとしま 
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第２章 まちづくりの基本方針（戦略） 

１．糸島市民の想い 

第２次糸島市長期総合計画は、「糸島市総合計画審議会」をはじめ、「まちづくり市民委員会」

や「高校生未来会議“いとしま”」「中学生“いとしま”未来への提言（作文）」「市民満足度調

査」「パブリックコメント」などの市民参画の取組を行い、市民と共につくりあげてきました。 

その中で、市全般に対する満足度は高く、概ね現状には満足しているものの、「安全・安心」

や「生活の快適性」「さらなるブランドの強化」など、“住みやすさや豊かさの実感”を求める

市民の“潜在的な想い”が見受けられました。 

 

２．ワンランク上のまちづくり（“質”の向上） 

将来的な人口減少を見据えつつ、“持続可能なまち”を実現していくには、行政や地域などの

レベルを上げる“ワンランク上のまちづくり”に取り組んでいかなければなりません。 

“ワンランク上のまちづくり”とは、従来のように単に行政サービスの量的な拡大を中心に

図るのではなく、行政や地域などの自立度を高めていくこと、少子高齢化や防災・減災への対

応など、市民の安心感を高めていくこと、糸島の魅力をさらに磨き上げていくことにより、市

民が、安心して、住み続けたいと思えるまちづくりです。 

そのためには、まちづくりの各分野において、“まちづくりで大切にすること”として、常に

ワンランク上のまちの姿（目標・理想の状態）を念頭に置きながら、行政サービス・まちづく

りの“質”を高め、具体的な成果を出していく必要があります。 

 

３．まちづくりの基本方針（戦略） 

①自立度の高い糸島づくり 
将来的な人口減少や超高齢社会を見据え、“持続可能なまち”をつくっていくため、行政・地

域・市民・企業など、それぞれが“自立度の高い糸島づくり”を行います。 

②魅力を磨き上げる糸島づくり 
本市のブランド力のさらなる強化を図り、稼げるまちを構築するとともに、多くの人が憧れ、

市民が誇りに思えるまちになるため、本市の“魅力を磨き上げる糸島づくり”を行います。 

③住みやすい・住み続けたい糸島づくり 
防災・減災をはじめ、快適な住環境の整備や安心できる福祉施策の展開など、“住みたいまち”

から“住みやすい・住み続けたい糸島づくり”を行います。 

 

まちづくりの基本方針（戦略） 第２章 



16 

 

 

 

第３章 将来人口 

 

１．推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①全体推計人口 

○人口減少社会の中で、本市の総人口は、今後も増加傾向にありますが、人口推計では、令

和 7 年にピークを迎え、その後減少に転じ、令和 12 年の総人口は 101,965 人となる見込

みです。 

○人口３区分では、生産年齢（15-64 歳）人口は減少傾向、高齢者（65 歳以上）人口は増加

傾向、年少（15 歳未満）人口は令和７年までは増加するものの、その後、減少に転じるこ

とが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13,562 13,655 13,825 13,955 14,008 14,143 14,129 14,115 14,135 14,165 14,145 14,076 13,995 13,838 13,622

59,431 58,979 58,815 58,384 58,101 58,022 57,841 57,588 57,467 57,543 57,273 56,965 56,741 56,513 56,348

27,101 27,920 28,824 29,402 29,872 30,404 30,710 31,072 31,376 31,547 31,698 31,823 31,861 31,937 31,995

100,094 100,554 101,464 101,741 101,981 102,570 102,680 102,775 102,978 103,255 103,116 102,864 102,597 102,288 101,965

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H28 H29 H30 R1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人） 実績 推計

○人口推計は、コーホート要因法により推計を行いました。コーホート要因法とは、

各コーホート（同年または同期間に出生した集団のこと）ごとに、加齢に伴って生

じる年次ごとの変化をその要因（自然動態：出生・死亡、社会動態：転入・転出）

ごとに計算する方法です。 

○平成 28 年から令和元年の住民基本台帳を基準人口とし、計画の最終年である令和

12 年までの人口について、コーホート要因法による推計をベースに、現在進行中

の主な住宅開発による増加などを加味して人口推計を行いました。 

将来人口 第３章 

※糸島市全体の人口推計は、各地域（校区）の積上げとしています。 

 



17 

②地域別推計人口  ※「地域」とは「小学校区」を意味します。 

○地域別の推計人口については、人口の推移や年齢構成などは各地域で異なりますが、都市

部では増加傾向、農山漁村地域では減少傾向となり、市内での地域間格差が拡大すると予

測されます。 

○特に人口減少が予測される地域については、一定の人口減少は受け入れつつも、持続可能

な地域を目指し、移住促進や転出抑制などの人口減少対策に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

波多江地域（波多江校区） 

総人口は、住宅開発の計画があるもの

の、令和 4 年をピークに減少傾向に転じ、

令和 12 年時点での総人口は 12,066 人とな

る見込みです。年少人口、生産年齢人口と

もに減少傾向にありますが、高齢者人口は

増加傾向で推移することが予想されます。 

 

1,815 1,879 1,963 1,993 2,028 2,020 1,919

5,941 6,091 6,265 6,409 6,558 6,668 6,868

2,560 2,579 2,636 2,672 2,691 2,695 2,697

10,316 10,549 10,863
11,074 11,277 11,383 11,484

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

東風地域（東風校区） 

総人口は、住宅開発の計画により、増加

傾向が予想され、令和 12 年時点での総人

口は 11,053 人となる見込みです。年少人

口は令和８年をピークに減少傾向に転じま

すが、生産年齢人口、高齢者人口ともに増

加傾向で推移することが予想されます。 

 

1,514 1,564 1,673 1,776 1,881 1,878 1,832

5,575 5,701 6,128 6,484 6,819 6,856 6,941

1,880 1,937 2,024 2,112 2,201 2,253 2,2798,969 9,202
9,825 10,372 10,901

10,987 11,053

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

1,742 1,707 1,647 1,513 1,405 1,303 1,197

7,492 7,487 7,414 7,392 7,328 7,219 7,068

3,203 3,259 3,415 3,515 3,604 3,688 3,801

12,437 12,453 12,476 12,420 12,337 12,210 12,066

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

前原南地域（前原南校区） 

総人口は、住宅建設により、増加傾向が

予想され、令和 12 年時点での総人口は

11,484 人となる見込みです。年少人口は令

和８年をピークに減少傾向に転じますが、

生産年齢人口、高齢者人口ともに増加傾向

で推移することが予想されます。 

 

前原地域（前原校区） 

総人口は、住宅開発の計画により、増加

傾向が予想され、令和 12 年時点での総人

口は 13,412 人となる見込みです。年少人

口は令和８年をピークに減少傾向に転じま

すが、生産年齢人口、高齢者人口は増加傾

向で推移することが予想されます。 

 

1,766 1,785 1,848 1,871 1,899 1,886 1,888

7,257 7,326 7,547 7,641 7,745 7,887 8,005

2,856 2,958 3,121 3,256 3,352 3,432 3,519
11,879 12,069 12,516

12,768 12,995 13,205 13,412

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計
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長糸地域（長糸校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 1,592 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口、高齢

者人口のそれぞれが減少傾向で推移するこ

とが予想されます。 

 

雷山地域（雷山校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 3,428 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口は減少

傾向、高齢者人口は令和６年をピークに減

少傾向で推移することが予想されます。 

 

加布里地域（加布里校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 7,075 人となる見

込みです。年少人口は増加傾向、生産年齢

人口は減少傾向、高齢者人口は令和８年を

ピークに減少傾向で推移することが予想さ

れます。 

 

874 908 966 1,038 1,087 1,127 1,129

3,847 3,739 3,638 3,521 3,444 3,425 3,402

2,547 2,595 2,614 2,646 2,647 2,584 2,543

7,268 7,242 7,219 7,204 7,177 7,135 7,075

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

南風地域（南風校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 8,228 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口ともに

減少傾向にありますが、高齢者人口は増加

傾向で推移することが予想されます。 

 

1,321 1,231 1,126 1,028 925 858 780

5,851 5,823 5,683 5,517 5,365 5,124 4,872

1,697 1,745 1,868 2,012 2,151 2,346 2,575

8,869 8,799 8,676 8,558 8,441 8,327 8,228

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

210 210 205 203 196 191 187
1,068 1,022 948 900 867 832 801
691 694 686 675 656 635 604

1,969 1,926 1,839 1,778 1,719 1,658 1,592

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

535 531 515 515 489 477 479

2,076 2,038 1,971 1,910 1,872 1,836 1,782

1,176 1,177 1,204 1,213 1,210 1,192 1,168

3,787 3,746 3,690 3,638 3,571 3,505 3,428

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計
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怡土地域（怡土校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 6,232 人となる見

込みです。年少人口はほぼ横ばいで推移

し、令和 10 年にピークとなりますが、生

産年齢人口は減少傾向、高齢者人口は令和

6 年をピークに減少傾向で推移することが

予想されます。 

 

一貴山地域（一貴山校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 3,116 人となる見

込みです。年少人口は増減を繰り返しなが

ら減少傾向、生産年齢人口は減少傾向にあ

りますが、高齢者人口は、令和８年をピー

クに減少傾向で推移することが予想されま

す。 

 

深江地域（深江校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 5,181 人となる見

込みです。年少人口は増加傾向、生産年齢

人口は減少傾向、高齢者人口は令和８年を

ピークに減少傾向で推移することが予想さ

れます。 

 

福吉地域（福吉校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 3,694 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口ともに

減少傾向にありますが、高齢者人口は増減

を繰り返しながら、令和８年以降、減少傾

向で推移することが予想されます。 

 

606 618 643 672 705 740 749

2,794 2,718 2,606 2,557 2,514 2,486 2,469

1,818 1,866 1,942 1,976 1,990 1,975 1,963

5,218 5,202 5,192 5,205 5,209 5,201 5,181

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

488 485 469 455 450 450 446

2,037 2,009 1,968 1,935 1,895 1,846 1,833

1,480 1,470 1,483 1,490 1,476 1,459 1,414

4,005 3,964 3,920 3,879 3,820 3,754 3,694

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

801 805 802 809 809 813 788

3,626 3,510 3,317 3,147 3,047 2,954 2,889

2,675 2,690 2,733 2,752 2,695 2,635 2,555

7,102 7,005 6,853 6,708 6,551 6,402 6,232

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

297 291 281 269 272 268 274

1,847 1,804 1,744 1,697 1,638 1,606 1,568

1,263 1,277 1,294 1,306 1,306 1,294 1,275

3,407 3,372 3,319 3,272 3,216 3,167 3,116

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計
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引津地域（引津校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 4,170 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口は減少

傾向、高齢者人口は令和２年をピークに減

少傾向で推移することが予想されます。 

 

可也地域（可也校区） 

総人口は、住宅開発の計画により、増加

傾向が予想され、令和 12 年時点での総人

口は 9,334 人となる見込みです。年少人口

は令和 10 年にピークを迎えますが、生産

年齢人口は増減を繰り返しながら概ね横ば

いで推移し、高齢者人口は増加傾向で推移

することが予想されます。 

 

桜野地域（桜野校区） 

総人口は、減少傾向が予想され、令和

12 年時点での総人口は 1,902 人となる見

込みです。年少人口、生産年齢人口、高齢

者人口のそれぞれが減少傾向で推移するこ

とが予想されます。 

 

1,187 1,217 1,261 1,317 1,359 1,382 1,373

5,019 5,037 5,006 4,954 4,971 4,957 4,981

2,664 2,719 2,834 2,922 2,955 2,971 2,980

8,870 8,973 9,102 9,192 9,285 9,310 9,334

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

265 257 244 233 228 226 222

1,313 1,262 1,196 1,116 1,046 979 932

897 893 857 845 808 784 748

2,475 2,412 2,298 2,194 2,082 1,989 1,902

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計

534 520 486 443 414 378 359

2,641 2,534 2,410 2,287 2,164 2,067 1,937

1,995 2,013 1,996 1,984 1,958 1,919 1,873

5,170 5,067 4,892 4,714 4,536 4,364 4,170

0

5,000

10,000

15,000

R1 Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12

15歳未満 15-64歳 65歳以上

（人）
実績 推計
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２．将来人口 

①将来人口の設定 

○本市の魅力である豊かな自然環境の保全や伝統文化の継承など、地域コミュニティを維持

していくには、一定の人口は必要不可欠です。 

○人口減少社会の中、単純に人口増加を目指し、それに応じた行政サービスを展開・拡大す

るのではなく、将来にわたり本市が“持続可能なまち”となるための人口を設定し、まち

づくりを進めていく必要があります。 

○そこで、推計人口に、新たな居住空間の整備や人口減少地域対策、子育て支援などにより、

令和 12 年の政策的誘導人口の増加を 2,000 人程度と見込み、将来人口を 104,000 人に設

定します。 

 

≪将来人口≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②将来人口における政策・施策の展開方針 

○これまでのように、市全体で目標人口を設定し、人口増加対策を講じるのではなく、年少

人口・生産年齢人口の確保や超高齢社会、人口減少地域に特化した対策など、対象者や対

象地域を明確にして、効果的に施策・事業に取り組んでいきます。 

○将来にわたり、市民に必要な行政サービス（公共施設の機能維持や医療・福祉などの公共

サービス提供など）を維持していくため、来るべき人口減少をしっかりと見据えながら、

まちづくりを進めていきます。 
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101,101

99,982 101,981

103,255

101,965

98,000

100,000

102,000

104,000

106,000
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政策的誘導人口 人口推計値

（人）

将来人口

104,000

101,741

 第２次長期総合計画期間 
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第４章 まちづくりの重点課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．子育て・教育環境の充実  

本市は、現在、転出より転入が多い社会増の状態であり、特に 30 歳代以降の子育て世帯が社

会増となっており、それに伴い 15 歳未満の子どもたちも増加の傾向にあります。 

少子化が進行する中で、安心して子どもを生み育てられる子育て環境と次代を担う子どもた

ちの可能性を伸ばす教育環境の充実は、人口減少・少子高齢化の時代の中で、“持続可能なまち”

を目指すうえで重要な課題です。 

市民満足度調査において、「子どもを育む環境」や「人と人とのつながり、助け合う環境」は、

重要度が高く、満足度が低い結果となっています。 

また、「糸島市を一層魅力的なまちにするために、今後どの分野に力を入れるのが良いと思う

か」については、「子育て・教育」（20.5％）が最も高く、妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

を通じて、子ども・子育て支援、教育環境のさらなる充実を図る必要があります。 

 

 

２．防災・減災対策 

市民満足度調査において、「防災・減災の環境」の重要度は、非常に高い状況です。 

また、平成 23 年の東日本大震災や平成 28 年の熊本地震などでは、役場・市役所自体が被災

したことにより、公助の機能が遅れ、あらためて地域コミュニティによる助け合いの重要性が

再認識されました。 

さらに、平成 30 年の西日本豪雨では、本市も多くの被害が発生し、「自助」「互助」「共助」

「公助」の重要性をあらためて実感するとともに、「まちづくり市民委員会」においても、個人

の防災・減災意識を高めることの重要性が再確認・再認識されました。 

大規模な災害が、いつ、どこで発生してもおかしくない中、引き続き、市民の生命、身体及

び財産を守るためには、市民の防災・減災意識をさらに高めていきながら、災害・減災対策を

重点的に取り組んでいく必要があります。 

  

まちづくりの重点課題 第４章 

○市民が、安心して住み続けたいと思える“持続可能なまち”の実現に向けて、重点

的に取り組んでいく必要がある５つの課題を設定しました。 

○予算などを集中させながら、基本目標の枠を超えて横断的に取組を進めていきま

す。 

○具体的な取組は、基本計画において、重点課題プロジェクトを設定します。 
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３．経済活性化（稼ぐ）への取組 

豊かな自然環境や恵まれた農林水産物を生かした“ブランド糸島”の戦略は、全国的な知名

度の向上や観光入込客の増加など、一定の成果がみられています。 

「高校生未来会議“いとしま”」や「まちづくり市民委員会」での意見、また、各種統計デー

タにおいても、第１次産業が強みであるものの、観光との連携や商品販売力の弱さなどから、

地域経済の活性化に生かしきれていない状況です。 

また、第１次産業のみならず、市内の企業や事業所においても、担い手不足や高齢化などの

問題が生じつつあります。 

今後、第１次産業をはじめとする地域資源を生かしながら、“ブランド糸島”の強化に向けた

産業間・企業間の連携促進や起業環境の充実による地域経済の好循環など、稼げるまちを構築

していく必要があります。 

 

 

４．学術研究都市づくり  

九州大学の伊都キャンパスへの移転完了を契機に、これまでの九州大学との連携・交流の取

組からワンランクアップし、九州大学が持つ知的資源を活用した地方創生や地域課題の解決な

ど、具体的な取組・成果を出していくことが求められます。 

また、本市と九州大学が進める「糸島サイエンス・ヴィレッジ（知の拠点づくり）」や「九州

大学国際村（人と地域の交流の場づくり）」の２つの構想をはじめ、産学金官民が一体となって、

新しいものを創り出し、発信していく拠点づくりを進めていくなど、100 年先を見据えた真の

意味での学術研究都市を構築していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪九州大学学術研究都市構想≫ 

21 世紀の「知の時代」に相応しい地域の「知の拠点」、

「知的クラスター」づくりを目指して、「九州大学学術研

究都市構想」を平成 13 年に策定し、九州経済連合

会、福岡県、福岡市、糸島市、九州大学で構成する

九州大学学術研究都市推進協議会を中心に、学術

研究都市の実現に取り組んでいます。 
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５．超高齢社会への対応 

人口減少社会の中で、本市は今のところ人口増加傾向にありますが、近い将来、必ず人口減

少を迎え、これまで以上に少子高齢化・超高齢社会が進行します。 

医療や介護などの社会保障費などが増加し、厳しい財政運営が常態化する恐れがあることから、

今のうちから、本市にとって必要な施策を見極め、対策を講じていかなければなりません。 

健康寿命の延伸施策や医療・介護・福祉施策の充実を図るとともに、地域で支え合う仕組みづ

くりやにぎわいの創出、交通対策、空き家対策など、支援が必要な状態になったとしても、住み

慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、超高齢社会を見据えた取組を総合的に進

めていく必要があります。 
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第５章 まちづくりの基本目標（戦術） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

子どもを安心して生み育てることができる環境を充実させるとともに、必要な人に必要な情

報をしっかり届けながら、保育所・幼稚園・認定こども園など、学校、家庭、地域がそれぞれの

役割を果たし、連携することにより、子どもたちの健全な育成を図ります。 

また、未来社会を担う子どもたちが、学力はもちろんのこと、健やかで、豊かな人間性やた

くましく生き抜いていくための資質・能力を育むことができる保育・教育を推進します。 

さらに、生涯を通じて学び続けることができる環境の整備・充実を図るとともに、市民の自

主的な文化・芸術活動の支援など、文化の振興に努めます。あわせて、青少年の健全育成や生

涯スポーツ・競技スポーツの普及・環境整備などに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 まちづくりの基本目標（戦術） 

○３つのまちづくり基本方針（戦略）に基づき、本市のまちづくりを総合的・効果的

に展開していくため、６つの基本目標（戦術）を設定します。 

○基本目標では、「まちづくりで大切にすること」を念頭に、各種の政策・施策に取

り組んでいき、「ワンランク上」の姿を実現していきます。 

乳幼児期から、よく遊び、よく学び、人とつながり、地域とつながり、糸島を

大切に想う気持ちを育んだ子どもたちが、それぞれの個性を生かしながら、自ら

の可能性を信じ、自己実現に向けて成長していけることを大切にします。 
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○学び続ける保育職・教職員による質の高い保育・学校教育、学び続ける保護者による質の

高い家庭教育、学び続ける地域住民による質の高い社会教育を実現し、児童・生徒一人ひ

とりが、日々、安心・充実した生活を送ることができるまちを目指します。 

○行政や地域の支援体制が充実し、安心して出産や子育てができるとともに、子どもたちや

家庭への切れ目ない子育て支援により、すべての子どもが健やかに成長できるまちを目指

します。 

政策（１）子育ち・親育ちの支援の充実 

 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

  
 
■政策の方向性■ 

○保育所、幼稚園、認定こども園など、保育環境の充実を図るとともに、子どもたちの健やかな

成長・発達に向け、乳幼児期からさまざまな体験活動を展開します。 

○子どもたちの健やかな成長や仕事と子育ての両立支援に向け、地域ぐるみで子どもたちを育む

環境を整えていくとともに、障がいのある子どもへの支援や貧困対策など、子どもの福祉の充

実に取り組みます。 

○児童虐待などの対応に加え、妊娠期から子育て期にわたるまで、切れ目なく子育てを支援し、

育児の孤立化を防ぐとともに、虐待などの予防体制を強化します。 

 

 

 

政策（２）保育・学校教育の充実 

 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 
 
■政策の方向性■ 

○保育所・幼稚園・認定こども園など、学校、家庭、地域が信頼関係を育みながら連携し、子ども

たちが未来を切り拓くために必要となる資質・能力を育むことができる保育・教育に取り組み

ます。 

〇保育職や教職員の育成・資質の向上を支える仕組みづくりと働き方改革を推進します。 

○不登校やいじめ、障がい、外国人など、特別な支援や配慮を要する乳幼児・児童・生徒の支援

体制の充実を図るとともに、県立特別支援学校の整備を促進し、連携した取組を展開します。 

○学校施設を計画的に改修・更新しながら、小規模の校区において、学校規模の適正化に向けた

取組を進めます。 
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○生涯を通じて、芸術や文化を身近に感じられるまち、伝統行事への参加・参画など、地域活

動や交流が活発なまち、市民の知識や経験が学習や体験活動、スポーツなどに生かせるま

ちを目指します。 

 

政策（３）切れ目ない学習機会の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○子どものころから芸術・文化、伝統行事などを体感・学習・参加できる機会の提供や活動への

支援を行うとともに、文化財を保護・整備しながら、啓発する取組を推進します。 

○子どもたちが地域とのつながりを実感できるよう、保育・幼稚園・認定こども園など、学校、

家庭、地域が連携して社会体験や自然体験などの活動を行い、次代を担う子どもたちを育む環

境づくりを進めます。 

○スポーツとふれあう場の提供や環境の充実を図ることにより、協調性や創造性、思いやりの心

を持った子どもたちを育成します。 

○図書館やコミュニティセンターの充実など、生涯にわたって学習できる環境づくりを行いなが

ら、学んだ成果を地域活動などにつなげる取組を強化します。 
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○多様で新たな地域の担い手が育ち、多くの地域住民が主体的に地域づくりに参画しながら、

地域自ら地域課題の解決や地域活性化に取り組む地域コミュニティを目指します。 

２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

 

人口減少や高齢化、人間関係の希薄化など、各地域でさまざまな課題はありますが、地域を

維持していくためには、地域コミュニティの活性化が大変重要になります。 

人口減少地域の活性化に向けた取組を進めていきながら、各地域において、地域の特色や時

代に応じたコミュニティのあり方を考え、新たな担い手や女性の参画など、地域の人材育成に

努めていくとともに、コミュニティセンターを軸に、地域の自立や活力の向上に向けた取組を、

みんなで考え、実行していくことができる地域づくりを推進します。 

また、同和問題や男女共同参画、性的少数者への理解など、市民一人ひとりの人権意識を高

め、すべての人がいきいきと活躍できる社会を目指します。 

さらに、国籍や民族などの異なる人々が、地域社会の一員として共に生活できるよう、多文

化共生のまちづくりを進めます。 

 

 

政策（１）コミュニティの活性化 

 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○コミュニティセンターを中心に、地域活性化や課題解決を図るなど、自立した地域づくりを支

援します。 

○地域の魅力を生かした取組や、新たな担い手の育成・発掘など、地域コミュニティの活性化に

向けた取組を支援します。 

〇多様な市民ニーズや地域課題の対応に向けたＮＰＯやボランティアの活動など、市民の自主的

な活動を促進・支援します。 

  

子どもから高齢者まで、「地域は、与えられるものではなく、自らつくってい

くもの」という意識を持ち、一人ひとりの個性が輝き、つながり合い、多様性を

発揮しながら、地域の中で自分の存在価値を実感できることを大切にします。 
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○市民全体に人権意識が浸透し、あらゆる差別が解消され、男女の区別や性的少数者、国籍、

民族の違いなどに関係なく、一人ひとりが地域社会の一員として幸せな人生を過ごせる社

会を目指します。 

○人口の維持・増加対策は引き続き進めながらも、たとえ人口が一定程度減少したとしても、

地域行事や地域活動など、時代の変化に対応しつつ、コミュニティとしての機能を維持し、

持続可能な地域となっていくことを目指します。 

政策（２）人口減少地域対策 

 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○空き家予備群へのアプローチを強化しながら、マッチングや移住誘導を図るなど、人口減少地

域対策に取り組みます。 

〇農村部や漁村部など、地域の特性に応じた取組を展開します。 

〇地域コミュニティの機能維持に向けて、地域の人材をはじめ、ＮＰＯ、ボランティア、大学生、

民間事業者、関係人口など、さまざまな主体と連携して、地域の特色を生かした取組を推進し

ます。 

 

 
 

政策（３）男女共同参画・人権・多文化共生の推進 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○地域性・多様性を踏まえつつ、家庭や職場、地域などで今も残る性別などによる固定的な役割分

担意識の解消に努めるとともに、性別に関係なく、個性や能力を発揮することによって、生きが

い・やりがいを実感できるような取組を進めます。 

○あらゆる人権問題を許さない社会を目指して、人権意識や人権感覚を育成する取組を行うとと

もに、配偶者やパートナーによる暴力（ＤＶ）から守り、防ぐ取組を強化します。 

○文化や習慣の違いを理解し、尊重し合える多文化共生の社会を目指して、市民意識の醸成はも

ちろん、外国人市民への総合的な支援を行い、地域社会への参画を促します。 
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○市民一人ひとりの防災・減災に対する意識が高まり、命を守る行動を自らの判断で行える

とともに、防災・減災に向けた基盤の整備や迅速・正確な情報の提供などにより、災害の被

害を最小限に食い止められるまちを目指します。 

３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

市民の生命、身体及び財産を守るため、頻発する台風や集中豪雨、地震などの自然災害、火

災など、さまざまな災害リスクに対応できるよう、関係機関や地域などと連携しながら、危機

管理体制を強化し、災害に強く、安全で安心して生活できるまちづくりを進めます。 

また、万一災害が発生した場合、自分の命を守る「自助」、災害発生直後に家族や隣近所で助

け合う「互助」、復旧に向けて地域住民や地域外も含めたボランティアなどと助け合う「共助」、

また、災害弱者などへの手助けや多様な市民への配慮など、市民の災害に対する意識の向上に

努めます。 

さらに、誰もが安全に安心して暮らせるよう、犯罪や事故のないまちを目指して、防犯体制

の充実や交通安全対策などの取組を進めます。 

 

 

政策（１）災害対策 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○災害時に支援を必要とする人の状況把握を強化し、自主防災組織と連携した支援体制を構築し

ていくとともに、自主防災組織や行政区が自主的に行う防災訓練や防災・減災活動を支援し、

「自助」「互助」「共助」の強化に努めます。 

○関係機関と連携しながら、災害対策本部の機能・能力の強化を図るとともに、災害対策の情報

化を推進します。 

○大規模自然災害に備えるため、治山・治水・砂防などの防災・減災施設の計画的な整備を進め

ながら、国土強靭化地域計画を策定するとともに、糸島市地域防災計画に基づき、地区防災計

画の策定を推進します。 

 

  

日ごろから、災害を自分のこと、家族のこととして意識し、隣近所のことも思

いやり、これまで経験したことがない災害が起こったとしても、「公助」だけでな

く、「自助」「互助」「共助」が発揮できることを大切にします。 
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○子どもや高齢者などの見守り活動や声掛け運動など、地域の自主的な活動を通じて、市民

同士の顔が見える地域が増え、安心して暮らせるまちを目指します。 

○市民一人ひとりの消防・救急に対する意識や知識を高めるとともに、消防本部・消防団の

機能・能力が充実し、関係機関との連携を強化しながら、火災や救急、災害時において、市

民の安全・安心が守られるまちを目指します。 

 

政策（２）消防・救急の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○消防本部や消防団の機能を強化していくとともに、消防や救急に対する市民意識の醸成を図り

ながら、防災や救命など、市民の自主的な活動を促進・支援します。 

〇迅速な救急活動が行えるよう、病院などの関係機関との連携・情報共有の改善・強化を図って

いくとともに、適切な救急車の利用について、市民の意識啓発に努めます。 

○消防団の重要性を周知しながら、男性・女性の消防団員を確保するとともに、消防本部と消防

団が連携して、技術・能力の向上を図り、消防・災害などへの対応力の向上に努めます。 

 

 
 

政策（３）防犯・交通安全の推進 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○交通危険箇所の対応や道路の安全対策など、子どもから高齢者まで、人にやさしい道路・交通

環境を整えていくとともに、飲酒運転の撲滅や交通安全の啓発活動に取り組みます。 

○地域、学校、警察、行政が連携した取組を強化しながら、地域の防犯力の向上を図ります 

〇市民一人ひとりの防犯意識の向上を図り、犯罪が起きにくい環境づくりを進めます。 
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○あらゆる人が地域社会に関心を持ち、日ごろから助け合い、支え合い、誰もが安心して生

活できるまちを目指します。 

４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

すべての人が健康で安心して生活を送ることができるよう、市民一人ひとりが自らの健康に

関心を持ち、主体的に健康づくりに取り組むことができる環境をつくりながら、人生 100 年時

代を見据えた福祉・介護・保健・医療の充実を図ります。 

また、認知症を有する人や要介護者など、支援を必要とする人が増えています。誰もが住み

慣れた地域で安心して暮らし続けていけるよう、関係機関などと連携を図り、地域において助

け合い、支え合うことができる新たな包括的な支援の仕組みづくりを推進します。 

そのために、子どもから高齢者まで支援を必要とする人に対する理解を深め、誰もが活躍で

きる環境を整えていく必要があります。行政をはじめ、各種団体、市民、地域、ボランティア

など、多様な主体が参画し、支える側・支えられる側が連携しながら、みんなで地域や暮らし、

生きがいをともにつくり、高め合うことができる「地域共生社会」の構築を図ります。 

 

 
 

政策（１）包括的な地域福祉の推進 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○他人事になりがちな地域の困りごとを、市民が主体的に「我が事」として、地域で解決できる

仕組みづくりに取り組みます。 

○子育て、介護、障害、貧困など、さまざまな問題を「丸ごと」受け止める総合的な相談支援体制

を構築し、関係機関と連携しながら、個々の状況に応じた支援を行います。 

 

  

子どもから高齢者まで多様な市民が、お互いを認め合い、世代を超えて支え合

いながら、可能な限り住み慣れた地域で、個性や能力を発揮しながら尊厳を持っ

て自律した生活を送れることを大切にします。 
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○市民が自らの健康に関心を持ち、主体的に行動できるように支援し、お互いに支え合うこ

とで、健康寿命を延ばし、生涯を通じて健やかで心豊かに生活できるまちを目指します。 

○高齢者や障がい者だけでなく、多様な支援を必要とする人たちが、個性が尊重され、力を

発揮しながら、住み慣れた地域で生きがいを持って生活することができるまちを目指しま

す。 

 

政策（２）健康・医療の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○自ら健康づくりを実践する「自助」を基本とし、地域で支え合う「互助」、保険料などを負担し

て支え合う「共助」、健康づくりの環境を整える「公助」の取組を一体的に推進します。 

○特定健康診査やがん検診などの受診率の向上を図り、健診結果や対象者の状況に応じた効果的

で効率的な保健指導に取り組みます。 

○在宅医療・介護連携などを進め、関係機関が連携し、在宅生活を支える体制を整備します。 

○糖尿病重症化予防や認知症への対応など、保健・医療・介護に係る関係機関の連携を推進しま

す。 

 

 
 

政策（３）支援を必要とする人たちへの福祉の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

  

 

 

 

■政策の方向性■ 

○多様な支援を必要とする人が、生きがいを持って生活を送ることができるよう、能力や適性に

応じた就労を支援・促進するとともに、受け入れ側である事業所などへの理解促進に努め、社

会参加を支援します。 

○高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、在宅医療・介護、生活支援、介護

予防、住まいなどを一体的に進める「地域包括ケアシステム」をさらに推進します。 

○障がい者が、地域で自立し、安心して生活できる社会の構築に向けて、障がい者への理解を深

める取組を行うとともに、必要な障害福祉サービスなどの支援を行います。 
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○農林水産物のブランド力の強化により、稼ぐことができ、夢や希望を持って、農林水産業

に就業できるまちを目指します。 

５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

 

“ブランド糸島”の柱となっている第１次産業の振興に取り組むとともに、本市の特性を生

かしながら、産業間・産学金官民連携、モノやサービスの高付加価値化、起業支援、ＡＩなど

の新たな技術活用などを戦略的に進めます。 

これにより、生産性の向上、産業間連携、人材の育成、働き方改革、地域経済の好循環を図

り、引いては賃金労働条件の改善や労働力の確保、担い手・後継者の育成につなげていきます。 

また、インターチェンジなどの恵まれた立地条件や九州大学の豊富な研究シーズなどをプロ

モーションし、企業誘致に取り組みます。 

 

 

政策（１）農林水産業の振興 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○ＩｏＴやＡＩなどの先進的な技術を活用した生産性の向上や生産コストの低減、新規就業者の

確保・定着、女性の経営参画などを進め、経営の安定化を図ります。 

○生産施設、ほ場、農道、ため池、林道、漁港など、生産基盤の整備・長寿命化を図ります。 

○農林水産物の高品質化により、ブランド力を強化し、新たな市場の開拓や高付加価値化を図る

ことで、収益性の高い農林水産業を進めます。 

〇地産地消や食育の推進を図り、市内における食料自給率の向上に努めます。 

 

  

自然環境や新鮮な農林水産物などの強みを生かし、“ブランド糸島”のさらなる

向上や産学金官民連携の強化を図るとともに、テレワークなど、多様な働き方を

促進することにより、地域経済・産業が活気に溢れ、糸島のしごとの魅力を高め、

糸島で働くことに誇りが持てることを大切にします。 
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○農林水産業や商工業などに観光客の消費効果が波及し、観光を一つの軸として、市内の産

業が成長するまちを目指します。 

○市外からの消費の拡大や事業者間・産業間の連携などによる地域内経済の好循環により、

事業や雇用が拡大し、地域経済が元気なまちを目指します。 

 

政策（２）地域経済の活性化 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○６次産業化や産業間・事業所間の連携を進めながら、商品・サービスの高付加価値化を図り、

首都圏やアジアなどに向けた販売を促進するとともに、地域経済の好循環を図ります。 

○小規模事業者の活性化や空き店舗の活用などにより、市内消費の拡大を図るとともに、後継者

や新たな担い手の育成などに取り組みます。 

○九州大学などと連携して新産業の創出に努めるとともに、起業しやすい環境の整備や創業支援、

モバイルワークの促進、働き方改革などに取り組みます。 

 

 

政策（３）観光の成長産業化 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○本市の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）である（一社）糸島市観光協会を中心とした、地域資源

を生かした体験型観光の提供などにより、観光関連産業の活性化を図ります。 

〇観光客のニーズと地域特性を踏まえながら、宿泊施設の増加を促進し、滞在時間や消費額の拡

大を図ります。 

○インバウンドやユニバーサルデザインの対応、交通網の充実など、観光客の満足度向上に向け、

受け入れ環境の充実に取り組みます。 

○テレビ、雑誌、ＳＮＳなどを活用し、観光情報を発信していくとともに、観光客が欲しいと思

う観光情報をいつでも、どこでも得られるような環境を構築します。 
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○本市の農林水産物のブランド力を生かした食品関連産業をはじめ、九州大学を核とした学

術研究都市が実現することで、企業から選ばれるまちを目指します。 

 

政策（４）企業誘致の促進 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 
 

 

■政策の方向性■ 

○九州大学などと連携して、学術・開発研究機関や関連企業、サテライトオフィス（支社）など

の立地を促進します。 

○企業立地のインセンティブや人材確保のアフターフォローなど、企業の進出意欲を高める取組

を行います。 

○地区計画区域の拡大や産業団地などの整備により、企業が進出できる用地の確保に取り組みま

す。 
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○市街地と農地・自然が調和し、バランスのとれた土地利用により、ずっと住み続けたいと

思えるような、地域の特性を生かした地域価値の高いまちを目指します。 

６．快適で住みよいまちづくり 

 

≪まちづくりで大切にすること≫ 

 

 

 

 

 

快適で暮らしやすく、“住み続けたいまち”となるよう、ユニバーサルデザインなどの考え方

に基づく都市空間を形成するとともに、生活・経済の基礎となる都市基盤の整備を図ります。 

また、地域内交通については、国が推進するコンパクトシティ・プラス・ネットワークの考

えのもと、多くの市民が快適に利用できる公共交通網の形成を検討しながら、商業施設や医療

施設、福祉施設、公共施設などへのアクセスの利便性だけでなく、地域活性化も考慮した交通

ネットワークの充実に努めます。 

また、ライフラインとしての役割を果たす道路・上下水道や快適な暮らしを支える公園など

の都市基盤施設の計画的な整備・更新を進めるとともに、本市の魅力である豊かな自然環境を

未来に引き継いでいくことができるよう、環境にも配慮した、快適で住みよいまちづくりを進

めます。 

 

 

政策（１）都市機能の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○適正な土地利用計画による新たな人口の受け皿づくりや、産業振興、賑わい創出などに資する

都市的土地利用への誘導を図ります。 

○住宅に困窮する低所得者などに対して、市営住宅を補完する新たな取組を進めます。 

○公園施設の計画的な更新・整備を行い、地域の特徴を生かした市民が利用しやすい公園づくり

を進めます。 

〇糸島市運動公園を整備し、多くの市民が多種目のスポーツを楽しめ、気軽に集え、防災意識が

高まる運動公園にしていきます。 

  

自然と都市の調和を図り、地域資源を生かしながら、都市部、農村部、漁村部、

山間部など、各地域の特色に応じて、住環境や生活環境の快適性を高めていくこ

とを大切にします。 
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○公共交通だけでなく、新たな移動手段の確保などにより、自動車の運転ができなくても、

日常生活が安心して送れるまちを目指します。 

○スムーズに移動できる道路ネットワークを構築するとともに、歩行者はもちろん、自転車、

バイク、自動車などが、安全・快適に道路を利用できるまちを目指します。 

 

政策（２）交通環境の充実 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 
 
■政策の方向性■ 

○鉄道を軸として、路線バス、コミュニティバス、渡船が連携した公共交通ネットワークの利便

性を高めます。 

○公共交通が不便な地域において、地域と連携しながら、自主運行バスの導入を促進します。 

○公共交通や自主運行バスと、買い物バスや病院送迎バス、自家用車相乗りなどのさまざまな交

通手段が連携した交通体系を目指します。 

 

 
 

政策（３）道路などの整備 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○市内交通の円滑化を図るために、国や県と連携した道路ネットワークの構築を推進します。 

○狭隘な道路や未舗装道路、歩道の整備や駅周辺などのバリアフリー化を推進し、良好な道路環

境への改善に努めます。 

○車道の路肩などを活用した自転車走行空間を整備し、走行誘導を進め、誰もが安全に通行でき

る環境を整えます。 

○道路・橋梁の維持管理費の将来への負担軽減のため、計画的な長寿命化対策を進めます。 
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○安全な水を安定的に供給し続けるとともに、下水や雨水を適正に処理し、健全な水循環が

構築されたまちを目指します。 

○豊かな自然環境や美しい景観を保全・再生し、ブランド価値を高めるとともに、市民のエ

ネルギー自給率の向上や省エネの取組、ごみの減量、リサイクルの推進など、市民一人ひ

とりの環境意識が高いまちを目指します。 

 

政策（４）上下水道の整備 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 

■政策の方向性■ 

○水道事業の徹底した経費削減や効率的な事業運営、施設の長寿命化、耐震化などを図るととも

に、水道の需要などを十分に調査・検討し、必要な整備を進めます。 

○水道事業の広域化・広域連携について、調査・検討を行います。 

○市民ニーズを考慮しつつ、地域に適した下水道整備を進めるとともに、ストックマネジメント

計画を策定し、施設・設備の長寿命化を進めます。 

○安全・安心のまちづくりを実現するために、浸水箇所の雨水管渠整備を進めます。 

 

 
 

政策（５）環境の保全 
 

■ワンランク上の姿■ 

 

 

 

 
 
■政策の方向性■ 

○環境や景観の保全意識の向上に努め、環境美化活動への参加者の拡大や活動支援の充実を図り、

保全された自然環境や美しい景観による地域のブランド価値を高めます。 

○ごみを減らすライフスタイルの定着に向けて、環境教育の充実などにより、３Ｒの推進の強化・

徹底を図ります。 

○公共施設への再生可能エネルギーの導入を進めるとともに、一般家庭への導入も支援し、エネ

ルギー自給率を高めます。 
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第６章 行政経営戦略 

 

 

 

 

 

 

 

行政経営戦略の展開 

市民との信頼関係を大切にすることを基本に、公平・公正で透明な行政経営戦略を展開して

いきます。 

民間活力の導入などを進め、さらなる歳入確保・歳出削減を図るとともに、中期財政計画に

基づいた財務マネジメントを確実に実行し、健全な財政運営を行います。 

また、将来にわたる持続可能な行政経営を目指し、ＳＤＧｓの理念を踏まえて、各種政策を

展開していくとともに、限られた人員・予算の中で、効果的・効率的な行政運営を行うため、

ＩＣＴの活用、大学との連携など、行政事務の効率化・省力化などに取り組みながら、状況に

応じて効率的な組織体制を構築します。 

さらに、市民協働や民間との連携などにより、経費の削減だけでなく、必要な行政サービス

を維持していくとともに、公共施設などの長寿命化や最適な施設配置などについても、確実に

実行します。 

 
 

政策推進マネジメント 

 

各政策・施策の達成に向けて、最小の経費で最大の効果をあげるため、下記のとおり政策推進マ

ネジメントを展開します。 

 

○市民視点での成果を重視した指標を設定し、ＰＤＣＡサイクルの徹底をするとともに、ＡＩ

などの先進的な技術を積極的に導入し、ＩＣＴによる業務の効率化を図りながら、職員の政

策立案能力が最大限発揮できる環境を整えます。 

○社会の変化などに応じた組織体制の構築や働き方改革を進めることにより、労働生産性を向

上させ、時間外勤務の削減を図り、ワークライフバランスを実現します。 

○さらなる経費削減と効果の最大化、市民サービスの維持・向上、将来を見据えた新たな施策

の展開を図るため、市民協働や民間委託、指定管理者制度の拡大に加え、幅広い概念の公民

連携（ＰＰＰ）による民間の創意工夫と民間投資を最大限活用します。また、大学との連

携・研究により、地域課題や行政課題の解決を図ります。  

第６章 行政経営戦略 

○着実に重点課題に対応し、基本目標を実現していくには、それをしっかりと下支え

する健全な財政運営はもちろん、民間活力やＩＣＴなどの活用、大学連携など、市

民や民間事業者などの多様な主体と共創・協働・連携を図りながら、将来的な人口

減少を見据え、社会・経済情勢に対応した経営的・戦略的な行政経営を展開する必

要があります。 
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財務マネジメント 

 

限られた行政資源の中、健全で規律ある財政運営を堅持し、市民が必要とする政策・施策を実行

していくため、下記のとおり財務マネジメントを展開します。 

 

○適正な課税と高い収納率の維持に努めるとともに、債権管理の適正化や市有財産の利活用な

ど、あらゆる角度から幅広い財源を確保します。 

○中期財政計画の確実な実行を通して、必要な事業への効果的な予算配分を行い、「発展」と「堅

実」を両立させた規律ある財政運営を図ります。 

 

 
 

公共施設マネジメント 

 

公共施設の統廃合や機能集約を行うことにより、質の高いサービス提供や幅広い市民の交流を促

進するとともに、施設の計画的な維持・更新と最適な施設配置に向けて、下記のとおり公共施設マ

ネジメントを展開します。 

 

○市民への丁寧な説明と協働を基本に、「糸島市公共施設等総合管理計画 第１期アクションプラ

ン」を着実に推進し、公共建築物やインフラ施設の長寿命化と最適な施設配置の実現を目指し

ます。 

〇「まちづくりを創造する庁舎」をコンセプトに、庁舎機能の充実はもちろん、防災機能や交流

機能、情報発信機能などを持った新庁舎を整備し、まちづくりを展開します。 
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第７章 土地利用の基本方針と将来都市構造図 

 

 

 

土地利用の基本方針 

○近年は、成長都市の時代から成熟都市の時代へと移り、民間開発を規制するまちづくりから、

民間を中心に据え、地域の良好な環境の維持や賑わいの創出などによる地域価値の向上を図

るエリアマネジメントへ移行する必要性が高まっています。また、平均的・画一的な都市づ

くりを進めるのではなく、これからは積極的に地域特性を生かしたまちづくりが重要となっ

てきています。 

○住宅地においても、市街地や郊外地の住宅地を保全するだけでなく、人口減少に伴う空き地・

空き家の増大などに対応し、住宅地の資産価値の維持・増進に努めます。また、安全・安心

な地域づくりなどにより、地域価値を維持・向上していく必要があります。 

〇土地は市民生活や経済活動などの基盤であり、本市が目指す将来像の実現のため、本市の自

然環境や地理的条件、土地利用の現状を踏まえ、都市と自然がバランスよく調和した計画的

な土地利用を推進するとともに、市街地、九州大学周辺、農山漁村など、それぞれの地域が

持つ特性を生かした土地利用を目指します。 

○平成 30 年に九州大学の移転が完了するとともに、平成 31 年には、国道 202 号バイパスの真

方までの開通やＪＲ筑肥線糸島高校前駅が開業するなど、新たな都市施設が供用開始されま

した。さらに、波多江泊線（中央ルート）や学園通線西回りルートの整備が進められており、

（仮）波多江ＩＣ構想を見据えながら、今後、九州大学周辺と国道 202 号バイパス、中央ル

ート、西回りルート沿線は都市機能を最大限に生かして、学術研究都市や産業活動として民

間投資を促し、地域の「稼ぐ力」を高めていくまちづくりを推進します。 

○九州大学周辺やＪＲ筑肥線沿線などの住宅需要が高いエリアについては、新たな受け皿を確

保するとともに、人口減少地域における空き地・空き家の拡大を予防・保全し、地域価値を

高める取組を進め、将来都市構造図（イメージ図）に示す「広域拠点」、「地区拠点」、「生活拠

点」、「学術拠点」の各拠点の役割に応じた都市機能を集積させるとともに、これらを交通ネ

ットワークで有機的に結ぶ「多極ネットワーク型コンパクトシティ」を推進します。 

○農業・農村振興ゾーンや森林保全ゾーンなどについては、保全に努め、農林水産業の振興を

図ります。 

 

 

 

第７章 土地利用の基本方針と将来都市構造図 
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将来都市構造図（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○広域拠点：高次な都市機能が集積し、都市の顔となる場であり、都市生活の利便性を高める拠点 

○地区拠点：広域拠点を補完し、生活や仕事などのさまざまなサービスを提供する拠点 
○生活拠点：日常生活に必要な機能が集積し、生活圏の生活利便性を高める拠点 

■都市的整備ゾーン：都市機能を集積し、利便性とにぎわいを創出するゾーンで、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的

な生活環境と都市活動の確保を目指す。 
■都市的誘導ゾーン：土地区画整理事業を活用した市街地整備や、地区計画制度などの活用により、社会基盤の有効活用を図りな

がら、新たな居住空間や企業、研究所、レクリエーション施設などの誘導を図る。 

■農業・農村振興ゾーン：農業振興地域農用地区域を中心としたゾーンで、優良農地と田園風景の保全に努めながら、農業基盤の維
持と強化を図る。 

■森林保全ゾーン：脊振雷山県立自然公園及びその周辺の森林や糸島半島の内陸部にある森林からなるゾーンで、林産物の供給を

はじめ、河川や海の水質保全、水源のかん養、良好な景観の維持、災害の防止、地球温暖化の防止など、森林が
有する多面的な機能の維持を図る。 

■玄界灘海岸ゾーン：玄海国定公園に指定された地域とその周辺からなるゾーンで、風光明確な景観や自然環境を保全しつつ、それ

らと調和した水産資源の適切な保存・育成・管理と、水産物の安定供給を図る。 
■観光レク・交流ゾーン：美しい海岸や森林、のどかな田園、農山漁村集落、貴重な史跡など、観光・交流を目的に人々が集うゾーンで、

より魅力的で回遊性のあるゾーンを目指す。 

 

吉井IC 

鹿家 

（仮）二丈 IC

泉川 

立石山 

引津地区 

深江海岸 

桜井神社 

可也山 

火山 

九州大学 

伊都キャンパス 
船越湾 

姫島・岐志航路 

宮地岳 

桜野地区 

新町支石墓群 

日向峠 

歴史の里曲り田スポーツ公園 

姉子の浜（鳴き砂） 

高祖山 

糸島峠 

引津湾 

長糸地区 

【土地利用及び拠点ゾーン】       【連携軸】 

広域連携軸一般国道 202 号 

広域連携軸一般国道 202 号バイパス・西九州自動車道 

都市的整備ゾーン 

都市的誘導ゾーン 玄界灘海岸ゾーン 

農業・農村振興ゾーン 

森林保全ゾーン インターチェンジ（構想） 

拠点連携軸 

地域ネットワーク道路 

生活拠点 

観光・レク・交流ゾーン 

広域拠点 

地区拠点 

学術拠点 
 

（仮）波多江 IC 

井原山 

大入 一貴山 加布里 

鹿家 IC 

美咲が丘 
波多江 

筑前前原 

桜井二見ヶ浦 

筑前深江 

福ふくの里 

志摩松隈・志摩馬場 

糸島高校前 

前原 IC 
前原 IC 周辺 

二丈武・二丈松国 

福吉 

姫島 

怡土地区 

幣の浜 

彦山 

芥屋の大門 

怡土城跡 

雷山地区 
曽根遺跡群 

天ヶ岳 

十坊山 

浮嶽 

加茂ゆらりんこ橋公園 

二丈岳 

雷山千如寺 

しおさい公園 

真名子木の香ランド 

雷山 

女岳 

伊都国歴史博物館 
農業公園ファームパーク 
伊都国 

白糸の滝 

長野峠 羽金山 

志摩初 

一貴山銚子塚古墳 
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はじめに 

糸島に住むこと、訪れることで、豊かさを実感することができる 

「人とまちの魅力が輝く 豊かさ実感都市 いとしま」を目指した、 

第２次糸島市長期総合計画(令和 3 年度-12 年度)が始まります。 

 

総合計画は、序論・基本構想（10 年後のまちの姿やまちづくりの考え方を示したもの）と、 

基本計画（基本構想に対応した５年間の取組などを示したもの）について、 

それぞれの内容をまとめたものです。 

 

今回の第２次糸島市長期総合計画は、序論・基本構想、基本計画のどちらからでも 

読み進めることができる構成にしています。 

糸島市の魅力を発信する冊子、また、まちづくりの手引き書として、 

誰もが活用することができる総合計画です。 

 

この第２次糸島市長期総合計画を多くの方が手に取って、 

みんなで糸島市のまちづくりに取り組んでいきたいと考えます。 

 

第２次糸島市長期総合計画基本構想では、まちづくりの基本方針（戦略）として、 

①自立度の高い糸島づくり、②魅力を磨き上げる糸島づくり、③住みやすい・住み続けたい糸島づくり

を掲げています。 

 

また、2015 年の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念に沿って、 

各種政策・施策を展開することとしています。 

 

よって、基本計画において、各施策に関連するＳＤＧｓを掲載し、 

ＳＤＧｓとの関連性を示しています。 

 

このＳＤＧｓの理念に沿った取組は、 

将来にわたって活力ある地域社会を創っていく地方創生につながります。 
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基本構想の主な内容 

将来像 人とまちの魅力が輝く豊かさ実感都市 いとしま 

まちづくりの基本方針 
（戦略） 

自立度の高い糸島づくり 

まちづくりの

重点課題 

子育て・教育環境の充実 

防災・減災対策 

魅力を磨き上げる糸島づくり 
経済活性化（稼ぐ）への取組 

住みやすい・住み続けたい糸島づくり 
学術研究都市づくり 

超高齢社会への対応 

 

第１章 施策の展開 

基

本

計

画 

基本目標 （戦術）  政 策   施 策  

基本目標 1 

未来社会で輝く 

子どもを育む 

まちづくり 

(1)子育ち・親育ちの 

支援の充実 

施策① 安心して生み育てられる環境の充実 

施策② 妊娠から出産・子育ての切れ目のない支援 

（２）保育・学校教育の 

充実 

施策① 家庭や地域と連携した教育の充実 

施策② 児童・生徒の学力や体力の向上 

施策③ 特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出 

施策④ 安全・安心に学習できる教育環境の整備 

（３）切れ目のない 

学習機会の充実 

施策① 生涯学習の推進とスポーツの振興 

施策② 青少年の健全育成 

施策③ 文化・芸術の振興 

基本目標 2 

人と人が 

つながり助け合う 

まちづくり 

（１）コミュニティの活性化 
施策① 地域コミュニティの機能強化 

施策② ＮＰＯ・ボランティアの育成 

（２）人口減少地域対策 
施策① 移住・定住の促進 

施策② 多様な地域の担い手の確保 

（３）男女共同参画・ 

人権・多文化共生 

施策① 男女共同参画社会の推進 

施策② 人権が尊重される社会の推進 

施策③ 多文化共生社会の推進 

基本目標 3 

みんなの命と 

暮らしを守る 

まちづくり 

（１）災害対策 
施策① 地域の防災力の強化 

施策② 防災・減災基盤の整備 

（２）消防・救急の充実 
施策① 消防力の強化 

施策② 救急体制の充実 

（３）防犯・交通安全の 

推進 

施策① 地域の防犯力の向上 

施策② 交通安全対策の強化 

基本目標 4 

健康で 

安心して暮らせる 

まちづくり 

（１）包括的な 

地域福祉の推進 

施策① 地域福祉活動の充実 

施策② 新しい地域包括支援体制の構築 

施策③ 地域で見守り、支え合う仕組みづくり 

（２）健康・医療の充実 

施策① 市民の健康管理体制の充実 

施策② 地域と連携した健康づくりの推進 

施策③ 保健・医療・介護ネットワークの構築 

（３）支援を必要とする 

人たちへの福祉の充実 

施策① 高齢者の社会参加支援 

施策② 高齢者の介護予防と自立した生活の支援 

施策③ 障がい者福祉の充実 

 

基本計画の構成 
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基
本
計
画 

基本目標 （戦術）  政 策   施 策  

基本目標 5 

ブランド糸島で 

活気あふれる 

まちづくり 

（１）農林水産業の振興 

施策① 農林水産業の活性化 

施策② 農林水産物のブランド強化 

施策③ 担い手育成 

（２）地域経済の活性化 
施策① 未来を担う企業の創出と育成 

施策② 域内経済循環の推進 

（３）観光の成長産業化 
施策① 地域資源を生かした観光の振興 

施策② おもてなし環境の充実 

（４）企業誘致の促進 
施策① 企業から選ばれるまちの創出 

施策② 新産業を創出する学術研究都市づくり 

基本目標 6 

快適で住みよい 
まちづくり 

（１）都市機能の充実 
施策① 良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進 

施策② 快適な公園の整備 

（２）交通環境の充実 施策① 公共交通網の充実 

（３）道路などの整備 

施策① 都市の骨格となる道路ネットワークの整備 

施策② 道路などの安全対策とバリアフリー化 

施策③ 道路・橋の長寿命化 

（４）上下水道の整備 

施策① 安全で安定的な水の供給 

施策② 地域の状況に適した下水道の整備 

施策③ 浸水被害対策の推進 

（５）環境の保全 
施策① 豊かな自然環境の保全 

施策② 再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成 

第２章 行政経営戦略 

行政経営戦略 

（１）政策推進マネジメント 

施策① 行政改革の推進 

施策② 
効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の

育成 

施策③ 民間事業者や大学と連携した課題解決 

（２）財務マネジメント 
施策① 自主財源の確保 

施策② 規律ある健全な財政運営 

（３）公共施設マネジメント 
施策① 公共施設の長寿命化と最適な配置 

施策② 多様な入札・契約手法の導入 

第３章 重点課題プロジェクト 

重点課題プロジェクト 

“社会とつながる”子育て応援プロジェクト 

市民一人ひとりの防災力が高いまち“いとしま”プロジェクト 

“糸島しごと”のブランド化プロジェクト 

“糸島サイエンス・ヴィレッジ”実現化プロジェクト 

元気な高齢者が地域で活躍し、暮らせるまちプロジェクト 

 

 

 

 

 

 

《 市民意見の反映 》 

各施策の主な取組の「☆」印は、第２次糸島市長期総合計画を策定する当たり開催した「まちづ

くり市民委員会」「高校生未来会議“いとしま”」「中学生“いとしま”未来への提言」で出されて市民

意見などを反映させた取組です。 
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第３章 施策の展開 

 

 
 
  

基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （１）子育ち・親育ちの支援の充実 

 

施策① 安心して生み育てられる環境の充実 

 

■現状と課題■ 

○市街地を中心に子育て世代の転入が増加し、15 歳未満の年少人口は増加傾向にありますが、農

漁村地域では、人口減少・少子化が進んでいるとともに、出生数は年々減少傾向にあります。 

○子育て世帯の転入や共働き世帯の増加に伴い、両親が安心して働くことができる環境づくりや

保育のニーズが拡大する一方で、待機児童が発生したり、希望どおりの入所ができないなどの

状況にあります。 

○ひとり親家庭などの親は、経済困窮の状態に陥りやすい傾向にあるため、より安定的な職への

就労につなげることが求められています。 

 

■主な取組■ 

☆県と連携しながら、保育施設の整備や設備の充実、保育士等の確保や定着を支援し、待機児童

の解消を図ります。 

○放課後児童クラブの維持・整備を計画的に行います。 

☆各種制度の周知や活用支援などを行い、ひとり親家庭などの就労支援を行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

待機児童数 
74 人 

(R2.4.1 時点) 

0 人 

児童扶養手当受給者で就業を希望する人のうち、就職に結び

ついた人の割合 

67.6％ 

（H30 実績） 
80％ 

保育所などのサービスが充実していると思う市民の割合（市民満足

度調査） 
26.5％ 40％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市子ども・子育て支援総合プラン 
 

■施策関係課■ 

【統括課】子ども課   【関係課】健康づくり課 

 

  

第１章 施策の展開 
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （１）子育ち・親育ちの支援の充実 

 

施策② 妊娠から出産・子育ての切れ目のない支援 

 

■現状と課題■ 

○特定妊婦や要保護世帯などの支援が必要な家庭は増加傾向にあり、その内容は複雑かつ多岐に

わたり、長期化する事例も多くなっています。妊娠期から子育て期の切れ目のない支援を行う

子育て世代包括支援センターと関係機関の連携強化が求められています。 

○核家族化や地域とのつながりの希薄化などによる子育ての孤立化を防ぐため、細やかな子育て

関連情報の発信と相談体制の充実を図るとともに、地域社会で支え合う子育て体制を構築する

ことが求められています。 

○発達に特性がある子どもや障がいのある子どもを支援する関係機関の連携充実が重要となって

います。 

 

■主な取組■ 

☆子育て世代包括支援センターにおいて、子育て支援センターなどの関係施設や関係機関と連携

して、支援プランの作成や妊婦や保護者への情報提供、子育て情報の収集・発信、保護者から

の相談体制を強化し、また、さまざまな体験活動を展開するなど、切れ目ない子育て支援を行

います。 

○乳幼児健康診査や各種相談・予防接種を行い、子どもの健やかな成長を支援します。 

☆医療機関などと連携して、発達に特性がある子どもの早期発見・早期対応に努めます。 

○療育専門スタッフが保育所・幼稚園・認定こども園・児童クラブを巡回し、適切な助言・指導

などを行います。 

☆要保護児童対策協議会や子育て支援団体のネットワークを通じて、特定妊婦や要保護世帯など

を支援し、児童虐待（マルトリートメント）や育児の孤立化の防止に向けた取組を強化します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

子ども家庭相談のうち、児童虐待相談の割合 

（福祉行政報告例） 

39.0％ 
（H30 全国 
32.8％） 

全国での割合を 

下回る 

病児・病後児施設の満室断わり数 4 件 0 件 

安心して子どもを生み育てられる環境が整っていると思う市民の

割合（市民満足度調査） 
41.0％ 45％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市子ども・子育て支援総合プラン 
 

■施策関係課■ 

【統括課】子ども課   【関係課】健康づくり課  
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （２）保育・学校教育の充実 

 

施策① 家庭や地域と連携した教育の充実 
 

■現状と課題■ 

○保護者や地域住民が学校運営に参画し、学校・家庭・地域が連携を図りながら子どもを育てる

コミュニティ・スクールを各学校で組織し、各学校の実態に応じた特色ある取組が実践されて

いることから、さらに家庭や地域に取組を浸透させることが求められています。 

○学校・家庭・地域の多くの人々による熟議を通じて、共通の目標や取組を設定・評価し、保護

者や地域住民の学校教育に対する当事者意識を高めていくことが重要となっています。 

 

■主な取組■ 

☆学校間の横のつながりの強化や、学校・家庭・地域の三者連携によるコミュニティ・スクール

の取組の活性化により、教育活動を充実します。 

☆教育の日（11 月 1 日）の前後を重点期間とし、年間を通じて、ＰＴＡや地域住民などと連携し

た児童・生徒の学習支援や、保育所・幼稚園・認定こども園や学校、地域と連携した活動を促

進し、教育力の向上に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

学校と保護者、地域住民とで、学校の課題や目標を共有し協

働・連携の取組を行った学校数 

（コミュニティ・スクール進捗状況評価結果） 

15 校／ 

全小中学校 22 校 

（H30 実績） 

22 校／ 

全小中学校 22 校 

 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】学校教育課   【関係課】子ども課、生涯学習課 
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （２）保育・学校教育の充実 

 

施策② 児童・生徒の学力や体力の向上 

 

■現状と課題■ 

○各種学力調査や体力調査において、市全体としては全国・県の平均点数を概ね上回っているも

のの、学習内容の定着が十分でない児童生徒もおり、学校・学年・教科でばらつきが見られ、

全小中学校で小・中９年間を見通した授業改善や指導の充実を図る必要があります。 

○国の教育振興基本計画を踏まえ、児童・生徒の情報活用能力や英語力の向上を図り、時代の変

化に対応できる力を育む必要があります。 

○「自分には良いところがある」と思う「自己肯定感」は、全国平均並みではありますが、児童・

生徒の自信や意欲、協働する力などをさらに育成する必要があります。 
 

■主な取組■ 

☆小中連携や九州大学教育学部との連携等により、これからの時代に必要な資質・能力を育むた

めのカリキュラム編成や授業改善を推進します。 

○糸島をはじめ世界の文化・芸術に親しむ活動により、豊かな心と表現力を育む情操教育を推進

します。 

○学習者用パソコンや学習ソフト、校内通信ネットワークなどのＩＣＴ環境を整備し、児童生徒

の個々に応じた最適な学習を進め、学習内容の定着や体力の向上を図ります。 

○日常の授業や学校生活の中で、学習者用パソコン等のＩＣＴ機器や英語を使用する機会を増や

し、時代の変化に対応できる力を育成します。 

○｢いとしま学」を核として、郷土への愛着・誇りを深め、自分の言葉で地域を語ることができる

糸島人
いとしまびと

を育成します。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

学力テストで、「概ね到達」以上の児童生徒の割合 76.7％ 85％ 

ほぼ毎日、コンピュータなどのＩＣＴを授業で活用している児童生

徒の割合 
3.7％ 100％ 

英検３級以上を取得している中学３年生の割合 23.9％ 35％ 

「自分にはよいところがある」と思っている児童生徒の割合 74.5％ 80％ 

運動部やスポーツクラブ以外で運動することがある児童生徒の割

合 
71.3％ 80％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画 

■施策関係課■ 

【統括課】学校教育課   【関係課】教育総務課  
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （２）保育・学校教育の充実 

 

施策③ 特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出 
 

■現状と課題■ 

○（仮）県立糸島特別支援学校の開校に向けて、福岡県や九州大学などとの関係機関と連携を図

っていく必要があります。 

○発達上の特性や学習に対して困難さを抱えるなど、特別な配慮や支援を要する児童・生徒が増

加しており、適切に対応していく必要があります。 

○不登校の児童・生徒が年々増加しており、早期段階での解決をはじめ、不登校を生まない学校

づくりが重要となっています。 

○学校でのいじめの認知率の向上と早期発見・対応を図り、いじめを許さない学校づくりを進め

ていく必要があります。 
 

■主な取組■  

○（仮）県立糸島特別支援学校（仮称）」の整備・開校を促進します。 

☆不登校、問題行動、特別な配慮や支援を要する児童・生徒への対応など、状況に応じた体制づ

くりや関係機関との連携強化を図っていきます。 

☆不登校対応指導員の配置、適応指導教室、教育相談室、居場所づくりなど、不登校児童・生徒

に対する支援の充実を図ります。 

○「楽しい学校生活を送るためのアンケート」（Ｑ-Ｕ調査）の定期的な実施により、学校生活で

の課題を発見し、課題解決のための支援を行います。 

○よりよい学校生活を送るため、児童・生徒が自ら考え企画・実践する児童会・生徒会活動の充

実を図ります。 
 

■施策に関する目標達成指標■  

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

発達に関する相談や通級による指導を受けることができる箇所

数 
10 箇所 12 箇所 

不登校対応指導の結果、登校する又はできるようになった児童

生徒の割合 
30.5％ 50％ 

Ｑ-Ｕ調査による学校生活への満足度 54.9％ 60％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】学校教育課   【関係課】 ― 
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （２）保育・学校教育の充実 

 

施策④ 安全・安心に学習できる教育環境の整備 
 

■現状と課題■ 

○教育施設の約６割が令和 12 年度までに築 40 年を迎えることから、老朽化が進む校舎や体育館

などの大規模改造に計画的に取り組んでいく必要があります。 

○居住環境や生活様式の変化により、子どもたちが快適に学校生活を送れるよう、トイレの洋式

化が求められています。 

○老朽化する給食施設については、施設整備とあわせて運営方法を検討する必要があります。 

○保育職や教育職の労働環境や勤務時間、健康管理などを意識した働き方改革に、県との連携の

もと取り組んでいく必要があります。 

 

■主な取組■ 

○老朽化が進む校舎や体育館の大規模改造工事を計画的に実施します。 

○学校のトイレを和式から洋式へ計画的に改修するとともに、だれもが利用できる「みんなのト

イレ」の整備を計画的に実施します。 

○給食施設の整備計画を策定し、効率的な給食施設の整備に取り組みます。 

○保育職の労働環境の改善に取り組む保育所などを支援します。 

○部活動支援員の配置やＩＣＴの活用などによる教育職の働き方の見直しに取り組みます。 

 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

大規模改造実施（着手を含む）校 2 校 11 校 

トイレの洋式化率 48.4％ 75％ 

1 月当たりの超過勤務時間が８０時間を超えている教職員数 269 人 0 人 

安心して子どもを生み育てられる環境が整っていると思う市民の

割合（市民満足度調査）【再掲】 
41.0％ 45％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画  ・糸島市公共施設等総合管理計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】教育総務課   【関係課】子ども課、学校教育課  
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （３）切れ目のない学習機会の充実 

 

施策① 生涯学習の推進とスポーツの振興 
 

■現状と課題■ 

○地域のつながりが希薄化する中で、各地域のコミュニティセンターを中心に、市民の生涯学習

の機会を支援しながら、学習を通じた市民の交流を促進していくことが重要となっています。 

○子ども・若者から高齢者まで、誰もが地域と関わりを持ち、お互い支え合い、高めあうことが

できるよう、世代間交流を展開する必要があります。 

○スポーツ少年団の活動は活発に行われていますが、スポーツの技術や能力の強化に力点が置か

れ、青少年の健全育成という本来の目的が薄れてきているとともに、生涯を通じてスポーツを

楽しめる環境の充実が求められています。 

○前原・二丈・志摩の３館体制で図書館を運営するとともに、定例おはなし会や家読リーフレッ

トの配布など、読書習慣の定着を図る取組を進めていますが、読書離れが危惧されている中、

若年世代から読書習慣を定着させる取組が求められています。 
 

■主な取組■ 

○市民に身近で魅力ある出前講座の実施や生涯学習情報誌の掲載内容の充実を図ります。 

○コミュニティセンターでの各種講座やイベントの開催、ニュースポーツの普及などにより、学

習機会や交流機会の拡大に取り組み、世代間交流を図ります。 

○スポーツ少年団などと連携し、子どもたちがスポーツを通じて成長できる環境づくりに取り組

みます。 

〇糸島市運動公園の多目的体育館やフットサルコート兼テニスコートなどを有効に活用し、スポ

ーツの振興を図ります。 

〇福岡マラソン等スポーツイベントや各種大会の開催・充実を図ります。 

○図書館機能の充実や読み聞かせボランティア育成などにより、市民の読書習慣の定着を図ります。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

年間貸出利用者年間延べ人数（図書館） 116,694 人 122,500 人 

読み聞かせボランティアの活動者年間延べ人数 118 人 130 人 

日ごろから、スポーツに親しんでいる市民の割合（市民満足度調

査） 

27.6％ 33％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画  ・糸島市生涯学習基本計画   

・糸島市立図書館サービス基本計画  ・糸島市子ども読書活動推進計画   
 

■施策関係課■ 

【統括課】生涯学習課   【関係課】地域振興課  
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （３）切れ目のない学習機会の充実 

 

施策② 青少年の健全育成 
 

■現状と課題■ 

〇共同生活や野外活動などを通して、仲間づくりや生きる力を育むため、小学４～６年生対象の

「ドリームトレイサー」や中高生対象の「糸島チャレンジクラブ“どんぐり”」を実施しており、

「ドリームトレイサー」は、定員を超える申し込みがある状況です。 

○糸島市子ども会育成会連絡協議会を中心に、中学生を対象にさまざまな体験活動を通して、グ

ループの指導や育成ができるようジュニア・リーダー研修に取り組んでいますが、全小学校区

からのジュニア・リーダーの輩出が求められています。 

○糸島市青少年育成指導員の活動だけでなく、地域の状況に応じて、地域住民の理解と協力を得

ながら、地域ぐるみによる青少年の健全育成が求められています。 

〇糸島市青少年育成市民会議を中心に、子どもたちが地域で安全・安心に活動でき、成長できる

環境をつくっていく必要があります。 
 

■主な取組■ 

○子どもたちがさまざまな体験活動に主体的に取り組むことを通じて、ジュニア・リーダーなど

に成長できる環境の充実を図ります。 

☆青少年の健全育成に寄与するイベントや講座、居場所づくりなどの取組を支援します。 

○糸島市青少年育成指導員や糸島市青少年育成市民会議の活動を支援し、青少年の健全育成を図

ります。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

子ども会育成会連絡協議会の取組であるジュニア・リーダーの研

修修了者数（累計） 
年間 15 人 75 人 

地域全体で青少年の健全育成に取り組んでいると思う市民の

割合（市民満足度調査） 
32.5％ 37％ 

 
 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画  ・糸島市生涯学習基本計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】生涯学習課   【関係課】 ― 
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基本目標 １．未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

政策 （３）切れ目のない学習機会の充実 

 
 

施策③ 文化・芸術の振興 

 

■現状と課題■ 

○子どもたちの豊かな情操を育み、市民の文化・芸術活動を盛んにするために、優れた文化や芸

術に接し、親しむ機会の充実が求められています。 

○市内に多数存在する貴重な有形・無形の文化財を保護していくとともに、伝統文化を後世に伝

承していくための後継者の育成や、子どものころから歴史・文化に対する理解を深め、郷土愛

を育んでいく必要があります。 

○歴史・文化が観光資源となってきている中で、博物館などでの魅力的な展示や講座、歴史イベ

ントを開催するなど、市内・外からの利用者・訪問者を増やす取組も重要となっています。 

 

■主な取組■ 

○文化・芸術にふれる機会を提供するとともに、市民の文化・芸術活動を支援していきます。 

☆「いとしま学」などを活用し、子どもたちが郷土の歴史や文化を理解し、郷土愛を育む取組を

進めます。 

○新規の文化財指定に取り組むなど、文化財の保存に努めながら、計画的・効率的な文化財の整

備に取り組みます。 

○神楽などの無形民俗文化財の後継者育成や後世に伝承する取組を支援します。 

☆特別展や企画展、歴史講座、シンポジウムなどを開催し、市民が郷土の歴史・文化を愛しむ心

の醸成と観光客などの増加につなげます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市主催の文化事業の参加者数 2,030 人 2,300 人 

国・県・市指定文化財の総件数 83 件 90 件 

博物館等に来館した子どもたちにおける糸島の歴史に対する認

知度(アンケート) 
― 75％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市教育振興基本計画  ・糸島市文化財保存整備基本計画 

・国史跡新町支石墓群保存活用計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】文化課   【関係課】 ― 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （１）コミュニティの活性化 

 

施策① 地域コミュニティの機能強化 

 

■現状と課題■ 

○少子高齢化や核家族化の進行などにより、地域における市民相互の交流や連帯感が弱まる傾向

にある中、自治組織やボランティア団体などでは、役員や構成員の高齢化が進行し、組織の硬

直化が懸念されます。 

○地域づくりや地域課題の解決などに当たっては、地域住民一人ひとりが自分のこととして考え、

自主性・主体性を持って、地域活動に積極的に参画することが求められています。 

○地域の特性を生かした地域（校区）単位でのまちづくりをさらに推進するためには、校区公民

館から移行したコミュニティセンターの機能を充実していく必要があります。 

 

■主な取組■ 

☆地域の特色を生かしたコミュニティセンターの活動を支援します。 

〇糸島市まちづくり基本条例を浸透させ、自治組織への加入促進や地域活動への参画を図ります。 

☆行政区（自治会）の活動の活性化に向け、地域情報の発信や交流の場の創出などにより、地域

による地域のリーダー担い手の育成を支援します。 

☆地域住民の自主的な地域活動を財政的・人的両面から支援します。 

☆市立小中学校施設の開放事業を進め、地域コミュニティの活動を支援します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

自治会への加入率 R2 調査値 R2 調査値+１％ 

地域活動に参加している市民の割合（市民満足度調査） 60.3％ 65％ 

地域の一員としての意識や周りの人とのつながりがあると思う市

民の割合（市民満足度調査） 

50.9％ 55％ 

 
 
 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】地域振興課   【関係課】生涯学習課 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （１）コミュニティの活性化 

 

施策② ＮＰＯ・ボランティアの育成 
 

■現状と課題■ 

○福祉や教育、スポーツなどのさまざまな分野でボランティア活動が行われていますが、ボラン

ティアの高齢化などによる担い手不足などの課題が発生しており、市民のボランティア意識の

醸成や活動へのきっかけづくり、ボランティア団体等のつながりやネットワークづくりが必要

となっています。 

○地域課題の解決において、ボランティア団体等と行政の連携は不可欠です。地域やボランティ

ア団体等と行政が協働する取組を強化していくことが求められています。 

 

■主な取組■ 

○ボランティア登録・派遣制度の充実を図ります。 

○ボランティアに関心を持ち、活動に参加するきっかけづくりの取組を展開します。 

○ボランティア団体などが積極的に事業提案し、実践できるよう支援します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

ボランティア活動に参加したことがある市民の割合 

（市民満足度調査） 

41.3％ 46％ 

糸島市ＮＰＯボランティア登録団体数 237 団体 260 団体 

課題解決を目的とし、市民団体等と行政が協働で取り組んだ

課題解決事業数 

59 件 

（H30 実績） 

69 件 

 
 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】地域振興課   【関係課】生涯学習課 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （２）人口減少地域対策 

 

施策① 移住・定住の促進 
 

■現状と課題■ 

○平成 28 年以降、本市の人口は増加傾向にあるものの、人口が増加している地域は市中心部のみ

で、それ以外の地域は人口減少が続いており、人口の二極化が進んでいます。また、子育て世代

の転入は増えているものの、進学・就職世代の極端な転出超過が続いています。 

〇人口減少が続く地域では、空き家が増加しており、その活用が進んでいない状況にあります。今

後、人口を確保していくためにも、空き家の有効活用を図っていく必要があります。 

○移住・定住には、「関心・滞在・移住・定住」の流れがありますが、これまでの観光振興やブラ

ンド糸島などにより、「関心」・「滞在」の段階には到達していることから、今後、「仕事」や「住

まい」に関する取組を強化するとともに、情報の発信を行うことで、「移住」・「定住」への段階

に引きあげていく必要があります。 
 

■主な取組■ 

☆移住・定住情報に加え、通勤通学、買い物などの暮らしに関わる情報を積極的に発信し、移住・

定住を促進します。 

☆人口減少地域においては、特に空き家の掘り起しや空き家になる前に所有者へのアプローチを

強化し、移住・定住の受け皿となる空き家の有効活用を図ります。 

○地域の状況を勘案しながら、必要に応じて都市計画法に基づく地区計画や区域指定などを行い

ます。 

☆ハローワークなどと連携した移住者の就労支援の取組を展開します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

転入者数（累計） 21,355 人 

（H27～R1） 

21,300 人 

人口減少 10 校区の人口（３月 31 日現在） ※令和７年推計

値 46,736 人 

49,357 人 47,500 人 

空き家バンク新規登録数（累計） ９件 45 件 

 
 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市移住促進計画  ・糸島市空家等対策計画 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 
 

■施策関係課■ 

【統括課】ブランド・学研都市推進課   【関係課】危機管理課、都市計画課、商工観光課 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （２）人口減少地域対策 

 

 施策② 多様な地域の担い手の確保 
 

■現状と課題■ 

○一定の人口が減少したとしても、人々が生活していくためには、地域活動や伝統文化の継承な

ど、コミュニティとしての機能の維持が必要です。 

○持続可能な地域づくりに向け、新たな担い手として地域との関係性が深い多様な人材・担い手

の育成・確保が必要です。 

○担い手の確保を行いながら、より多くの人がまちづくりに携わり地域コミュニティを持続して

いく必要があります。 
 

■主な取組■ 

☆若手や女性、移住者、外国人、糸島に住んでいない人など、多様な担い手がまちづくりに関わ

りやすい環境をつくり、時代や地域の実情に応じ、地域人材の育成に取り組みます。 

☆人口減少地域において、地域外の人々と連携した地域活動や地域の稼ぐ力を強化する取組など

を支援します。 

☆人口減少地域から転出した出身者へ、また、その地域に注目している人へ、地域ごとの伝統行

事や地域活動などの情報を発信するなどの取組を行います。 

☆協定締結大学等と人口減少地域をつなぐ仕組みを構築し、大学生及び人口減少地域に居住する

若者の地域活動への参画を促進します。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

人口減少地域で、大学生などと連携した取組数 14 取組 20 取組 

人口減少地域応援団のネットワークの登録数（フォロワー数） ― 1,000 人 
 
 
 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】ブランド・学研都市推進課   【関係課】地域振興課 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （３）男女共同参画・人権・多文化共生 

 

施策① 男女共同参画社会の推進 

 

■現状と課題■ 

○平成 22 年に「糸島市男女共同参画推進条例」を制定し、男女共同参画社会の実現に向けて取り

組んでいますが、市民意識調査における男女共同の意識は依然として低く、審議会委員や自治

会役員の女性登用率も低い状況にあり、女性が参画する機会を充実させる必要があります。 

○一人ひとりが仕事や家庭における責任を果たすとともに、子育て期や中高年期などのライフス

テージに応じて、多様な生き方が選択、実現できる社会を目指し、家庭、地域、事業者などと

協働できる環境を整備することが必要です。 

○女性に対する暴力やＤＶなどは依然として多い状況で、その根絶に向け、啓発活動や周辺の人

の気づきの促進、被害者支援の充実が求められています。 

 

■主な取組■ 

○男女共同参画に関する情報発信・啓発の取組を強化します。 

○審議会委員などへの女性登用の推進や地域における女性の積極的な参画を促進します。 

○女性人材育成事業や再就職支援講座、起業講座などを実施し、女性の社会参画を進めます。 

○ＤＶの根絶に向けて啓発活動や関係機関などと連携した相談・支援体制の強化に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

審議会など、委員への女性の登用率 35.5％ 40％ 

デート DV に対する認識度（男女共同参画に関する意識調査） 41.5％ 70％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市男女共同参画社会基本計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】人権・男女共同参画推進課   【関係課】 ― 
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基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （３）男女共同参画・人権・多文化共生 

 

施策② 人権が尊重される社会の推進 

 

■現状と課題■ 

〇「あらゆる差別の撤廃をめざす人権擁護条例」に基づいた「糸島市人権教育・啓発基本指針」

により、糸島市人権・同和教育推進協議会において、「人権尊重のまちづくり」に向けた活動を

推進しています。また、校区コミュニティセンターを拠点とした 15 支部での特徴的な活動であ

る住民啓発と指導者育成を継承・発展させていく必要があります。 

〇インターネット等を利用した誹謗中傷や人権を否定する情報が勢いを増しています。また、災

害や感染症により、貧困、虐待、いじめ、差別等の問題はより深刻化しています。人権に関わ

る問題はより重層化・複雑化しており、それらの課題を解決するためには、総合的な取組が必

要になります。 

〇未だに多種多様な差別事象が発生している現状ですが、差別の撤廃に向けて、あらゆる機会を

捉えて人権教育や啓発活動などを行い、市民の人権意識を高揚させ、人権が尊重される地域社

会を築いていくことが重要です。 

 

■主な取組■ 

○同和問題啓発強調月間や人権週間を中心に、人権意識を醸成する取組を実施します。 

○同和問題、障がい者、高齢者、女性、子ども、性的少数者などの人権課題に取り組みます。 

○人権教育に関する教材を作成し、小中学校での人権教育の充実を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

行政区人権研修会開催率 79.0％ 85％ 

新たに作成する「人権教育の手引き 4、5」の活用学校数 
小学校 0 校 
中学校 0 校 
（未作成） 

小学校 16 校 
中学校 6 校 

「ＳＯＧＩ（性的指向・性自認）」という言葉を知っている市民の割

合（男女共同参画に関する意識調査） 
13.1％ 50％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市人権教育・啓発基本指針 
 

■施策関係課■ 

【統括課】人権・男女共同参画推進課   【関係課】学校教育課 

  



64 

 

 

基本目標 ２．人と人がつながり助け合うまちづくり 

政策 （３）男女共同参画・人権・多文化共生 

 

施策③ 多文化共生社会の推進 

 

■現状と課題■ 

○本市の総人口に対する外国人市民の割合は１％を超え、留学生や技能実習生が増加している中、

地域コミュニティとの関わりは、あまり深くありません。 

○多くの外国人市民が、日本人との言葉や文化、生活習慣などの違いにより、お互いをよく理解

できていないこともあり、地域社会を支え合っていくパートナーとしての認識を深め、お互い

を認め合い、自分の能力を生かして暮らせる社会を創っていく必要があります。 

○外国人市民も参加できる交流機会を増やし、自治会活動などに参画しやすい環境づくりが必要

です。 

 

■主な取組■ 

○市役所や公共的団体などの外国人相談窓口の機能の充実を図ります。 

☆交流の機会や活動の充実により、外国人市民と地域住民の円滑なコミュニティの形成を図りま

す。 

☆発行物などの「目で見る情報」や放送などの「耳で聞く情報」をやさしい日本語や多言語で提

供することなどにより、外国人市民の地域活動への参画を促進します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

国籍や文化が異なる人びとが、お互いに地域で支え合いなが

ら、暮らしていると思う市民の割合（市民満足度調査） 
34.0％ 45％ 

外国人が必要とする市発行物の多言語化 - 6 か国語 

外国人が必要とする市相談窓口の多言語対応化 - 6 か国語 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市人権教育・啓発基本指針  ・糸島市多文化共生推進計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】地域振興課   【関係課】人権・男女共同参画推進課 
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （１）災害対策 

 

施策① 地域の防災力の強化   

 

■現状と課題■ 

○市内全域で 163 の自主防災組織が設立され、さまざまな活動が主体的に行われていますが、全

国的に頻発する大規模な自然災害に加え、原子力災害などにも対応できるよう、市民の防災意

識のさらなる向上が求められています。 

○超高齢社会を迎える中、災害時に支援を要する人が増加することから、自主防災組織の機能強

化を図っていく必要があります。 

○「公助」の機能を充実させることはもちろん、「自助」「互助」「共助」が機能する仕組みを構築・

強化することが重要となっています。 

 

■主な取組■ 

☆自主防災組織や校区の防災・減災の訓練や研修などの実施を支援します。 

☆食料、飲料水、防災用資機材などの災害時用備蓄を計画的に準備・更新します。 

☆災害時の要支援者の情報を把握し、自主防災組織の体制・機能の強化を図ります。 

☆安定ヨウ素剤の分散備蓄や事前配布を行いながら、原子力防災訓練を毎年実施し、避難計画の

周知と実効性を高めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

地域で活躍する防災士の数 50 人 326 人 

防災訓練等を実施した自主防災組織数 117 組織 163 組織 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市地域防災計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】危機管理課   【関係課】警防課 
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （１）災害対策 

 

施策② 防災・減災基盤の整備 

 

■現状と課題■ 

○災害時の市民への情報伝達は、防災行政無線や携帯電話への電子メール、市ホームページへの

掲載などで行っていますが、災害時の情報収集や情報伝達の確実性を向上させるとともに、多

様で重層的な情報伝達手段の確保が重要となっています。 

○大規模な自然災害や感染症などの人々の生活を脅かすような災害などが頻発する中で、被害を

最小限にとどめていくには、関係機関と連携した災害対策本部の機能強化や、気象情報や被害

発生状況の集約など、情報化を進めていく必要があります。 

○「災害に強い安全なまちづくり」という事前防災の重要性が認識されてきている中で、大規模

災害が発生した場合、被害を最小限にとどめ、迅速に復興できる体制づくりが必要となってい

ます。 

 

■主な取組■ 

〇各種ＳＮＳやＩＣＴを活用した新しいサービスを積極的に導入し、災害時の情報収集・情報伝

達強化を図ります。 

○定期的な訓練の実施や関係機関との連携などにより、災害対策本部の機能・能力を強化します。 

○災害の発生状況や対応状況などをリアルタイムに把握できるシステムを構築します。 

○業務継続計画を適正に管理しながら、災害などの緊急事態においても、必要な行政サービスを

提供します。 

○国土強靭化地域計画を策定し、災害に強い安全なまちづくりを進めていきます。 

○糸島市地域防災計画に基づき、すべての地域で地区防災計画の策定に取り組みます。 

○糸島市災害時受援計画に基づき、国、県、他市町村、警察、自衛隊などからの応援をスムーズ

に受け入れる体制づくりを行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

情報収集・情報伝達手段の導入・維持 7 媒体 9 媒体 

地区防災計画を定めた行政区の数 0 行政区 25 行政区 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市地域防災計画  ・糸島市災害時受援計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】危機管理課   【関係課】健康づくり課 
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （２）消防・救急の充実 

 

施策① 消防力の強化 

 

■現状と課題■ 

○近年、災害時の消火活動はもとより、地震や風水害などの大規模な自然災害における救助活動

など、消防団員が果たす役割はますます重要となっている一方で、団員の高齢化や確保が難し

い状況となっています。 

○全国的に火災の出火件数は減少傾向にありますが、火災が発生すると大きな被害の発生が懸念

されます。また、建物の大規模化や複雑化などにより、火災に伴う危険性が高まっていること

から、防火査察などを通じ、火災を未然に防ぐ取組を強化していく必要があります。 

○火災や災害時だけでなく、市民が安心して日常生活が送れるよう、消防本部や消防団の機能や

能力の充実が求められています。 

 

■主な取組■–– 

☆消防団員定数を維持しつつ、消防団の組織体制の見直し・強化を図ります。 

〇市民や市内事業者に対して、消防団への入団や消防団活動への理解・協力の促進に取り組みま

す。 

☆女性消防団員の活動促進や OB 消防団員の災害時の協力体制の構築に取り組みます。 

○建物への防火査察を計画的に実施し、改善指導などを徹底します。 

○消防本部や消防団の消防車両や消防施設などを計画的に整備・更新します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

消防団員数（実員）の維持 994 人 995 人 

重大違反防火対象物の改善率（改善件数/通知件数） 90％（18 件/20 件） 100％ 

通報から鎮火までの所要時間（平均）  

※火災鎮火後に通報があり、消防隊による消火の必要がなかっ

た事案を除く 

42 分 

（過去 5 年の平均） 
35 分以下 

 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】警防課   【関係課】予防課、警備課 
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （２）消防・救急の充実 

 

施策② 救急体制の充実 

 

■現状と課題■ 

○市民が安心して日常生活が送れるよう、迅速な救急に向けて、救急体制の充実や医療機関など

との連携強化などが求められるとともに、市民の救急に対する意識の醸成を図ることも重要と

なっています。 

〇市民の救急・救命に対する意識を高めながら、ＡＥＤによる心肺蘇生など、市民が自ら行う救

命活動を促進していく必要があります。 

 

■主な取組■ 

☆病院などの関係機関と情報共有や連携を強化し、傷病者の状況に応じて可能な限り市内の病院

への救急搬送に努め、搬送時間の短縮を図ります。 

○救急車の適切な利用について、市民に周知・啓発を図ります。 

○応急手当普及員講習などの開催などにより、市民が自ら行う救急・救命活動を促進します。 

○消防本部の救急車両や消防施設などを計画的に整備・更新します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

救急車の現場到着所要時間（平均） 

※H30 全国平均は、8.6 分で増加傾向 
7.5 分 7.5 分 

応急手当普及員講習受講者数（累計） 12 人 60 人 

 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】警防課   【関係課】警備課  
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （３）防犯・交通安全の推進 

 

施策① 地域の防犯力の向上 
 

■現状と課題■ 

○青パトによる巡回活動や生徒指導員と教員が協力して各小中学校の巡回などを行っていますが、

子どもたちへの声かけ事案などが発生している状況です。 

○公共施設を中心に防犯カメラを設置していますが、痴漢や自転車盗などの身近な犯罪は後を絶

たず、さまざまな犯罪の抑制と犯罪発生後の対応に向けて、防犯カメラの増設を求める声が多

く寄せられています。 

○夜間に暗い場所も多く、市民が不安を感じているため、防犯灯の増設を進めていく必要があり

ます。 

〇空き家などが増加しており、防災、防犯、景観など、多岐にわたり問題が生じています。 
 

■主な取組■ 

○地域、警察、行政、学校などが連携した登下校時の見守り活動や小中学校の防犯対策の強化に

取り組みます。 

〇青パトによる地域巡回活動の充実と全校区での実施を図ります。 

○駅から２㎞圏内の行政区公民館やバス停などへの防犯カメラ設置を促進します。 

☆街灯がない生活道など、防犯上必要な場所にＬＥＤ防犯灯の設置を進めます。 

〇空き家の調査を行い、空き家の適切な管理や有効活用を促進します。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

地域での青パトや夜間巡回などへ参加したことがある市民の割

合（市民満足度調査） 
38.6％ 43％ 

新規防犯灯設置数（累計） 年間 110 基設置 550 基 

市内の犯罪発生件数 407 件 350 件 
 
 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市空家等対策計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】危機管理課   【関係課】ブランド・学研都市推進課、生活環境課、施設管理課、学

校教育課 
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基本目標 ３．みんなの命と暮らしを守るまちづくり 

政策 （３）防犯・交通安全の推進 

 

施策② 交通安全対策の強化 

 

■現状と課題■ 

○交通安全協会や糸島警察署を中心に、登下校時の交差点における見守り活動や自転車などの交

通安全教室を開催していますが、交通事故は依然として発生している状況です。 

○糸島警察署管内における飲酒運転検挙件数は横ばいであり、飲酒運転の撲滅には至っていませ

ん。 

○高齢者の運転による事故の発生などにより、運転免許証の返納件数は増加傾向にあります。 

 

■主な取組■ 

○学校や警察・交通安全協会などと連携し、交通安全教育・啓発活動の充実を図ります。 

○危険箇所を地域住民といっしょに調査し、ドライバーに注意喚起を促す看板の設置や路面標示

などを整備します。 

○飲酒運転の撲滅に向け、駅前キャンペーンや飲食店への啓発など、飲酒運転を「しない」「させ

ない」「見逃さない」の取組を行います。 

○安全運転教室の開催や、公共交通機関の回数券等の交付による運転免許証の自主返納の促進など

により、高齢者の運転事故の防止を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

交通事故発生件数 351 件 300 件 

飲酒運転検挙件数 13 件 0 件 

支援策を活用して運転免許証を自主返納した高齢者の人数 420 件 500 件 

 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】危機管理課   【関係課】建設課、学校教育課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （１）包括的な地域福祉の推進 

 

 

施策① 地域福祉活動の充実 

 

■現状と課題■ 

○地域住民の社会的つながりの希薄化などにより、地域コミュニティが本来持っている早期発見

力や解決力が弱まってきています。 

〇地域の中で住民が孤立してしまうなどの状況が生じており、地域福祉を推進する人材の養成や

支援が必要です。 

○地域の福祉まるごと相談員としてのコミュニティソーシャルワーカーの配置により、校区社会

福祉協議会を支援し、困っている人の早期発見と個別支援の充実が必要です。 

○地域福祉活動の充実に向けて、中心的な役割を担う糸島市社会福祉協議会を支援し、関係団体

などとの連携強化が必要です。 

 

■主な取組■ 

○コミュニティソーシャルワーカーを日常生活圏域に配置し、地域の支え合い活動や困りごとの

早期発見・早期解決に取り組みます。 

○学校や家庭などと連携し、次代を担う若い世代への啓発や福祉について学習する機会の拡充な

ど、福祉教育の充実を図ります。 

○小地域ネットワーク活動推進事業や相談支援事業などの地域福祉活動の充実・促進を図ります。 

○糸島市社会福祉協議会と連携を強化し、社会福祉法人などとの協働を促進します。 

〇校区社会福祉協議会や民生委員児童委員協議会などの活動を支援します。 

〇新たな担い手づくりや団体間のネットワーク構築により、ボランティアが地域で活動しやすい

環境を整え、分野を超えたボランティア体制の構築を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ)配置人数 1 人 5 人 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ)による相談受付件数 56 件 130 件 

市と市内で活動している市民団体で実施した協働事業数 23 事業 48 事業 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市地域福祉計画  ・糸島市地域福祉活動計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】福祉支援課   【関係課】介護・高齢者支援課、福祉保護課、子ども課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （１）包括的な地域福祉の推進 

 

施策② 新しい地域包括支援体制の構築 

 

■現状と課題■ 

○高齢者、障がい者、児童、生活困窮などの分野ごとの相談体制ではなく、対応が困難な複合的

で複雑化した問題や制度の狭間にある課題などに対応できる包括的な相談体制の構築が求めら

れています。 

○経済的な問題だけでなく、社会的孤立による貧困から生じる引きこもりなど、複雑化・多様化

した課題が見受けられ、幅広い支援と自立に向けた仕組みづくりが必要となっています。 

○自殺予防の対策については、精神保健的な視点だけでなく、関係機関が連携して取り組むこと

が必要です。 

 

■主な取組■ 

○専門的職員を配置した福祉総合相談窓口を設置し、さまざまな相談を総合的に対応します。 

○複合的な課題を有する人や家庭を支援するため、糸島市社会福祉協議会や各種団体・関係機関

と連携し、新しい地域包括支援体制の構築に取り組みます。 

☆生活困窮者自立支援法に基づき、就労や家計など、生活全般にわたる包括的な支援に取り組み

ます。 

○関係機関と連携し、生活困窮者等の自立を促進します。 

〇各相談支援機関や関係機関の連携体制を構築し、問題解決を図り、自殺予防に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

複合的課題を有する人の相談終結率 - 80％ 

生活困窮者自立支援相談の認知度 
9.7％ 

（H29 調査） 

20％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市地域福祉計画  ・糸島市地域福祉活動計画  ・糸島市自殺対策計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】福祉支援課   【関係課】福祉保護課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （１）包括的な地域福祉の推進 

 

施策③ 地域で見守り、支え合う仕組みづくり 

 

■現状と課題■ 

○高齢者単身世帯や高齢夫婦世帯が増加している中、閉じこもりなどの孤立する高齢者への対応

を強化する必要があります。 

〇家庭での介護負担の軽減、高齢者虐待防止に向けた取組を強化する必要があります。 

〇高齢化に伴い、認知症の人が増加しており、認知症施策を推進する必要があります。 

○支援が必要な人が増えている一方で、ボランティアなどの支える側が不足している状況です。 

○障がい者が地域で自立した生活を送るには、地域の理解や支え合いが重要となっています。 

 

■主な取組■ 

☆校区社会福祉協議会やシニアクラブなどの地域活動による見守りを推進します。 

○地域や保健・医療・介護・福祉などの関係機関が連携し、虐待の防止と早期発見、早期対応に

取り組みます。 

○認知症サポーター養成講座や認知症カフェなどの取組を充実し、「共生」と「予防」を柱とした

認知症施策を推進します。 

○「ひとり暮らし高齢者等の見守り活動に関する協定」を締結している見守り協力事業所を増や

し、見守り活動の充実を図ります。 

○生活支援体制整備事業の充実を図り、地域ささえあい会議による事業の創出や生活支援の担い

手となるボランティアの養成など、地域活動の活性化を図ります。 

○成年後見制度の普及に向けて市民後見人の養成を推進していきます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

認知症サポーター養成数 8,784 人 13,000 人 

地域ささえあい会議により創出された事業数 １事業 15 事業 

家庭や地域が手を差し伸べ、支え合っていると思う市民の割合 

（市民満足度調査） 
47.1％ 52％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市高齢者保健福祉計画  ・糸島市介護保険事業計画  ・糸島市地域福祉計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】介護・高齢者支援課   【関係課】福祉支援課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （２）健康・医療の充実 

 

施策① 市民の健康管理体制の充実 

 

■現状と課題■ 

〇特定健診や特定保健指導などに取り組んでいますが、メタボリックシンドローム該当者・予備

群の減少率は、国の目標値 25％に達していない状況です。 

○本市の生活習慣病による人口 10 万人当たりの死亡者数は増加傾向にあり、特定健診・がん検診

の受診率を向上させる必要があります。 

〇早期対応・早期治療につなげるため、特定保健指導対象外となった人に対する保健指導の体制

づくりや評価・検証など、保健指導の質の向上を図る必要があります。 

 

■主な取組■ 

○特定健康診査やがん検診などの受診勧奨を強化し、受診率の向上を図ります。 

○糸島医師会や関係機関と連携し、効果的な健診や保健指導などに取り組みます。 

○健診結果などを分析し、ハイリスク者への保健指導を強化します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

特定健診受診率 
39.2％ 

（H30） 
49％ 

特定保健指導実施率 
74.1％ 

（H30） 
77.5％ 

ハイリスク者への保健指導実施数 550 人 600 人 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市健康増進計画 

・糸島市国民健康保険医療費適正化計画 

・糸島市特定健康診査等実施計画 

・糸島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】健康づくり課   【関係課】国保年金課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （２）健康・医療の充実 

 

施策② 地域と連携した健康づくりの推進 
 

■現状と課題■ 

○市民が自ら健康づくりに取り組む環境づくりを進めながら、正しい食生活や運動の啓発・実践な

どにより、生活習慣病の発症や重症化予防を図り、市民の健康寿命を伸ばしていくことが重要で

す。 

○各地域の特徴に合わせた健康づくり事業を行っていますが、健康に取り組む市民の意識に差が

あります。 

○あらゆる地域の人や団体、事業所などとの連携による健康づくりを展開する必要があります。 

 

■主な取組■ 

○市民の健康診断の結果などに基づきデータ分析を行い、その結果に応じた地域を単位とする健

康づくり事業を実施します。 

○健康づくりや生活習慣病予防など情報を定期的に発信し、市民の健康意識の高揚を図ります。 

○生活習慣病の予防と介護予防の取組を一体的に行い、他機関との連携により、高齢者の健康づくり

を支援します。 

○コミュニティセンターなどと連携を図り、健康づくり活動に取り組む個人やグループなどの自

主的な活動を支援します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

コミュニティセンターとの連携事業数 10 事業 15 事業 

健康づくりの環境が充実していると思う市民の割合 

（市民満足度調査） 
46.2％ 50％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市健康増進計画 

・糸島市国民健康保険医療費適正化計画 

・糸島市特定健康診査等実施計画 

・糸島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】健康づくり課   【関係課】地域振興課、介護・高齢者支援課、生涯学習課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （２）健康・医療の充実 

 

施策③ 保健・医療・介護ネットワークの構築 
 

■現状と課題■ 

○福岡市との二次保健医療圏で医療提供体制が構築されているとともに、糸島市、糸島医師会、

糸島歯科医師会、糸島薬剤師会、糸島保健福祉事務所で「地域包括ケアの推進に関する協定」

を締結し、在宅医療の推進や糖尿病の重症化予防、認知症対策の推進などに取り組んでいます。 

○在宅医療や終末期医療、救急医療などを必要とする人が、必要なサービスや支援を受けること

ができるよう、保健・医療・福祉の連携強化や情報の一元化、相談機能の充実などが求められ

ています。 

○糖尿病や認知症などの疾病を早期発見・対応し、容態に応じた適切な医療・介護などを提供で

きる体制の整備が重要となっています。 

 

■主な取組■ 

○日常生活圏域ごとに在宅医療と介護の連携を図る多職種連携研修を行います。 

○認知症の容態に応じた医療と介護の一体的なサービス提供体制を構築します。 

○糸島医師会などと連携し、糖尿病重症化予防の取組を推進します。 

○在宅医療などに関する情報を一元化し、市民に分かりやすい情報を提供します。 

○かかりつけ医・かかりつけ薬局の重要性や適正受診に関する周知・啓発を行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

在宅看取り率 
15.3％ 

（H28 実績） 
16.5％ 

在宅医療・介護に係る多職種連携研修出席者数 229 人 300 人 

「地域包括ケアの推進に関する協定」に基づく事業数 4 事業 7 事業 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市健康増進計画 

・糸島市国民健康保険医療費適正化計画 

・糸島市特定健康診査等実施計画 

・糸島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】介護・高齢者支援課   【関係課】国保年金課、健康づくり課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

  政策 （３）支援を必要とする人たちへの福祉の充実 

 

施策① 高齢者の社会参加支援 
 

■現状と課題■ 

○年金支給開始年齢の引き上げなどにより、定年退職後も働き続けることを希望する人は増加し

ており、高齢者の知識や経験を生かして、働くことができる環境を整えていく必要があります。 

○超高齢社会が進行する中、シニアクラブの組織数は一時減少していましたが、現在回復傾向に

あり、高齢者の生きがいづくりや多様な活躍の場の充実などが求められています。 

○転入者など、地域とのつながりが薄い高齢者が、地域とのつながりを持つきっかけとなる取組

が必要です。 
 

■主な取組■ 

○シルバー人材センターなどへ支援を行い、高齢者の就業機会の拡大を図ります。 

○シニアクラブの組織強化と活動の活性化を支援します。 

○コミュニティセンターなどで、生活支援に係るボランティア養成講座等を行い、高齢者の生き

がいづくりと交流を推進します。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

シニアクラブ組織数 107 クラブ 110 クラブ 

シルバー人材センター登録者数 1,096 人 1,200 人 

60 歳以上で、生きがいを持って生活している市民の割合 

（市民満足度調査） 
61.9％ 67％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】介護・高齢者支援課   【関係課】地域振興課、商工観光課、生涯学習課 
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基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （３）支援を必要とする人たちへの福祉の充実 

 

施策② 高齢者の介護予防と自立した生活の支援 

 

■現状と課題■ 

○地域包括支援センターを中心に、地域包括ケアシステムを発展させ、高齢者が住み慣れた地域

で暮らし続けることを支援する取組を充実する必要があります。 

○高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施する体制を整え、要介護状態への移行を防ぐため

フレイル予防の取組などを強化していく必要があります。 

○買物や掃除などの日常生活に係る支援を必要とする高齢者が増加しており、生活支援の必要性

が高くなることが見込まれます。 

○要支援者数が急速に増加しており、自立支援型マネジメントなどによる重度化防止の取組と、

適正なサービス・事業の提供に向けた事業所への指導・監督体制の強化を合わせて行っていく

必要があります。 

 

■主な取組■ 

○基幹型地域包括支援センターを核として、福祉総合相談窓口と連携し、地域包括支援センター

の機能強化を図ります。 

☆フレイル予防事業を推進し、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施します。 

〇口腔機能向上や筋力アップのための運動指導などの各種教室を実施します。 

〇レクリエーションや運動など、高齢者の交流や社会参加、住民主体の介護予防活動を促進しま

す。 

○地域ケア会議（自立支援型）を充実させ、自立支援型ケアマネジメントの定着を図ります。 

○介護保険制度のサービス・事業を適切に提供するとともに、質の向上や適正化に取り組みます。 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

予防等による要介護認定率（第１号被保険者）の抑制 ※R７

推計値 16.7％ 

14.6％ 16.0％以下 

フレイルチェック参加人数 110 人 2,140 人 

「ふれあい生きいきサロン」など高齢者通いの場の数 130 箇所 163 箇所 

地域ケア会議ケアプラン検討件数（累計） 
2,062 件 

（H27～R1） 
2,700 件 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画  

・糸島市健康増進計画「健康いとしま 21」 
 

■施策関係課■ 

【統括課】介護・高齢者支援課   【関係課】国保年金課、健康づくり課、商工観光課 



79 

 

 

基本目標 ４．健康で安心して暮らせるまちづくり 

政策 （３）支援を必要とする人たちへの福祉の充実 

 

施策③ 障がい者福祉の充実 

 

■現状と課題■ 

○療育手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持者は年々増加しています。身体障害者手帳の所持者

は微減傾向ですが、高齢化や生活習慣病などにより、今後増加が見込まれます。 

○障がい者やその家族の高齢化により、家族がいなくなったときの生活に対する不安を抱えてい

る人が多く、障がい者の社会参加や就労支援など、地域で安心して生活できる場の確保が必要

です。 

○障がい者やその家族からの相談件数は、障害福祉サービス利用の増加に伴い、年々増加してお

り、身近な日常生活圏域での障がいの種別を問わない、総合的な相談支援体制の充実が必要で

す。 

 

■主な取組■ 

○福祉総合相談窓口と連携し、生活全般の相談に対応する障がい者相談支援センターの充実と拡

大に取り組みます。 

〇生活に必要な情報の提供と障害者福祉サービスによる支援を行います。 

○障がい者の差別解消や虐待防止に向けた啓発や取組の充実を図ります。 

○手話ボランティアの養成や手話通訳者や要約筆記者の派遣を行い、聴覚障がい者の社会参加を

促進します。 

○障がい者雇用支援専門員を配置し、企業・事業所などに対して障がい者雇用の促進を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

障がい者雇用支援専門員が支援した新規就労者数 63 人 66 人 

相談窓口設置数 
4 箇所 

（R2.4.1 時点） 
5 箇所 

手話奉仕員養成講座の受講者数 18 人 2１人 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市障害者計画（支援の輪プラン） 

・糸島市障害福祉計画 

・糸島市障害児福祉計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】福祉支援課   【関係課】 ― 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （１）農林水産業の振興 

 

施策① 農林水産業の活性化 
 

■現状と課題■ 

○高齢化の進行や担い手不足、価格の低迷など、農林水産業者を取り巻く環境は厳しく、スマー

ト農林水産業を活用した生産性の向上など、九州大学等の知的資源を活用した産学官連携によ

る振興策の取組などが求められています。 

○農業用施設の適切な保全と整備による省力化や省エネ化などにより、生産効率を高め、コスト

削減と安定した農業経営が求められるとともに、中山間地域では、農地の多面的機能を維持す

るため、農業生産基盤の維持・保全や鳥獣被害防止対策が必要となっています。 

○森林の荒廃を防ぐため、森林資源の保全・活用策の検討を進め、適正な森林整備に向けた路網

整備、経営計画の推進、労働環境の改善などによる、林業の活性化が求められています。 

○安全で安心して利用できる漁港施設や漁業生産施設の整備、天然礁と連携した漁場の造成など

による「つくり育てる漁業」が重要となっています。 
 

■主な取組■ 

○生産基盤・施設の整備や高性能機械の導入、ＩＣＴやロボットなどの先進的な技術の導入によ

り、生産性の向上などを支援します。 

☆九州大学や糸島農業高等学校などと連携し、地域資源を生かした施策の研究や事業化を推進し

ます。 

☆農業用施設の整備や強靭化に取り組むとともに、農地の集積や多面的機能の維持、鳥獣被害防

止対策、遊休農地の発生防止や解消などに取り組みます。 

〇森林の計画的な伐採、竹林の整備、林道のネットワーク化などによる森林の保全・整備を推進

します。 

○漁港・漁場施設、漁業生産基盤施設を計画的に整備しながら、稚貝・稚魚の放流や食害生物の

駆除、藻場造成活動など漁場の環境保全にも取り組みます。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

農業就業人口一人当たりの農業産出額 536.5 万円 575.6 万円 

木の駅「伊都山燦」の木材集荷量 5,718ｔ 12,000ｔ 

漁業１経営体当たりの水揚金額 589.0 万円 653.8 万円 
 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市農力を育む基本計画  ・糸島市森林・林業マスタープラン 

・糸島市水産振興計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】農林水産課   【関係課】農業振興課  
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （１）農林水産業の振興 

 

施策② 農林水産物のブランド強化 
 

■現状と課題■ 

○食の安全・安心の高まりや生産工程の見える化など、消費者ニーズが多様化している中で、本

市の農林水産物は、ブランド糸島として、市内外の消費者から注目を浴びており、さらなる付

加価値の向上や消費拡大に取り組んでいく必要があります。 

○市内に 18 箇所ある直売所は、観光資源の提供や交流の場としての役割も果たしており、直売所

の活性化を図るとともに、生産者をより身近に感じられる地産地消を推進する場として、農林

水産物の安定供給も重要になっています。 

○地域経済の活性化につなげていくため、農林水産物のブランド化を強化しながら、市場開拓や

流通体系の確立が求められています。 

 

■主な取組■ 

☆農林水産物の高付加価値化、６次産業化、販路拡大や流通体系の確立などに取り組みます。 

☆直売所の連携強化や活性化を図り、農林水産物の売上向上に取り組みます。 

☆学校給食や市内飲食店などへの農林水産物の利用促進を図り、地産地消を進めていきます。 

○糸島木材のブランド化を推進し、「伊都国のスギ」や木材加工品などの販売促進を図ります。 

○魚さばき体験などの魚しょく普及活動を通じて、水産物の消費拡大に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市内直売所の売上額 62 億円 65 億円 

地産地消を意識し、糸島産の農林水産物を積極的に購入してい

る市民の割合（市民満足度調査） 
73.1％ 78％ 

糸島ブランド木材利用建物の建築棟数（累計） 10 棟 35 棟 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市農力を育む基本計画  ・糸島市森林・林業マスタープラン 

・糸島市水産振興計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】農業振興課   【関係課】ブランド・学研都市推進課、農林水産課、商工観光課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （１）農林水産業の振興 

 

施策③ 担い手育成 

 

■現状と課題■ 

○農林水産業従事者の高齢化に伴い、農家数も大幅に減少していますが、認定農業者の割合につ

いては、福岡都市圏で最も高い状況となっています。 

○農林水産業の持続的な発展を図るため、意欲ある担い手の育成・確保が求められており、新規

就業者や女性を含めた新たな担い手が参画しやすい環境づくりを推進する必要があります。 

○有害鳥獣による農作物への被害が発生している一方で、狩猟者の高齢化や減少が進んでいるた

め、農業者などへの狩猟免許取得の促進や捕獲支援が必要となっています。 

 

■主な取組■ 

☆新規就農を促すとともに、新規就業者を支援し、新たな担い手の確保と早期定着、経営安定を

図ります。 

〇意欲的で優れた経営感覚を持った農林水産業者を育成します。 

☆新規就農者ネットワークや女性の会などの支援や相談体制の強化などにより、新たな担い手の

確保や女性が働きやすい環境づくりを進めていきます。 

○森林整備を進め、森林保全の担い手や林業後継者の育成、林業従事者の所得向上を図ります。 

○有害鳥獣の被害防止に向けて狩猟免許の取得促進に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

認定農業者数（経営体数）の減少抑制 ※R7 推計値 350

経営体 
372 経営体 362 経営体 

新規就農者数（農業）（累計） 13 人/年 64 人 

新規就業者数（漁業）（累計） 10 人/年 54 人 

林業従事者数の維持 24 人 24 人 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市農力を育む基本計画  ・糸島市森林・林業マスタープラン 

・糸島市水産振興計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】農業振興課   【関係課】農林水産課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （２）地域経済の活性化 

 

施策① 未来を担う企業の創出と育成 

 

■現状と課題■ 

○市内の事業所数が微減傾向にある中、ブランド糸島は脚光を浴びており、創業機運は高まりを

見せています。さらなる創業支援の充実を図るなど、地域経済の活性化につなげていく必要が

あります。 

○事業所が自ら事業拡大などに取り組んでいく気運や環境を市内で整えていく必要があります。 

〇新商品の開発やサービスの高付加価値化などにより地域経済を活性化させ、市民の所得向上に

つなげていくことが重要です。 

 

■主な取組■ 

☆次世代創業・経営者育成塾の開設や、民間のインキュベート施設を活用した創業者のネットワ

ークづくりの支援など、創業支援に取り組みます。 

☆農林水産業関連企業などの創業支援や創業しやすい環境づくりに取り組みます。 

☆創業時の経営課題の解消や経営力の向上に向けた支援制度の充実を図ります。 

☆子どもたちに創業の魅力を発信し、創業への関心を醸成し次世代の育成に取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

創業件数（商工会支援件数） 44 件 

（H30 実績） 
72 件 

空き店舗の数（中心市街地） 54 件 

（H30 実績） 
47 件 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市商工業振興計画 

・糸島市創業支援等事業計画 

・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】商工観光課   【関係課】ブランド・学研都市推進課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （２）地域経済の活性化 

 

施策② 域内経済循環の推進 

 

■現状と課題■ 

〇本市における地域経済の自立度を表す地域経済循環率は 64.6%で、福岡都市圏に属する８市の

平均 77.8%を大きく下回っており、所得からの消費支出が地域外に流出している状況です。 

〇産業間や企業・事業所間の連携を促進するなど、市内の経済循環を高めていく必要があります。 

〇市民の糸島産品の消費行動に結び付けるためには、これまで以上に、糸島産品の良さや利用方

法を伝え、愛着を高めていく必要があります。 

 

■主な取組■ 

☆産業間・産学金官連携などによる商品・サービスの高付加価値化を進めます。 

〇市内の企業・事業者間での情報共有や連携を深め、市内受発注の拡大を促進します。 

〇市内消費の拡大に向け、地産地消応援団の増加を図る取組や糸島産品の国内外への情報発信に

取り組みます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

法人市民税決算 
4.19 億円 

（H30） 

4.25 億円 

市内総生産額 
2,287 億円 

（H29） 

2,400 億円 

地産地消を意識し、糸島産の農林水産物を積極的に購入してい

る市民の割合（市民満足度調査・「ややそう思う」除く） 
40.0％ 46％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市商工業振興計画 

・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】商工観光課   【関係課】ブランド・学研都市推進課、農業振興課、農林水産課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （３）観光の成長産業化 

 

施策① 地域資源を生かした観光の振興 

 

■現状と課題■ 

○本市は九州・アジアの観光拠点である福岡市と交通アクセスが良く、風光明媚な自然、新鮮な

農水産物、歴史資源、クラフト工房など、豊富な観光資源に恵まれており、観光入込客数は 640

万人を超え、毎年増加傾向にあります。 

○本市は日帰り客が圧倒的に多い状況にあり、宿泊者数を増やす取組や周遊性を高める取組に加

え、体験交流型プログラムの充実を図るなど、滞在時間の延長や消費活動へつなげる取組を展

開する必要があります。 

○糸島市・観光協会・事業者がさまざまな媒体を活用して、観光情報を発信してきたことで観光

情報アクセス件数は年々増加傾向にありますが、観光客の多様なニーズに応えるため、市内の

観光情報の一元化を図るなど、質・量ともに効果的な情報発信が重要です。 

 

■主な取組■ 

☆観光地域づくり法人（ＤＭＯ）を中心にマーケティングに基づいた体験型観光の充実を図りま

す。 

☆観光客の滞在時間の延長や宿泊客の増加などにつながる取組を推進し、消費活動の拡大を図り

ます。 

☆産業間・地域間・事業者間が連携した商品開発などを支援します。 

☆観光情報を一元化し、周遊アプリの開発や時代に即した媒体などを活用し、最新の観光情報を

発信します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

観光入込客数 
682.7 万人 

（H30 推計） 

774.7 万人 

 

外国人観光客入込客数 
6.8 万人 

（H30 推計） 

7.7 万人 

 

宿泊観光者数 
12.2 万人 

（H30 推計） 

16.7 万人 

 

旅行消費額 
145.8 億円 

（H30 推計） 
171.6 億円 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市観光振興基本計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 

■施策関係課■ 

【統括課】商工観光課   【関係課】ブランド・学研都市推進課  
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （３）観光の成長産業化 

 

施策② おもてなし環境の充実 

 

■現状と課題■ 

○九州・アジアの観光拠点である福岡市と鉄道・自動車ともに優れたアクセスで結ばれています

が、域内二次交通が不足しています。 

○外国人観光客数は増加傾向にありますが、外国人観光客数は電子マネーの利用者が多く、多言

語対応やキャッシュレス決済の導入など、インバウンド対応の遅れが課題となっています。 

○快適に滞在できる受入環境を整備するとともに、市内で活躍する組織や団体のネットワークと

連携し、市民のおもてなし力を高めるための人材育成が求められています。 

 

■主な取組■ 

☆レンタサイクルの充実などにより、観光客の移動手段を確保していきます。 

○キャッシュレス決済の普及や無料 Wi-Fi の環境整備など、観光基盤の整備を進めます。 

☆観光関連事業者のおもてなし力の向上や観光ガイドの育成と体制の構築などに取り組みます。 

○市民のおもてなし力の向上に向けた自然・歴史・文化などを学ぶ機会の提供に努めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

レンタサイクルの利用者数  3,011 人 

（H30） 
4,753 人 

キャッシュレス決済の導入事業所数 81 事業所 153 業所 

観光ボランティアガイドがツアーを実施した数 6 回 

（H30） 
26 回 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市観光振興基本計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】商工観光課   【関係課】ブランド・学研都市推進課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （４）企業誘致の促進 

 

施策① 企業から選ばれるまちの創出 

 

■現状と課題■ 

○本市の魅力を生かせる企業を誘致するため、受け皿整備やインセンティブメニューの充実、企

業間連携の促進など、企業活動を活発に行うことができる環境を整備する必要があります。 

○企業誘致は市民の雇用や地域経済の活性化などの効果が期待されますが、企業から進出先とし

て選ばれるには、保育環境や周辺の生活環境、交通環境などの充実も重要となってきます。 

○全国的に有効求人倍率の上昇が続いている中で、労働力の確保は大きな課題です。企業情報や

求人情報の発信、企業と求職者とのマッチングなどにより、市内外から労働力を確保する必要

があります。 
 

■主な取組■ 

☆誘致企業の対象範囲の拡大を図り、企業誘致を強化するとともに、本社のみならずサテライト

オフィス（支社）の誘致も取り組みます。 

○立地企業への市民雇用奨励金や固定資産税の一定期間免除などの支援を行います。 

○前原インターチェンジ周辺地区や二丈武・松国地区で必要に応じて産業団地を整備します。 

〇国道 202 号バイパスの波多江地区周辺で産業団地整備の必要性を調査します。 

☆産業団地内などで働きやすい環境づくりに向けた調査・研究を行い、従業員の就業継続及び確

保などを行います。 
 

■施策に関する目標達成指標■ｚ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

企業誘致件数 （H22～R７の累計） 13 社 16 社 

企業誘致の従業員数 （H22～R７の累計） 949 人 1,320 人 

市外からの通勤者の割合（流入人口/流出人口）  25％ 

（H27） 
27％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 

・九州大学学術研究都市構想  ・糸島市企業立地推進計画 

・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 
 

■施策関係課■ 

【統括課】商工観光課   【関係課】ブランド・学研都市推進課、都市計画課 
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基本目標 ５．ブランド糸島で活気あふれるまちづくり 

政策 （４）企業誘致の促進 

 

施策② 新産業を創出する学術研究都市づくり 

 

■現状と課題■ 

○九州大学の知的資源を有効に活用するため、交流の場の創出などにより、大学と企業や企業間

の連携を進めていく必要があります。 

○九州大学の研究シーズと連携可能な企業誘致などに取り組む必要があります。 

○糸島リサーチパーク内には、水素エネルギー製品研究試験センターや三次元半導体センターな

どの施設があり、この強みを生かして、半導体、水素、バイオテクノロジー、ナノテクノロジ

ー関係の企業の誘致や企業間連携による学術的取組などを進めていく必要があります。 
 

■主な取組■ 

☆九州大学やＯＰＡＣＫなどと連携し、糸島リサーチパークなどへ研究機関、関連企業の誘致を

進めます。 

☆九州大学発ベンチャーと市内企業が共同で研究できる研究団地の整備を促進します。 

☆市内に立地している研究開発・試験施設などが実施する連携事業などを支援します。 

☆九州大学隣接地に学術研究都市づくりが進むよう、都市計画法に基づく地区計画や区域指定な

どの取組を行います。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

研究機関・企業の立地数（九大関連） （H22～R７の累計） 8 機関 10 機関 

誘致企業の従業員数（九大関連） （H22～R７の累計） 294 人 368 人 

研究団地の販売面積（九大関連） （H22～R７の累計） 5.0ha 10.1ha 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市企業立地推進計画  ・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 

・九州大学学術研究都市構想 
 

■施策関係課■ 

【統括課】ブランド・学研都市推進課   【関係課】都市計画課、商工観光課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （１）都市機能の充実 

 

施策① 良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進 

 

■現状と課題■ 

○九州大学の移転完了や移住・定住促進などに伴う新たな人口の受け皿づくりについて、良好な

周辺住環境との調和をはじめ、交通環境や災害危険性、コストなどを考慮しながら検討を進め

ていく必要があります。 

○市営住宅については、耐用年数を経過したものや近年中に耐用年数を迎えるものが多数あり、

適正に維持・管理しながら、新たな住宅施策に取り組んでいく必要があります。 

○国道 202 号バイパス、波多江泊線（中央ルート）や学園通り線西回りルートが整備されること

により、路線沿線が持つポテンシャルを生かし、利便性向上や賑わいの創出など、都市的土地

利用への誘導を図る必要があります。 

 

■主な取組■ 

○良好な住環境の創出に向けた、景観形成を図ります。 

○九州大学学術研究都市の居住機能として、（仮称）泊土地区画整理事業を促進します。 

○ＪＲ筑肥線沿線地域において、土地区画整理事業、地区計画などによる市街地整備を促進しま

す。 

○安全な市民生活を確保するため、危険ブロック塀の撤去や木造住宅の耐震化を促進します。 

○新たな住宅セーフティネット制度導入の検討を行います。 

○都市的土地利用の促進に関する調査研究を行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

生活利便性や良好な住環境など生活環境が整備されていると

思う市民の割合（市民満足度調査） 
32.7％ 40％ 

市内の住宅耐震化率 78.0％ 95％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 

・糸島市建築物耐震改修促進計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】都市計画課   【関係課】施設管理課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （１）都市機能の充実 

 

施策② 快適な公園の整備 
 

■現状と課題■ 

○スポーツや交流、防災の拠点として、子どもから高齢者まで多くの人が利用しやすい糸島市運

動公園の整備を進めていく必要があります。 

○市民一人当たりの公園面積が全国平均・県平均よりも低い状況で、公園の充実を求める市民の

声は多く、各地域の公園遊具の老朽化やトイレの洋式化などの課題に対応するとともに、公園

施設の定期的な点検や樹木の管理など、公園の安全性を確保していく必要があります。 

○大規模な自然災害などが頻発する中で、防災活動の拠点や災害時の避難場所として、公園の防

災機能を高めることが求められています。 

〇市内の公園の中には、ほとんど利用されていない公園もあります。 

 

■主な取組■ 

☆運動機能・交流機能・防災機能を備えた運動公園の整備を推進します。 

○公園施設の長寿命化計画を策定し、各地域の拠点的公園を中心に遊具や施設などの整備を進め

ていきます。 

○開発公園などに災害用ベンチの設置を促進し、公園の防災機能を高めていきます。 

〇民間活力を生かし、公園の魅力を高め、公園の有効活用や活性化を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市民 1 人当たりの公園面積 5.19 ㎡ 5.80 ㎡ 

公園が快適で利用しやすく整備されていると思う市民の割合 

（市民満足度調査） 
22.1％ 32％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 

・糸島市公共施設等総合管理計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】施設管理課   【関係課】経営戦略課、都市計画課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （２）交通環境の充実 

 

施策① 公共交通網の充実 

 

■現状と課題■ 

○高齢化が進む中、公共交通の重要性が高まっており、市民の日常生活を支える持続可能な公共

交通網の構築が求められています。 

○市民の生活を支えるだけでなく、増加傾向にある観光客のニーズに対応するため、路線の新設

やダイヤの見直しなど、利用しやすいバス路線を再構築する必要があります。 

○買い物バスなどの民間の取組との連携や先進的な技術の活用など、さまざまな移動手段と連携

しながら、総合的に移動の利便性を向上していく必要があります。 
 

■主な取組■ 

☆路線の見直しやダイヤの改正を実施し、効率的で利便性の高い地域公共交通網を構築します。 

○地域・行政・交通事業者で組織する「バス利用促進協議会」の設置校区の拡大を図ります。 

☆デマンド交通等新たな移動手段の導入を検討します。 

☆自主運行バス事業を推進し、交通不便地域の縮減を図ります。 

○「ひめしマップ」などによる情報発信を行い、渡船ひめしまの利用者の拡大を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

公共交通の環境は充実していると思う市民の割合（市民満足

度調査） 
29.8% 33％ 

バス利用者数 435,721 人 470,000 人 

市営渡船利用者数 36,600 人 37,500 人 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市地域公共交通網形成計画  ・糸島市公共交通再編実施計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】地域振興課   【関係課】 ― 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （３）道路などの整備 

 

施策① 都市の骨格となる道路ネットワークの整備 

 

■現状と課題■ 

○近年の人口増加と観光客入込客の増加、九州大学の統合移転などにより、市内の国道、県道で

の渋滞発生が顕著となってきており、市民生活に影響を及ぼしています。 

○市道においては、国道や県道へつながる幹線道路や土地区画整理事業に伴う道路整備、狭隘な

道路の拡幅などに取り組んでいますが、国道や県道・市道を機能的に結ぶ道路整備を行ってい

く必要があります。 

○本市の都市計画道路の整備率は全国や福岡県を下回っている状況にあり、社会情勢や都市活動

の変化などを踏まえて、道路の必要性などを十分に検証し、道路ネットワーク計画を再構築す

る必要があります。 

 

■主な取組■ 

☆都市計画道路の見直しを行い、都市計画道路ネットワークの再編に取り組みます。 

○都市計画道路波多江泊線（中央ルート）の整備を促進します。 

○学園通線西回りルートの整備を促進します。 

☆前原潤線、新開桂木線、浦志有田線などの主要な市道の整備を進めます。 

○東～二丈 IC（仮称）間の西九州自動車道と国道 202 号バイパスや国道 202 号の整備を促進しま

す。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

都市計画道路整備率 71.3％ 73％ 

車で市内をスムーズに移動できると思う市民の割合 

（市民満足度調査） 
32.2％ 40％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・九州大学学術研究都市構想  ・福岡都市圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

・糸島市国土利用計画  ・糸島市都市計画マスタープラン 
 

■施策関係課■ 

【統括課】都市計画課   【関係課】建設課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （３）道路などの整備 

 

施策② 道路などの安全対策とバリアフリー化 
 
 

■現状と課題■ 

○交通事故の発生件数は減少傾向ですが、交通事故死者数のうち約半数は歩行中となっており、

通学路などの安全点検を定期的に実施しながら、歩道や防護柵の設置、カラー塗装など、歩行者

の安全対策を進める必要があります。 

○観光客の増加に伴い交通量が増加している中で、事故の防止に向けて一人ひとりが交通ルール

を守り、交通マナーの意識を高めるとともに、歩行者、自転車、自動車が安全に通行できる環

境が求められています。 

○筑肥線単線区間の駅のバリアフリー化など、駅や駅周辺施設の整備を求める声があがっている

ことから、鉄道事業者との協議を進めていく必要があります。 

 

■主な取組■ 

☆小中学校通学路などの危険個所を中心に、歩道や防護柵の設置、カラー塗装などの安全対策を

実施します。 

☆地域や警察署などと連携し、安全な交通環境に向けた道路や交差点の改良、注意喚起、路面標

示などに取り組みます。 

☆道路パトロールを日常的に実施し、良好な道路環境を維持します。 

○観光振興にもつながるサイクリングロード等を含めた自転車ネットワーク路線を構築し、効率

的かつ効果的に安全で快適な自転車通行空間の整備を進めます。 

○鉄道事業者と協議しながら、駅や駅周辺施設のバリアフリー化を促進します。 

☆道路の新設・改良に合わせて、歩道などのバリアフリー化を促進します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

交通安全施設がじゅうぶんに整備されていると思う市民の割合 
（市民満足度調査） 

26.3％ 35％ 

自転車通行空間の整備 0ｋｍ 60ｋｍ 

車イスなどでホームに乗り入れられる駅の数 7 駅 8 駅 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市自転車利用基本計画  ・糸島市バリアフリー基本構想 
 

■施策関係課■ 

【統括課】建設課   【関係課】都市計画課、施設管理課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （３）道路などの整備 

 

施策③ 道路・橋の長寿命化 
 
 

■現状と課題■ 

○市道の整備については、幹線道路を中心に新設や改良を進めていますが、すべての市道の維持・

補修は、十分ではない状況です。 

○定期的な点検などにより、橋の安全対策を実施しながら、適正に維持・補修していくことで、

橋の長寿命化を図っていく必要があります。 

〇市が管理する橋は 751 基ありますが、そのうち、老朽化の目安である 50 年を経過した橋は、

約 45％となっており、20 年後には約 81％まで増加する見込みです。 

 

■主な取組■ 

○効率的な市道の適切な維持管理や整備費用の縮減に向けた中期的な管理計画を策定します。 

○国や県の補助金を活用した基幹道路の計画的な改良工事を実施します。 

○道路舗装や法面・歩道・側溝の改修など、優先順位をつけながら整備を進めます。 

○橋の個別施設計画に基づき、橋施設の適切な予防補修により長寿命化を図り、維持管理コスト

の縮減を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

舗装個別施設計画に示す路線の舗装補修率 0％ 34.5％ 

維持管理コスト軽減のために補修を行う橋の補修率 20％ 100％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市舗装個別施設計画  ・糸島市橋梁長寿命化修繕計画  ・糸島市橋梁個別施設計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】建設課   【関係課】 ― 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （４）上下水道の整備 

 

施策① 安全で安定的な水の供給 
 

■現状と課題■ 

○安全な水を安定的に供給するためには、施設を健全に維持・保全することが重要であり、長期

的な視点のアセットマネジメントが必要です。 

○第８次拡張事業によって給水区域へ編入した地域では、井戸使用の家庭が多く、配水管が未整

備な状態となっていることから、アンケート等で水道水の利用状況を確認した上で、計画的に

整備する必要があります。 

○水道事業を安定的に持続させるため、近隣事業体との施設の共同化や事務事業の共同発注の実

施に加え、将来的には水道事業自体の広域化が必要となっています。 

 

■主な取組■ 

○糸島市水道事業水安全計画に基づき、水道施設や水質などの適切な管理に努めます。 

☆老朽化した水道施設整備・更新を計画的に実施します。 

○水道事業広域化や水道施設の共同利用などの調査・研究を進めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

水道水質基準が適合となった回数を全検査回数で除した割合

「水質基準適合率」 

100% 100% 

耐震化された基幹管路の延長を全体の基幹管路の延長で除し

た割合「基幹管路の耐震管率」 

8.7% 11.7% 

給水人口を市の総人口で除した割合「行政区域内普及率」 73.7％ 82.1% 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市公共施設等総合管理計画  ・糸島市水道ビジョン  ・糸島市水道事業水安全計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】水道課   【関係課】 ― 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （４）上下水道の整備 

 

施策② 地域の状況に適した下水道の整備 

 

■現状と課題■ 

○下水道は、健康で快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全など、社会基盤を構成する必

要不可欠な施設となっており、下水道施設の適正な維持管理が求められています。 

○下水道未整備地域については、下水道の効率的かつ早期の整備を進めており、各地域に適した

下水道整備の推進を図る必要があります。 

〇前原下水道管理センターの汚泥処理施設は、汚水処理量の増加に伴い、施設の増設工事を行う

必要があります。 

 

■主な取組■ 

○汚水処理構想に基づき、地域に適した手法で下水道の整備を進めます。 

○ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の適正な維持管理を行います。 

〇汚水処理量の増加に伴い、前原下水管理センターの増設計画に取り組みます。 

 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

糸島市全域の汚水処理人口普及率 

（公共下水道区域、特定環境保全公共下水道区域、集落排

水区域、浄化槽区域） 

90.4％ 90.7％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市汚水処理構想 
 

■施策関係課■ 

【統括課】下水道課   【関係課】生活環境課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （４）上下水道の整備 

 

施策③ 浸水被害対策の推進 

 

■現状と課題■ 

○近年、豪雨災害が頻発する中で、過去に大きな浸水被害が発生した５地域の整備を重点的に進

め、３地域で整備が完了しました。残る２地域についても早期の整備を行う必要があります。 

○浸水被害の発生が予測される地域は、水路の局部改修などの浸水対策に取り組んでいく必要が

あります。 

 

■主な取組■ 

○福吉駅周辺地区の浸水対策の整備を進めます。 

○瑞梅寺川の河川改修工事の進捗と合わせて、高田地区の浸水対策に取り組みます。 

○水路の局部改修などにより、浸水被害の軽減を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

浸水区域内の被害対策済み箇所の割合 
60％ 

（R2.5 時点） 
80％ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市公共下水道事業計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】下水道課   【関係課】建設課、農林水産課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （５）環境の保全 

 

施策① 豊かな自然環境の保全 

 

■現状と課題■ 

○社会経済活動や生活環境の変化が進行する中、豊かな自然環境の保全と社会経済活動が両立で

きる社会の構築が重要となっています。 

○市民の環境意識の向上により、海岸や道路の清掃など、環境美化活動の参加者は年々増加して

いますが、依然として散乱ごみは減っていない状況にあり、環境美化活動の充実と環境意識の

啓発が重要となっています。 

○森林病害虫により大きな被害を受けた防風保安林を守り育てるためにアダプト制度を導入し、

白砂青松の松林の回復に取り組んでいます。 

 

■主な取組■ 

☆関係法令に基づき、河川などの水質汚濁・大気汚染・騒音・振動・悪臭など、適切に監視しま

す。 

〇市民には環境美化の周知・啓発や地域での環境美化活動の支援などを行います。 

○松林保全に向けてアダプト制度の登録団体の拡大を図ります。 

○市民や事業者・地域・不法投棄監視ネットワークなどと連携し、不法投棄の監視を図ります。 

○市民や県、九州大学などと連携して、生物多様性の保全に努めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

環境パトロールによるごみ回収量 125t 120t 

環境美化活動への参加者数 46,853 人 48,000 人 

松林の松枯れ本数 138 本 100 本以下 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市環境基本計画  ・糸島市森林整備計画   
 

■施策関係課■ 

【統括課】生活環境課   【関係課】農林水産課 
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基本目標 ６．快適で住みよいまちづくり 

政策 （５）環境の保全 

 

施策② 再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成 

 

■現状と課題■ 

○地球温暖化対策の主たるものは、温室効果ガスの削減であり、石油などの化石エネルギーの消

費を抑制するために、生活やビジネスなどあらゆる機会において、エネルギー消費の無駄を省

いた効率的利用を進めていく必要があります。 

○小水力発電設備や太陽光発電設備など、再生可能エネルギーの利用促進により、エネルギー自

給率を高めていくとともに、市民の環境に対する意識啓発をさらに進めていくことが重要とな

っています。 

○３Ｒの推進によるごみ減量意識の普及・啓発に努めていますが、依然としてごみの減量には至

っていないことから、ごみ減量対策を強化するとともに、環境教育の充実を図っていく必要が

あります。 

 

■主な取組■ 

○再生可能エネルギー利用設備の導入を推進します。 

〇公共施設の照明や防犯灯のＬＥＤ化による省エネに取り組みます。 

○市民や事業者への省エネや節電などの取り組みを推進します。 

○有価資源回収団体への活動支援と地域での資源回収拠点の設置を推進します。 

○出前講座などで環境教育の充実を図ります。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

公共施設へのクリーンエネルギー及び省エネ設備導入施設数 36 施設 46 施設 

市民の１日１人当たりのごみ排出量 937ｇ 928ｇ 

ごみの資源化率 25.1％ 26％ 
 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市環境基本計画  ・糸島市一般廃棄物処理基本計画 

・糸島市一般廃棄物処理実施計画  ・糸島市容器包装分別収集計画  
 

■施策関係課■ 

【統括課】生活環境課   【関係課】管財契約課、危機管理課 
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行政経営戦略 

政策 （１）政策推進マネジメント 

 

施策① 行政改革の推進 
 

■現状と課題■ 

○超高齢社会の本格化で、義務的経費が増大し、政策的経費の確保が厳しくなる中、市民とまちづく

りの方向性を共有しながら、市民に最大の効果をもたらす経営資源の効果的な配分が重要な課

題となっています。 

○マイナンバーの有効活用を図るとともに、電子申請やキャッシュレス決済サービス、ＡＩを活

用した自動応答サービスなどの行政サービスの充実とあわせて、個人情報の保護についても徹

底していくことが求められています。 

○ＲＰＡやＡＩなどの導入により、職員の能力を最大限発揮できる環境を整備するとともに、生

産性の向上を図る必要があります。 

■主な取組■ 

○行政評価の結果に基づき、各年度の施策別方針を明確にします。 

〇総合計画の内容と各年度の施策別方針を市民に分かりやすく公表することで、まちづくりの方

向性を共有しながら、持続的で効果的な経営資源の配分を図ります。 

○行政評価や市民満足度調査の継続実施とあわせ、市職員の経営能力向上の取組により、施策の

進捗管理の徹底と市の強みなどを生かした政策立案を推進します。 

〇電子申請の充実とマイナンバーカードの使用機会拡大を図ります。 

○市民の利便性を向上し、情報セキュリティを確保した電算システムを構築します。 

○ＲＰＡやＡＩなどを活用し、ＩＣＴによる事務事業の効率化と生産性の向上を図ります。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市行財政健全化計画  ・糸島市ＩＣＴまちづくり推進計画 

・糸島市における「働き方改革」の取組方針 

■施策関係課■ 

【統括課】経営戦略課   【関係課】秘書広報課、市民課  

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

施策評価成果指標の年度目標達成割合 62.7％ 80％ 

糸島市 ICT まちづくり推進計画の進捗率 0％ 80％ 

マイナンバーカード交付件数 21,718 件 58,000 件 

第２章 行政経営戦略 
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行政経営戦略 

政策 （１）政策推進マネジメント 

 

施策② 効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の育成 

 
 

■現状と課題■ 

○国からの権限移譲や制度改正、市民ニーズの多様化などにより、職員一人ひとりの業務量は増

加しています。 

○社会情勢の変化に応じて、柔軟に組織体制の見直しなどを行っていくことが重要となっていま

す。 

○さまざまな行政課題に対応していくには、適正な人員体制の整備に努めながら、課題解決や新

たな政策などにチャレンジできる人材育成が重要となっています。 

○職員の経営感覚の養成や業務の生産性向上を図るとともに、多様な働き方の導入により、行政を

効果的・効率的に経営していくことが必要となっています。 

 

■主な取組■ 

○総合計画体系に沿った、より効果的、効率的な行財政運営を行う組織づくりを進めます。 

○職員の能力が最大限発揮できるよう、業務量や職員適性に応じた人員配置を行います。 

○社会情勢の変化に応じて、人材育成基本方針を見直しながら、積極的にチャレンジできる職員

の育成を図ります。 

○人事評価制度による能力・業績に応じた人事制度を構築します。 

○時差出勤制度やテレワークなど、職員の働き方改革を進め、時間外勤務の縮減を図ります。 
 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市が、効率的な行政運営を行っていると思う市民の割合 

（市民満足度調査） 
- 50％ 

積極性・チャレンジ・改革志向に関する職員の自己評価（人事

評価平均） 
２．７/５段階 ３/５段階 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市定員適正化計画 

・糸島市人材育成基本方針  ・糸島市特定事業主行動計画 

・糸島市における「働き方改革」の取組方針 
 

■施策関係課■ 

【統括課】総務課   【関係課】経営戦略課 
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行政経営戦略 

政策 （１）政策推進マネジメント 

 

施策③ 民間事業者や大学と連携した課題解決 

 

■現状と課題■ 

○市民ニーズや地域課題が多様化する中、企業誘致やふるさと応援寄附の拡大などの自主財源確

保に向けた取組に加え、民間ノウハウなどを生かした公民連携による、効果的で質の高い施策・

事業を展開していくことが求められています。 

○指定管理者制度の評価基準を明確にし、適正に評価を行っていくことで、市民サービスの向上

につなげていく必要があります。 

○九州大学・中村学園大学・中村学園大学短期大学部・西南学院大学・福岡医療専門学校・相模

女子大学・相模女子大学短期大学部と連携協定に基づく事業を進めており、今後も行政課題や

地域課題の解決に向けて、大学などの知的資源を十分に生かしていく必要があります。 

 

■主な取組■ 

○民間活力導入指針（ＰＰＰ／ＰＦＩ導入ガイドライン含む）を策定し、専門的知識、技術、資

金等の資源戦略に基づく、民間事業者と連携した取組を進め、将来を見据えた新たな施策の展

開や、より質の高いサービスの提供を図ります。 

○ＰＦＩや企業版ふるさと納税など、民間資金の活用を図ります。 

○指定管理者制度のガイドラインを作成し、適正なモニタリングの実施などにより、民間ノウハ

ウを活用したサービスの質の向上を図ります。 

○行政課題や地域課題を大学などと共有し、糸島をフィールドとして課題解決に向けた研究や取

組を行い、研究成果については、情報発信を行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

民間資金を活用した事業数（PFI、企業版ふるさと納税などの

累計） 
0 件 3 件 

大学等と連携し、課題解決の基礎となった研究数（累計） ７件/年 35 件 

 

■施策に関する個別計画■ 

 

■施策関係課■ 

【統括課】経営戦略課   【関係課】ブランド・学研都市推進課            
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行政経営戦略 

政策 （２）財務マネジメント 

 

施策① 自主財源の確保 

 

■現状と課題■ 

○本市の人口は増加傾向にありますが、生産年齢人口は減少している状況にあり、総所得の減少に

よる市税収入額の減少などが懸念され、安定的な市税収入を確保する取組が重要となっていま

す。 

○使用料や手数料、財産収入・寄附金・諸収入などの市税以外の収入について、さまざまな手法

を検討し、自ら財源を確保する必要があります。 

 

■主な取組■ 

○地方税共通納税システムの利用による電子納税やキャッシュレス決済など、納税者の納付方法

の拡大を図り、自主納税を推進します。 

○滞納処分の強化に努め、市税などの収納率の高い水準を維持し、市税収入などの確保に努めま

す。 

○基金の効率的な運用、各種パートナー制度の活用、ふるさと応援寄附の強化、財産の貸付の拡

大などによる収入増加を図っていきます。 

○本市の状況や特性に応じた新たな税の導入などを検討します。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

財政力指数（財政指標） 0.57（決算） 0.57 

受益者負担の割合（一般会計等の行政コスト計算書） 3.67％（H30 決算） 4％（R6 決算） 

使用料・手数料、財産収入、寄附金の増加額（R１決算比） - 2.9 億円 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市人口ビジョン  ・糸島市行財政健全化計画  ・糸島市中期財政計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】経営戦略課   【関係課】財政課、会計課、税務課、収税課 
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行政経営戦略 

政策 （２）財務マネジメント 

 

施策② 規律ある健全な財政運営 

 

■現状と課題■ 

○地方財政を取り巻く環境が大きく変化し、今後、多額の財政需要が見込まれる中、より高い予

見性の発揮と計画的かつ安定的な財政運営が求められています。 

○今後も扶助費の増加が想定されるとともに、公共施設マネジメントに多額の費用が見込まれる

中、総合計画で掲げている政策や施策を確実に実行していくには、重要事業への予算の配分が

重要となっています。 

 

■主な取組■ 

○中期財政計画を順守し、健全な財政運営を行います。 

○行政評価の結果を公表し、市民ニーズや緊急性、妥当性などを考慮した優先順位の設定等によ

り、実施計画事業の「選択と集中」を徹底します。 

○地方公会計の分析結果を積極的に活用し、キャッシュフローに加え、ストックの視点も重視し

た財政運営を行います。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市債残高増加の抑制 
281.5 億円 

（決算） 
333.5 億円以下 

財政調整基金と公共施設等総合管理推進基金を合わせた基

金残高 

93.8 億円 

（決算） 
61.2 億円 

将来負担比率増加の抑制 

※将来負担額よりも、充当できる財源が上回り、比率が算定さ

れないため、現状値を「-」と表示している。 

- 

（決算） 

50.1％以下 

（早期健全化基準

350％） 

実質公債費比率増加の抑制 
6.5％ 

（決算） 

6.4％以下 

（早期健全化基準

25％） 

※計画期間中は、老朽化した学校施設などの改修や、運動公園、新庁舎の整備など、多額の費用が必要となり、指標の低下が

見込まれますが、策定している中期財政計画を順守することで、指標低下の抑制を図ります。なお、将来負担比率、実質公債

費比率の目標値（R７）については、国の早期健全化基準を下回っています。 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市中期財政計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】財政課   【関係課】経営戦略課  
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行政経営戦略 

政策 （３）公共施設マネジメント 

 

施策① 公共施設の長寿命化と最適な配置 

 

■現状と課題■ 

○今後、本市の公共施設が順次耐用年数を迎える中、改修や建替えなどの対策については、財政

負担の平準化（年度間）を図りながら、計画的に取り組む必要があります。 

○真に必要な行政サービスを将来に渡って提供し続けるため、公共建築物は複合・集約などの手

法による総量削減や再配置を進め、インフラ施設は効果的なメンテナンスを行うなど、長寿命

化を図る必要があります。また、施設の民間への貸付や売却など、経営的な視点を持った資産

活用が求められています。 

○公共施設マネジメントの推進にあたっては、取組に対する市民理解の醸成が必要です。 

 

■主な取組■ 

○市民が分かりやすく、利便性や防災機能も高い新庁舎の建設と周辺整備を行います。 

○公共建築物の複合化や集約化で幅広い市民の交流を促進する一方、公共建築物によっては、敷

地を含め最も有効な手法での民間への売却などによる総量削減を進めるなど、質・量・コスト

の最適化を図ります。 

○インフラ施設は計画的な点検や修繕等により長寿命化を図るとともに、品質を維持・向上させ、

ライフサイクルコストの削減に努めます。また、資産調達等の時点において、適正なライフサ

イクルコストへの意識の向上を図ります。 

○公共施設等総合管理計画第１期アクションプランの周知を行うとともに、市民利用施設の改修

時のレイアウト等については、市民参画の機会を確保し、市民理解の醸成に努めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

公共施設マネジメントの取組を進めるべきと思う市民の割合（市

民満足度調査） 

64.0％ 80％ 

公共建築物の機能や環境が十分に整備されていると思う市民

の割合（市民満足度調査） 

R2 調査値 R2 調査値+10％ 

公共建築物の延床面積総量の削減率※ 0.15％ ▲2.4％ 

※目標年度（R7）における目標値は、「運動公園」「新庁舎」の整備に伴い、一旦は削減率がマイナス（延床面積総量の増加）
となりますが、第２次糸島市長期総合計画における後期基本計画の目標年度（R12）では、削減率 2.1％の目標値設定を予定し

ています。 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市公共施設等総合管理計画  ・糸島市公共施設等総合管理計画第１期アクションプラン 
 

■施策関係課■ 

【統括課】公共施設マネジメント推進室   【関係課】管財契約課  
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行政経営戦略 

政策 （３）公共施設マネジメント 

 

施策② 多様な入札・契約手法の導入 

 

■現状と課題■ 

○安価で優良なものやサービスを調達するため、公正かつ適正な入札、契約事務が求められてい

ます。 

○設計書の審査や成果物の検査を適正に行い、高い品質を確保する必要があります。 

○公共施設の維持管理業務の委託契約を集約し、事務の効率化や経費の削減を図ることが必要で

す。 

 

■主な取組■ 

○入札、契約事務の効率化や事業者の負担軽減に配慮した入札方式に取り組みます。 

○設計・工事・監理・運営などを含め、優位となる入札方式を検討し、実施します。 

○施設管理経費の削減や事務量の軽減に向けた公共施設の包括管理業務委託を進めます。 

○より良質な公共サービスの提供を行う上で、全庁的に契約事務手続き等の周知徹底及び問題点

等を整理し事務の効率化を図り、公正かつ適正な入札・契約事務を進めます。 

 

■施策に関する目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

施設維持管理に係る契約数 262 件 160 件以下 

電子、郵送入札の実施件数 0 件 100 件 

 

■施策に関する個別計画■ 

・糸島市公共施設等総合管理計画 
 

■施策関係課■ 

【統括課】管財契約課   【関係課】公共施設マネジメント推進室 

 

 

 

  



107 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 重点課題プロジェクト 

  

≪重点課題プロジェクト≫ 

基本構想において、“持続可能なまちの実現”に向けて、重点的に取り組んでいく必要があ

る５つの課題を設定しています。 

 第１章の「施策の展開」は、まちづくりの各分野において、「ワンランク上の姿」の実現

に向け、その分野における施策を定めていますが、重点課題プロジェクトについては、まち

づくりの分野に捉われず、分野横断的に取組を進め、５つの重点課題の解決を図っていくも

のです。 

 

≪実施計画への優先明記≫ 

 重点課題プロジェクトについては、優先的に実施計画に明記し、重点課題の解決に向けて、

確実に取組を進めていきます。 

なお、分野横断的な取組の効果をじゅうぶんに発揮させるため、統括課を中心に、各事業

や取組の連携・調整などを行い、パッケージ化を図り、プロジェクト事業として、実施計画

に明記していきます。 

 

≪重点課題プロジェクトの概要≫ 

 前期５年間で解決しなければならない、具体的な課題を整理し、課題解決に向けた取組

のアプローチと、課題解決後の姿をゴールとして示しています。 

 確実に取組を進めていくため、各年度の取組を示したロードマップを定めています。 
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“社会とつながる”子育て応援プロジェクト 

重点課題：子育て・教育環境 

ア
プ
ロ
ー
チ 

ゴ
ー
ル

 

 
  

■解決すべき具体的な課題■ 

○現在、糸島市には、姫島小学校を除くすべての小学校において共働き家庭等の児童が放課後に

過ごす放課後児童クラブがあります。一方、国では、「新・放課後子ども総合プラン」を策定し、

共働き家庭等の児童を含めたすべての児童が、小学校施設等において放課後に多様な体験・活

動を通じて安全・安心に過ごせる居場所づくりを掲げていますが、本市では実施していません。 

○子どもの規範意識等の低下や地域社会のつながり、支え合いの希薄化による地域の教育力の低

下が本市のみならず全国で課題となっています。 

○子どもたちや保護者が、小学校から中学校へとスムーズに新たな環境に入っていける取組が必

要です。 

■アプローチとゴール■ 

○学校や地域住民、保護者、ボランティア団体等と連携し、地域学校協働活動を行います。

併せて、放課後児童クラブに通う児童も参加できる仕組みをつくります。 

○地域のボランティアなどによる子どもたちの居場所づくりを行い、顔が見える関係づくり

を進めます。 

○身近な先輩、後輩と関わり（斜めの関係）を持つことで、学習だけでなく、社会と関わる・

つながる意識を高めます。 

 

○子どもたちが、成長に伴い、環境の変化に柔軟に対応しつつ、様々なことに主体的に関わ

ることで、社会性や人間性を身に付け、社会とつながっていることを実感できるようにな

る。 

■ロードマップ■         【統括課：生涯学習課】 

取組／年度 R３ R４ R５ R６ R７ 担当 

放課後子ども

広場の展開 

 

 

 

    
生
涯
学
習
課 

学
校
教
育
課 

子
ど
も
課 

地
域
振
興
課 地域のボランティア（有償含む。）を中心に、放課後に小学校やコミュニティセンター

などで、遊びや地域の人材を生かした体験活動などを行う子ども広場を展開します。 

「 斜 め の 関

係」講座の展

開 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 生
涯
学
習
課 

学
校
教
育
課 

小学校高学年の児童、中学生、高校生、協定締結大学の学生、社会人が、学びや交流

を通じて、身近な先輩や後輩と関わり合う講座を開催します。先輩や後輩と関わるこ

とで、社会性や人間性を身に付け、社会と関わる・つながる意識を高めます。 
 

■目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

安心して子どもを生み育てられる環境が整っていると思う市民の割

合（市民満足度調査）【再掲】 
41.0％ 45％ 

地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある中学３年

生の割合（全国学力・学習状況調査） 

34.5％ 

※全国値 39.4％ 
40％ 

事例発表等によ
る地域の意識醸
成と人材の発掘 

人材の発掘とグル

ープ化・子ども広

場内容の検討 

モデル校区で子
ども広場の展開 

開催可能校区に子ども広場を順次
拡大 

講座内容の制度
設計・協定締結
大学との協議 

モデル校で講座の開催・モデル校の拡大 
全中学校で講
座の開催 
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市民一人ひとりの防災力が高いまち“いとしま”プロジェクト 

重点課題：防災・減災 

ア
プ
ロ
ー
チ 

ゴ
ー
ル 

 

 
 

■解決すべき具体的な課題■ 

○自主防災組織のリーダーは行政区長兼務が多く、行政区長の交代に伴い、防災に関する知識や

経験などが継承されず、地域間で格差が生じています。 

〇子どものころからの防災教育が重要となっている中、具体的に防災教育を進めていくプログラ

ムを作成し、防災教育の強化をしていく必要があります。 
 

■アプローチとゴール■ 

○防災教育の実施により、子どものころから防災・減災の意識・行動力を高め、保護者や地

域にも広げます。 

○防災マイスターの発掘・育成により、自主防災組織や校区の機能を強化していきます。 

○学校と家庭・地域が連携した訓練の実施により、地域の連携体制を強化します。 

 

○市民が、各世代に応じた防災・減災の行動力を高め、災害が発生したときに、自分の命を

守ることはもちろん、身近な人の命も守り、地域で助け合えることできるようになる。 
 

■ロードマップ■         【統括課：危機管理課】 

取組／年度 R３ R４ R５ R６ R７ 担当 

防災教育プロ

グ ラ ム の 作

成・実践 

 

 

 

    
学
校
教
育
課 

危
機
管
理
課 九州大学と連携し、現状を把握しながら、小学校・中学校・高校における「防災教育プロ

グラム」を作成し、防災教育を実践します。 

防災マイスタ

ー制度の導入 

 

 

 

    

警
防
課 

危
機
管
理
課 

消防・警察・自衛隊の OB など、地域で防災指導を行う人を認定する「防災マイスター制

度」を導入し、各校区の状況に応じた訓練プログラムの作成や訓練の実施、外国語通訳

や介護福祉士などの避難所運営キーパーソンの発掘などに取り組みます。 

学校・校区の

協働訓練の実

施 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 学
校
教
育
課 

危
機
管
理
課 

複数の行政区で先進的に取り組まれている災害時“自助”“互助”“共助”マップの取組

を拡大しながら、小学校・中学校・高校の防災教育プログラムと校区の訓練プログラム

を連携させ、各校区の現状に応じた訓練を実施します。 
 

■目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

家族で災害時にどう行動するか、避難や連絡などのルールや方法

を決めている市民の割合（市民満足度調査） 
32.4％ 51％ 

防災マイスター登録者数 0 人 15 人 

 

 

 

防災教育プログラム

の開発（九大連携） 

モ デ ル 校

の選定 

モデル校で防

災教育の実施 

全小学校・中学校・高校で防災教

育を展開 

防災マイスタ
ー制度の設計
と人材発掘 

モデル校区の選
定と訓練プログ
ラムの作成 

モデル校区で
訓練の実施 

全校区に訓練プログラム作成と
訓練実施の拡大 

小・中・高校と地
域が連携した訓練
の実施・拡大 

モデル校・モ
デル校区の状
況整理・検証 

全行政区に災害時“自助”“互助”“共助”マップの作成
を拡大 
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“糸島しごと”のブランド化プロジェクト 

重点課題：稼ぐ・経済活性化 

ア
プ
ロ
ー
チ 

ゴ
ー
ル 

 

 

■解決すべき具体的な課題■ 

〇業種によっては、担い手・後継者不足が深刻化するとともに、起業家が生まれ育つ環境が整って

いるとはいえません。 

○就職世代が首都圏などに流出し、また、U ターンや I ターンが多いとは言えない状況の中、魅力

ある仕事づくりが求められています。 

○子どものころから、“糸島しごと”の魅力を伝え、“糸島で働きたい・起業したい”と思えるこ

とが重要です。 

■アプローチとゴール■ 

○副業やテレワークなどの多様な働き方を提案し、人材や労働力の確保につなげていきます。 

〇余暇（自由な時間など）の過ごし方など、魅力ある糸島の地域資源の発掘などに関する情

報の発信を行います。 

○大学や地域などと連携しながら、起業しやすい環境をつくり、多様な分野で魅力ある仕事

を増やします。 

○仕事を意識しだす年代に、糸島で働くこと、起業することへの興味や意識の醸成を図りま

す。 

 

○市が、副業やテレワークなどの多様な働き方や起業しやすい環境を整え、また余暇の過ご

し方を情報発信することで、糸島で仕事をすることや糸島に居住することの魅力が高まり、

“糸島しごと”がブランドになる。 

■ロードマップ■          【統括課：商工観光課】 

取組／年度 Ｒ３ R４ R５ R６ R７ 担当 

多様な働き方

の提案 

 

 

 

    

商
工
観
光
課 

農
林
水
産
課 

農
業
振
興
課 

ブ
ラ
ン
ド

・
学
研
都
市
推
進
課 

副業やテレワーク、２拠点居住など、新たな働き方等を周知・啓発し、情報収集・

発信などのサポート行いながら、市内の実践例を情報発信し、多様な働き方を実践

する事業所などを拡大します。 

起業支援制度

の構築 

 

 

 

    

商
工
観
光
課 

ブ
ラ
ン
ド

・
学
研
都
市
推
進
課 

資金面だけでなく、規制緩和や産学官連携、地域サポート体制など、起業支援制度

（学生・一般）やベンチャー育成支援制度を構築します。 

「起業家教育

講座」の実施 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 学
校
教
育
課 

商
工
観
光
課 実際に起業した人が、起業に向けた想いや起業へのプロセスなどの講座を、中学生

に行うプログラムを設計し、中学生向けの起業家教育を展開します。 

 

■目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

市内で就業している人の割合 52.1％ 55％ 

創業件数（商工会支援件数）【再掲】 
44 件 

（H30 実績） 

72 件 

将来の夢や目標をもっている中学３年生の割合 

（全国学力・学習状況調査） 

72.9％ 

※全国値 70.5.％ 
75％ 

多様な働き方の
啓発とサポート
体制の設計 

起業ニーズ、産
学官連携、地域
サポートの検討 

起業支援制度の
構築 

起業支援の展開 

実践者の情報収集と実践例の情報発信、サポートなどにより、多
様な働き方を実践する事業所などの拡大 

講座プログラ
ムの制度設計 

モデル校で講
座の実施 

起業家教育講座の全中学校への拡大 
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“糸島サイエンス・ヴィレッジ”実現化プロジェクト 

重点課題：学術研究都市づくり 

ア
プ
ロ
ー
チ 

ゴ
ー
ル 

 

 
 

■解決すべき具体的な課題■ 

○市内在住の大学生は、関東圏で就職するなど、多くの優秀な人材が流出しており、地元への定

着率は高くありません。 

○大学の基礎研究を実用化・事業化する水素エネルギー製品研究試験センター（HytRec）や社会

システム実証センター・三次元半導体研究センターの立地は進んでいますが、イノベーション

が次々に生まれる学術研究都市の更なる推進が求められています。 

○地域においても大学の知的資源を、社会課題の解決などに十分に活用する必要があります。 
 

■アプローチとゴール■ 

○大学の知的資源などを実用化し、新産業の創出や社会課題などの解決につなげる組織の設

置を目指します。 

  ○都市計画法による地区計画などを進め、大学に関連した研究所や企業、学校などの誘致を

進めるとともに、起業支援制度などにより大学発のベンチャー企業の育成を図り、サイエ

ンス・ヴィレッジの整備を進めます。 

 

○さまざまな分野の企業・研究者や学校などが集積し、イノベーションや新産業が生まれ、

地域と大学の学生・教職員などが活発に交流する真の学術研究都市になる。 

 
 

■ロードマップ■         【統括課：ブランド・学研都市推進課】 

取組／年度 Ｒ３ R４ R５ R６ R７ 担当 

運営会社の設

立 

    

 

 

 

都
市
計
画
課 

ブ
ラ
ン
ド

・
学
研
都
市
推
進
課 

 

民間主体の準備組織に参画し、用地の確保などを行いながら、民間主導で運営会社を

設立します。 

企業誘致の 

促進 

 

 

 

    

商
工
観
光
課 

ブ
ラ
ン
ド

・
学
研
都
市
推
進
課 

大学関連の研究機関や企業など、誘致活動を早い段階から展開します。 

起業支援制度により、ベンチャー企業の育成を図ります。 

サイエンス・

ヴィレッジの

整備 

 

 
 

    
商
工
観
光
課 

都
市
計
画
課 

ブ
ラ
ン
ド

・
学
研
都
市
推

進
課 

企業や学校の集積や居住空間、レクレーション施設などの整備を徐々に拡大していき

ます。 
 

■目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

サイエンス・ヴィレッジへの参入企業・研究所等数 0 社 2 社 

 

運営会社と誘致
方針の整理・調
整 

※起業支援制度によ 
るベンチャー育成 

誘致方針に沿って、サイエンス・ヴィレッジ
への誘致活動 

サイエンス・ 
ヴィレッジの整備開始 

準備組織に参画           （実証実験の実施） 
（準備組織で用地の確保） 

地区計画制度などを活用した都市的土地利用の推進 

運営会社によ
る運営開始 
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元気な高齢者が地域で活躍し、暮らせるまちプロジェクト 

重点課題：超高齢社会 

ア
プ
ロ
ー
チ 

ゴ
ー
ル 

 

 
 

■解決すべき具体的な課題■ 

○団塊の世代が７５歳を迎え、独居高齢者や高齢者世帯が増える中、支援を必要としている人は

増加していますが、福祉の担い手は不足している状況です。 

○支える側、支えられる側という意識の改革を図り、地域の中で互いに支え合う関係を構築する

ため、新たな取組が必要です。 

○元気な高齢者は、地域貢献や就労活動等を継続し、地域社会で活躍することが期待されていま

す。 

■アプローチとゴール■ 

〇ＩＣＴなどの先進的な技術を活用した新たな生活支援や見守り等の地域福祉活動を展開し

ます。 

〇元気な高齢者の活躍の場を提供できる団体・組織と活動を希望する高齢者のマッチング機

能の強化を図ります。 

                

〇元気な高齢者が、これまで培った知識や経験を生かし、希望に合った活動を継続すること

ができ、多くの高齢者が、地域で活躍するようになる。 

■ロードマップ■                                       ≪統括課：介護・高齢者支援課≫ 

取組／年度 R３ R４ R５ R６ R７ 担当 

デジタル交流

による地域福

祉活動の活性

化 

 

 

 

    介
護

・
高
齢
者
支
援
課 

秘
書
広
報
課 

各地域の地域ささえあい会議の意見を踏まえ、ＩＣＴを活用した生活支援や見守り等の

実施内容を検討します。希望する地域では、コミュニティセンター等で高齢者向けのデ

ジタル講座やサークル活動などの支援行います。 

シニアマッチ

ングサービス

の導入 

 

 

 

    

商
工
観
光
課 

福
祉
支
援
課 

介
護

・
高
齢
者
支
援
課 
 

社会福祉協議会、ハローワーク、シルバー人材センター、市内事業者などと連携し事業

を推進する役割を担うコーディネーターを配置し、活動したい高齢者と活躍の場を提供

できる団体等をマッチングします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域ささえあい会議の意見を踏まえ、必要に応じ登録者や登録団体等の情報を共有し、

地域活動の活性化を促進していきます。 

■目標達成指標■ 

指標名 現状（R１） 目標値（R７） 

60 歳以上で、生きがいを持って生活している市民の割合 

（市民満足度調査）【再掲】 
61.9％ 67％ 

多様な主体が連携したシニアマッチングシステムの構築と運用 ― 
R４までに構築し、 

運用開始 

 

モデル地区の取組を全地域に順
次拡大 

モデル地区の選
定 

モデル地区で高齢者向けのデジタ
ル講座を実施し、自主活動グルー
プを立ち上げ 

生活支援体制整備推進協

議会でシニアマッチング

サービス事業の検討 

シニアマッ

チングサー

ビス開始 

シニアマッチングサービス利用者の拡充、活躍の場を提供

する登録団体・法人等の拡大 

登録者や登録団体等の情報を活用し、各地域で地域活動へ

の参画促進 
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第３部 基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
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人
と
ま
ち
の
魅
力
が
輝
く
豊
か
さ
実
感
都
市 

い
と
し
ま 

基本構想 基本計画 

将来像 まちづくりの基本方針 
【戦 略】 

魅
力
を
磨
き
上
げ
る 

 
 

 

糸
島
づ
く
り 

住
み
や
す
い

・ 

住
み
続
け
た
い 

 
 

 

糸
島
づ
く
り 

まちづくりの基本目標 
【戦 術】 

１． 未来社会で輝く子どもを 

育むまちづくり 

２．人と人がつながり 

助け合うまちづくり 

３．みんなの命と 

暮らしを守るまちづくり 

４．健康で安心して 

暮らせるまちづくり 

５．ブランド糸島で 

活気あふれるまちづくり 

６．快適で住みよいまちづくり 

 

（１）子育ち・親育ちの支援の充実 

政 策 施 策 

（２）保育・学校教育の充実 

（３）切れ目のない学習機会の充実 

（１）コミュニティの活性化 

（２）人口減少地域対策 

（３）男女共同参画・人権・多文化共生 

（１）災害対策 

（２）消防・救急の充実 

（３）防犯・交通安全の推進 

（１）包括的な地域福祉の推進 

（２）健康・医療の充実 

 
（３）支援を必要とする 

人たちへの福祉の充実 

（１）農林水産業の振興 

（２）地域経済の活性化 

 
（３）観光の成長産業化 

（４）企業誘致の促進 

（１）都市機能の充実 

（２）交通環境の充実 

 
（３）道路などの整備 

（４）上下水道の整備 

（５）環境の保全 

（１）政策推進マネジメント 

 

（２）財務マネジメント （３）公共施設マネジメント 

施策① 安心して生み育てられる環境の充実  施策② 妊娠から出産・子育ての切れ目のない支援 

施策① 家庭や地域と連携した教育の充実      施策② 児童・生徒の学力や体力の向上 

施策③ 特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出  施策④ 安全・安心に学習できる教育環境の整備 

施策① 地域コミュニティの機能強化  施策② ＮＰＯ・ボランティアの育成 

施策① 移住・定住の促進  施策② 多様な地域の担い手の確保 

施策① 男女共同参画社会の推進  施策② 人権が尊重される社会の推進 

施策③多文化共生社会の推進 

施策① 地域の防災力の強化  施策② 防災・減災基盤の整備 

施策① 消防力の強化  施策② 救急体制の充実 

施策① 地域の防犯力の向上  施策② 交通安全対策の強化 

施策① 地域福祉活動の充実  施策② 新しい地域包括支援体制の構築 

施策③ 地域で見守り、支え合う仕組みづくり 

施策① 市民の健康管理体制の充実  施策② 地域と連携した健康づくりの推進 

施策③ 保健・医療・介護ネットワークの構築 

施策① 高齢者の社会参加支援  施策② 高齢者の介護予防と自立した生活の支援 

施策③ 障がい者福祉の充実 

施策① 農林水産業の活性化  施策② 農林水産物のブランド強化  施策③ 担い手育成 

施策① 未来を担う企業の創出と育成  施策② 域内経済循環の推進 

施策① 地域資源を生かした観光の振興  施策② おもてなし環境の充実 

施策① 企業から選ばれるまちの創出  施策② 新産業を創出する学術研究都市づくり 

施策① 良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進  施策② 快適な公園の整備 

施策① 公共交通網の充実 

施策① 都市の骨格となる道路ネットワークの整備  施策② 道路などの安全対策とバリアフリー化 

施策③ 道路・橋の長寿命化 

施策① 行政改革の推進   

施策② 効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の育成 

施策③ 民間事業者や大学と連携した課題解決 

施策① 自主財源の確保 

施策② 規律ある健全な財政運営 

施策① 公共施設の長寿命化と最適な配置 

施策② 多様な入札・契約手法の導入 

施策① 生涯学習の推進とスポーツの振興  施策② 青少年の健全育成 

施策③ 文化・芸術の振興 

施策① 安全で安定的な水の供給  施策② 地域の状況に適した下水道の整備 

施策③ 浸水被害対策の推進 

施策① 豊かな自然環境の保全  施策② 再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成 

１．計画の体系図 

104,000 人 

将来人口 

自
立
度
の
高
い 

 
 

糸
島
づ
く
り 

重点課題 

１．子育て・教育環境の充実 ４．学術研究都市づくり 

２．防災・減災対策  ５．超高齢社会への対応 

３．経済活性化（稼ぐ）への取組 

（１）“社会とつながる”子育て応援プロジェクト （４）“糸島サイエンス・ヴィレッジ”実現化プロジェクト 

（２）市民一人ひとりの防災力が高いまち“いとしま”プロジェクト 

（３）“糸島しごと”のブランド化プロジェクト （５）元気な高齢者が地域で活躍し、暮らせるまちプロジェクト 

行政経営戦略 

 重点課題 

プロジェクト 
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２．相関図 

 

 

 

 

 政 策  施 策 

施策①安心して生み育てられる環境の充実

施策②妊娠から出産・子育ての切れ目ない支援

施策①家庭や地域と連携した教育の充実

施策②児童・生徒の学力や体力の向上

施策③特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出

施策④安全・安心に学習できる教育環境の整備

施策①生涯学習の推進とスポーツの振興

施策②⻘少年の健全育成

施策③文化・芸術の振興

 政 策  施 策 

施策①地域コミュニティの機能強化

施策②ＮＰＯ・ボランティアの育成

施策①移住・定住の促進

施策②多様な地域の担い手の確保

施策①男女共同参画社会の推進

施策②人権が尊重される社会の推進

施策③多文化共生社会の推進

 政 策  施 策 

施策①地域の防災力の強化

施策②防災・減災基盤の整備

施策①消防力の強化

施策②救急体制の充実

施策①地域の防犯力の向上

施策②交通安全対策の強化

 政 策  施 策 

施策①地域福祉活動の充実

施策②新しい地域包括支援体制の構築

施策③地域で見守り、支え合う仕組みづくり

施策①市⺠の健康管理体制の充実

施策②地域と連携した健康づくりの推進

施策③保健・医療・介護ネットワークの構築

施策①高齢者の社会参加支援

施策②高齢者の介護予防と自立した生活の支援

施策③障がい者福祉の充実

○超高齢社会への対応

○福祉の相談・支援の充実

（３）支援を必要とする人たち
への福祉の充実

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照）

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 

○地域コミュティの維持

○子育て・教育環境の充実
○快適な生活環境

○子育て・教育環境の充実

○子育て・教育環境の充実

○子育て・教育環境の充実

○子育て・教育環境の充実

○防災・減災への対応
○安全・安心への対応

○安全・安心への対応

○多文化共生社会への対応

○防災・減災への対応

（３）男女共同参画・人権・多
文化共生

基本目標3 みんなの命と暮らしを守るまちづくり

（１）災害対策

（２）消防・救急の充実

（３）防犯・交通安全の推進

第１章 施策の展開 【基本目標 （戦術）】※基本計画

基本目標1 未来社会で輝く子どもを育むまちづくり

（１）子育ち・親育ちの支援の
充実

（２）保育・学校教育の充実

（３）切れ目のない学習機会の
充実

基本目標2 人と人がつながり助け合うまちづくり

（１）コミュニティの活性化

（２）人口減少地域対策

第１部 序論 第２章 糸島市を取り巻く背景 ※基本構想

■基本構想「第2章 糸島を取り巻く背景」ー「2  糸島市の主な現状と課題」と基本計画「第１章 施策の展開」ー【基本目標（戦術）】の相関図

基本目標4 健康で安心して暮らせるまちづくり

（１）包括的な地域福祉の推進

（２）健康・医療の充実

○福祉の相談・支援の充実

○健康づくりの推進
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 政 策  施 策 

施策①農林水産業の活性化

施策②農林水産物のブランド強化

施策③担い手育成

施策①未来を担う企業の創出と育成

施策②域内経済循環の推進

施策①地域資源を生かした観光の振興

施策②おもてなし環境の充実

施策①企業から選ばれるまちの創出

施策②新産業を創出する学術研究都市づくり

 政 策  施 策 

施策①良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進

施策②快適な公園の整備

（２）交通環境の充実 施策①公共交通網の充実

施策①都市の骨格となる道路ネットワークの整備

施策②道路などの安全対策とバリアフリー化

施策③道路・橋の⻑寿命化

施策①安全で安定的な水の供給

施策②地域の状況に適した下水道の整備

施策③浸水被害対策の推進

施策①豊かな自然環境の保全

施策②再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成

 政 策  施 策 

施策① 行政改革の推進

施策② 効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の育成

施策③ ⺠間事業者や⼤学と連携した課題解決

施策① 自主財源の確保

施策② 規律ある健全な財政運営

施策① 公共施設の⻑寿命化と最適な配置

施策② 多様な入札・契約手法の導入

“糸島しごと”のブランド化プロジェクト

○子育て・教育環境の充実 ○学術研究都市への対応 “糸島サイエンス・ヴィレッジ”実現化プロジェクト

○超高齢社会への対応 ○健康づくりの推進 ○福祉の相談・支援の充実 元気な高齢者が地域で活躍し、暮らせるまちプロジェクト

（３）公共施設マネジメント

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照）  第３章 重点課題プロジェクト

○子育て・教育環境の充実 ‟社会とつながる”子育て応援プロジェクト

○防災・減災への対応 市⺠⼀人ひとりの防災力が高いまち“いとしま”プロジェクト

○産業振興・後継者育成 ○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応
○観光振興 ○インバウンドへの対応

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 
第２章 行政経営戦略

○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応 ○戦略的な行財政運営
○⺠間活力や⺠間資⾦の活用

（１）政策推進マネジメント

○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応 ○戦略的な行財政運営
○⺠間活力や⺠間資⾦の活用

（２）財務マネジメント

○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応 ○戦略的な行財政運営
○⺠間活力や⺠間資⾦の活用

○快適な居住空間 ○快適な生活環境 （４）上下水道の整備

○快適な居住空間
（５）環境の保全

○快適な居住空間 ○快適な生活環境

○地域コミュニティの維持 ○快適な居住空間 ○快適な生活環境
（１）都市機能の充実

○快適な居住空間

○安全・安心への対応 ○交通利便性の向上 

○交通利便性の向上 

（３）道路などの整備
○交通利便性の向上 

○雇用の創出
（４）企業誘致の促進

○産業振興・後継者育成 ○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 
基本目標6 快適で住みよいまちづくり

○雇用の創出 ○産業振興・後継者育成 ○地域経済の活性化
○学術研究都市への対応

（１）農林水産業の振興○産業振興・後継者育成 ○地域経済の活性化 ○学術研究都市への対応

○産業振興・後継者育成

○雇用の創出
（２）地域経済の活性化

○地域経済の活性化

「２．糸島市の主な現状と課題」・【課題の原因】（※「■今後の課題 参照） 
基本目標5 ブランド糸島で活気あふれるまちづくり

■基本構想「第2章 糸島を取り巻く背景」ー「2  糸島市の主な現状と課題」と基本計画「第１章 施策の展開」ー【基本目標（戦術）】の相関図
第１部 序論 第２章 糸島市を取り巻く背景 ※基本構想 第１章 施策の展開 【基本目標 （戦術）】※基本計画

○観光振興 ○インバウンドへの対応 ○地域経済の活性化 （３）観光の成⻑産業化
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 市税 93.2 93.8 94.4 93.5 94.3

 譲与税・交付金 24.5 24.5 24.5 24.5 24.5

 地方交付税 76.0 76.7 76.2 76.8 78.1

 国県支出金 89.8 89.7 88.5 89.2 91.0

 市債 41.0 59.1 52.5 27.2 21.9

 その他 32.2 33.6 33.6 36.5 35.6

 歳入合計 356.7 377.4 369.7 347.7 345.4

 人件費 51.3 51.2 51.5 51.6 51.6

 扶助費 102.6 104.0 105.4 106.9 108.3

 公債費 30.4 30.6 30.5 29.5 29.5

 物件費 45.0 45.0 45.5 45.5 45.5

 補助費等 23.7 24.5 23.5 23.5 22.8

 繰出金 42.0 43.4 44.9 44.9 44.9

 投資的経費 53.4 71.8 66.3 36.4 30.0

 その他 12.0 12.0 12.1 11.1 11.1

 歳出合計 360.4 382.5 379.7 349.4 343.7

歳入歳出差引額 △ 3.7 △ 5.1 △ 10.0 △ 1.7 1.7

年度　　
R6R5R4

　　区分
R3

【歳入】
（単位：億円）

R7

R5

【歳出】

R6 R7
　　区分

年度　　
R3 R4

３．中期財政計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

基金残高 76.3 71.2 61.2 59.5 61.2 

市債残高 292.8 321.4 343.4 341.1 333.5 

 （平成 31 年２月策定） 
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４．策定体制 
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５．進行管理 

第２次長期総合計画の施策を確実に進めていくため、めまぐるしく変化する社会・経済情勢などに対応でき

る３年間の実施計画を起点とするマネジメントサイクルを確立し、行政評価を活用したローリング方式によ

り、実施計画を毎年度見直します。 

実施計画を策定（Plan）し、事業の実施（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクルを適切に行いなが

ら、選択と集中を図り、行政サービスの質を高める新たな実施計画（Plan）を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施 

評価 改善 

マネジメント 

サイクル 

 行政評価などにより得られた結果を

もとに改善を図る。 

計画 

 施策の目的達成のため実施計画を

策定し、その実現のための予算の編

成と、適正な職員配置を行う。 

 計画に基づき、限られた経営資源（財

源と人材など）をもとに、業務をマネジ

メントしながら事業を実施する。 

 事業実施後に行政評価を活用し、施策や

事務事業を評価・点検する。 
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６．経過 

年 月日（曜日） 項目 

平成 30 年度 

（2018 年） 

8 月 17 日(金) 第１回高校生未来会議“いとしま”  

8 月 21 日(火) 第２回高校生未来会議“いとしま”  

8 月 22 日(水) 市民満足度調査実施 （9 月 14 日まで） 

10 月 12 日(金) 「中学生“いとしま”未来への提言」 

10 月 13 日(土) 第 1 回まちづくり市民委員会 

10 月 20 日(土) 第 2 回まちづくり市民委員会 

10 月 27 日(土) 第 3 回まちづくり市民委員会 

令和元年度 

（2019 年） 

4 月 9 日（火） 第 1 回庁議 

4 月 23 日（火） 第 2 回庁議 

5 月 28 日（火） 

5 月 29 日（水） 
専門部会・専門班事務説明会 

5 月 29 日(水) 重点課題プロジェクト事務説明会 

6 月 7 日(金) 重点プロジェクトスタートアップ会議 

6 月 15 日(土) 令和元年度 第１回まちづくり市民委員会 

6 月 25 日(火) 第 1 回総合計画審議会 

7 月 20 日(土) 令和元年度 第 2 回まちづくり市民委員会 （台風により中止） 

8 月 1 日(木) 第 2 回総合計画審議会 

8 月 6 日(火) 第 1 回企画委員会 

8 月 22 日(木) 第 3 回総合計画審議会 

8 月 24 日(土) 令和元年度 第 2 回まちづくり市民委員会 

8 月 27 日（火） 第 3 回庁議 

9 月 28 日(土) 令和元年度 第 3 回まちづくり市民委員会 

10 月 8 日(火) 第 4 回総合計画審議会 

10 月 8 日（火） 第 4 回庁議 

10 月 19 日(土) 令和元年度 第 4 回まちづくり市民委員会 

10 月 29 日（火） 第 5 回庁議 

11 月 5 日(火) 第 5 回総合計画審議会 

11 月 12 日（火） 第 6 回庁議 

11 月 16 日(土) 令和元年度 第 5 回まちづくり市民委員会 

11 月 21 日(木) 基本構想パブリックコメント開始 （12 月 20 日まで） 

１月７日（火） 第 2 回企画委員会 

1 月 20 日（月） 第 7 回庁議 

2 月 6 日(木) 第 6 回総合計画審議会 

2 月 13 日（木） 基本構想中間答申 

令和 2 年度 

（2020 年） 

 

４月７日（火） 第 3 回企画委員会 

4 月 21 日（火） 第 8 回庁議 

4 月 27 日(月) 第 7 回総合計画審議会 
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令和 2 年度 

（2020 年） 

5 月 22 日(金) 第 8 回総合計画審議会 

6 月 23 日(火) 第 9 回総合計画審議会 

７月 22 日（水） 第 10 回総合計画審議会 

７月 28 日（火） 第 4 回企画委員会 

8 月 11 日（火） 第 9 回庁議 

９月 1 日（火） 総合計画パブリックコメント開始 （９月 30 日まで） 

10 月 20 日（火） 第 10 回庁議 

10 月 28 日（水） 第 11 回総合計画審議会 

11 月 5 日（木） 総合計画答申 

11 月 10 日（火） 第 11 回庁議 

 12 月 議会上程 
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７．総合計画審議会委員名簿 

委員氏名 所属 
委員 

種別 
備考 

古川 泰永 糸島市教育委員会委員 1 号  

内野 敏一 糸島市農業委員会 会長 1 号  

藤原 好子 行政改革推進委員会 委員 1 号  

木下 勇二 糸島市商工会 青年部長 2 号  

吉川 直子 糸島市観光協会 理事 2 号  

小金丸 肇 糸島農業協同組合 営農部長 2 号  

藤 利治 糸島漁業協同組合 総務課長 2 号  

加藤 博貴 糸島市社会福祉協議会 経営管理課長 2 号  

柚木 利道 糸島市行政区長会 会長 2 号 副会長 

高野 和良 九州大学人間環境学研究院 教授 3 号 会長 

坂井 猛 九州大学キャンパス計画室 教授 3 号  

三谷 泰浩 九州大学工学研究院 教授 3 号  

小川 哲彦 西南学院大学商学部商学科 教授 3 号  

那須 信樹 中村学園大学教育学部児童幼児教育学科 教授 3 号  

辰巳 浩 福岡大学工学部社会デザイン工学科 教授  3 号  

森松 薫 福岡県糸島保健福祉事務所副所長（総務企画課長兼務） 3 号 令和 2 年 3 月まで 

草場 浩康 福岡県糸島保健福祉事務所（社会福祉課長） 3 号 令和 2 年 4 月から 

鶴原 佑希 株式会社 福岡銀行 公務金融法人部 3 号 令和 2 年 6 月まで 

寺﨑 啓一 株式会社 福岡銀行 地域共創部 3 号 令和 2 年 7 月から 

濱地 穂波 公募委員 4 号 令和 2 年 3 月まで 

中尾 雅幸 公募委員 4 号  

豊田 真 公募委員 4 号  

佐藤 倫子 一般社団法人ママトコラボ 5 号  

邉 美沙希 九州大学生 5 号 令和 2 年 3 月まで 

清原 透子 九州大学生 5 号 令和 2 年 4 月から 

山﨑 浩一郎 外部有識者（テレビ西日本常務取締役） 5 号  

敬称略 

1 号･･･行政委員会等の委員   

2 号･･･市内の公共的団体等の役員又は職員   

3 号･･･学識経験を有する者   

4 号･･･一般公募した市民   

5 号・・・市長が特に必要と認めた者   
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８．諮問書 
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９．答申書 
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１０．用語集 

【序論】 

Ｐ2：ブランド糸島 

糸島市の産品、自然、観光、歴史・文化、教育など、糸島が持つ個々の要素が多くの人に評価されることで

つくり上げられる糸島地域そのものの評価・イメージ 

 

Ｐ2：超高齢社会 

65 歳以上の人口の割合が全人口の 21％以上を占めている社会を指します。 

 

Ｐ3：ローリング方式 

毎年度修正や補完などを行うことで、変化する経済・社会情勢に弾力的に対応し、計画と現実が大きくず

れることを防ぐやり方のこと。 

 

Ｐ4：ニッポン一億総活躍プラン 

⼥性も男性も、お年寄りも若者も、⼀度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、地

域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の社会のこと。 

 

Ｐ4：地域における多文化共生推進プラン 

外国人登録者が 200 万人を超えたことを背景に、「国際交流」や「国際協力」に加え、「地域における多文

化共生」を地域の国際化を推進する柱とし、各都道府県及び市区町村における多文化共生施策の推進に関す

る指針・計画の策定に資するため策定したもの。 

 

Ｐ5：グローバル化 

情報通信技術の発展や交通手段の発達などとあいまって国境を越えて自由に行き交うこと。 

 

Ｐ5：ＩＣＴ 

Information and Communication Technology の略称。情報技術に通信コミュニケーションの重要性を加味した

言葉 

 

Ｐ5：インバウンド 

海外から日本へ来る観光客。 

 

Ｐ6：Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。 

 

Ｐ6：人口知能（AI） 

知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術。  
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Ｐ6：第５世代移動通信システム（5G） 

移動通信システムはほぼ 10 年おきに世代交代しており、1980 年より少し前に出てきた携帯電話が、アナ

ログ方式の第 1 世代、デジタル方式の第 2 世代、世界共通のデジタル方式の第 3 世代、2010 年頃からは

「LTE-Advanced」の第 4 世代となり、2020 年からは第 5 世代「５Ｇ」が登場するということになる。５Ｇ

とは 3 つの主要な性能を有しており、第 1 点目が「超高速」であり、2 時間の映画が 3 秒間でダウンロード

できるようになる。第 2 点目が「超低遅延」で、情報の遅延を意識することなく操縦者はロボット操作等が

できるようになる。3 点目が「多数同時接続」である。本格的な IoT 時代を支えるのが５Ｇ。 

 

Ｐ6：リデュース・リユース・リサイクル（3Ｒ） 

Reduce…ゴミ減量（必要な分だけ買う）Reuse…再利用（一度使ったもので再度使えるものを利用する）

Recycle…再生利用（使用済みのものを回収して原材料に戻してから製品化する）、の３つの頭文字をとった総

称。 

 

Ｐ6：持続可能な開発目標（SDGs） 

2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として，2015 年 9 月の国連サミットで採択され

た「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目

指す国際目標。17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave no one 

behind）」ことを誓っている。 SDGs は発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）

なものであり，日本としても積極的に取り組んでいる。 

 

Ｐ8：特定健診（※前回は特定健康診査） 

平成 20 年度から始まった生活習慣病予防のための、各健康保険者が実施する健康診査。 本市は、国民健

康保険の保険者であり、国民健康保険被保険者の健康診査を実施しています。 

 

Ｐ8：メタボリックシンドローム 

内臓肥満に高血圧・高血糖・脂質代謝異常が組み合わさることにより、心臓病や脳卒中などになりやすい

病態のこと。 

 

Ｐ11：財政力指数 

自治体の財政基盤の強さを示す指数で、「１」に近いほど財政力が強い。 

 

Ｐ11：経常収支比率 

自治体運営に必要な経常的な経費が、地方税などの一般的な財源に占める割合。この比率が低いほど政策

的な予算に充当できる。  

 

Ｐ11：将来負担比率 

自治体が将来的に負担すべき実質的な負債額の標準的に必要な財政規模に対する割合。 
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【基本構想】 

Ｐ15：パブリックコメント 

行政機関が政策や規則などを制定するにあたって、その制定しようとする政策などの趣旨、目 的、内容な

どの必要な事項を公表し、広く市民から意見や情報、改善案などを募集する手続きのこと。 

 

P23：糸島サイエンス・ヴィレッジ（知の拠点づくり）構想 

糸島市と九州大学と共同で、大学の基礎研究を実用化・事業化に結び付ける研究拠点構築のための構想を

策定する調査・研究を進めている。その構想の中で、大学、企業、地域が一体となった研究拠点のこと。 

 

P23：九州大学国際村（人と地域の交流の場づくり）構想 

国籍や文化、生活習慣などの違いにかかわらず、互いを認め合い、自分の能力を生かして暮らせる心豊か

な地域社会の実現に向けた取組として、九州大学を中心とした地域の国際化に対応するため、キャンパス隣

接地域に受け皿となる「国際村」を創設する。 

 

Ｐ24：健康寿命 

厚生労働省の定義では、「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」となっており、

介護や支援等を受けずに、自立して 日常生活を送ることができる期間のこと。 

 

Ｐ29：多文化共生 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的な違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域

社会の構成員としてともに生きていくこと。 

 

Ｐ30：国土強靭化地域計画 

国土強靭化とは、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を、ま

ちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実施し、強靱な国づくり・地域づくりを推進

するもの。国土強靱化地域計画とは、地方公共団体の策定する国土強靱化計画。 

 

Ｐ32：地域共生社会 

平成 28 年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」で掲げられた新たな福祉ビジョンで、

高齢者・障害者・子どもなどすべての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高めあうことができる社

会をいう。 

 

P33：地域包括ケアシステム 

地域住民に対し、介護、介護予防、医療、生活支援サービス及び住まいを、関係者が連携して、地域住民の

ニーズに応じて、一体的、体系的に提供する仕組みのこと。 

 

Ｐ35：６次産業化 

農林水産事業者が生産（１次）、加工（２次）、販売（３次）まで一体的に取り組むことや、２次・３次事業

者と連携して新商品やサービスを生み出すこと。 
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Ｐ35：モバイルワーク 

移動中（交通機関の車内など）や顧客先、カフェなどを就業場所とする働き方のこと。 

 

Ｐ35：観光地域づくり法人（ＤＭＯ） 

Destination Marketing／Management Organization の略。地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇り

と愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同し

ながら、観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能

を備えた法人のこと。 

 

Ｐ35：ユニバーサルデザイン 

「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無などにかかわらず利用しやすい施  設・

製品・情報の設計・デザイン。 

 

Ｐ35：ＳＮＳ  

ソーシャル・ネットワーキング・サービス：インターネット上の交流をとおして社会的なネットワーク（ソ

ーシャル・ネットワーク）を構築するサービス（フェイスブック、ラインなど）のこと。 

 

P36：サテライトオフィス 

所属するオフィス以外の他のオフィスや遠隔勤務用の施設を就業場所とする働き方のこと。 

 

Ｐ37：コンパクトシティ・プラス・ネットワーク 

人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市においては、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業

等の生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづく

りを進めること。 

 

Ｐ39：ストックマネジメント 

明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、既

存の施設を計画的かつ効率的に管理すること。 

 

Ｐ40：ＰＤＣＡサイクル 

マネジメントサイクルの一つで、計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善（action）のプロセスを順

に実施し、事業を実施した結果を成果の視点で評価する手法のこと。 

 

Ｐ40：公民連携（ＰＰＰ）（基本計画にも PPP/PFI として掲載されています） 

Public Private Partnership（官民連携）の略称。公共事業に民間事業者のノウハウや資金力を活用すること。 
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【基本計画】 

Ｐ50：子育て世代包括支援センター 

妊娠期から子育て期までを切れ目なく支援する機関。その家庭の個別課題を把握し、適切な支援につなげ

るため、保健師や助産師などの専門職を配置する。 

 

Ｐ50：マルトリートメント 

「大人による不適切な関わり」をすべて含んだ虐待のこと。Maltreatment（mal…悪い、treatment…扱い） 

 

P52：いとしま学 

糸島の子ども達が、地域の文化・歴史を学び、郷土への誇りと愛情を育む「いとしま学プロジェクト」に

取り組んでいる。 

 

P53：楽しい学校生活を送るためのアンケート（Ｑ-Ｕ調査）  

アンケートにより、学級生活に対する満足度（教師や友人との関係）と、学校生活に対する満足度（友人

や学級との関係、学習意欲）の二面から、学校生活への適応度を測る調査。 

 

P56：ドリームトレイサー（※前回は「ドリームトレイサー講座） 

自然活動体験を中心とした青少年育成講座。 

 

P56：糸島チャレンジクラブ“どんぐり” 

糸島市内の中学生、高校生のクラブ。異年齢の仲間が集まり、家庭や学校ではなかなか体験できない活動

や研修会を通じて、人生をたくましく生きていくために必要なさまざまな「ちから」を身に付けることを目

指している。 

 

P56：ジュニア・リーダー 

地域の子ども会で、指導的立場で活動する中高生。 

 

P71：コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ) 

地域に出向き、福祉や生活全般の困りごと等、さまざまな相談を受け付けている福祉のなんでも相談員。 

 

P71：日常生活圏域 

地域包括ケアシステムにおいて、おおむね 30 分以内に必要なサービスを提供できる範囲。 

 

P78：地域包括支援センター 

高齢者の総合的な生活支援や高齢者世帯のいる家族の相談支援など地域ケアの中核拠点として介護保険法

に基づき市町村が設ける機関。 

 

P78：自立支援型ケアマネジメント 

要支援者等が有している生活機能の維持・改善を図るため、本人の意欲を高めながら目的指向型の計画を

作成し、自立を目指すもの。 
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Ｐ78：フレイル 

海外の老年医学の分野で使用されている英語の「Frailty（フレイルティ）」が語源となっています。「Frailty」

を日本語に訳すと「虚弱」や「老衰」、「脆弱」などを意味します。日本老年医学会は高齢者において起こりや

すい「Frailty」に対し、正しく介入すれば戻るという意味があることを強調したかったため、「フレイル」と

共通した日本語訳にすることを 2014 年 5 月に提唱しました。 

 

P78：地域ケア会議 

医療・介護に係る多職種が参画し、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を同

時に進めていく、地域包括ケアシステムの推進に向けた取組のこと。 

 

P80: スマート農林水産業 

ロボット技術や情報通信技術(ICT)を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進している

新たな農林水産業のこと。 

 

P83：インキュベート 

設立して間もない企業や起業家などへの支援・育成すること。 

 

Ｐ88：糸島リサーチパーク 

九州大学の研究成果を利用した研究・開発等を行う研究機関や企業研究施設等が集積。 

 

Ｐ88：ＯＰＡＣＫ 

九州大学学術研究都市推進機構のこと。 

 

Ｐ91： デマンド交通（オンデマンド交通） 

「デマンド」とは要望のことで、乗客から事前に連絡（予約）を受けて、基本となる路線以外の停留所に

立ち寄ったり、運行を開始したりするなど、乗客の要望を運行に反映できる運行形態。 

 

Ｐ95：アセットマネジメント 

中長期的な視点に立ち、施設の効率的かつ効果的な管理運営を実践すること。 

 

Ｐ98 アダプト制度 

市民と行政が協働で進める、新しい「美化・清掃プログラム」のこと。アダプト（ADOPT）とは英語で「養

子 にする」の意味。一定区画の公共の場所を養子にみたて、市民がわが子のように愛情を持って清掃美化 を

行い、行政がこれを支援する。市民と行政が互いの役割分担を定め、両者のパートナーシップのもとで 美化

を進める。 

 

Ｐ100：義務的経費 

地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。職員の給与等の人件費、生活

保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費からなっている。 
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Ｐ100：政策的経費 

政策的な判断のもと、新たな行政サービスの開始による経費や現行の行政サービスや行政水準の向上を図

るため、一時的または臨時的に投入する経費。 

 

Ｐ100：ＲＰＡ 

Robotic Process Automation：パソコン上で動作するソフトウェアに定型業務を実行させること。単純作業

や一定のルールに基づく業務を自動で実行させることで、人的資源の最適化や経費削減を図ることが可能と

なる。 

 

Ｐ101：テレワーク 

情報通信技術(ICT=Information and Communication Technology）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟

な働き方のこと。 

 

Ｐ102：民間活力導入指針（ＰＰＰ／ＰＦＩ導入ガイドライン含む） 

ＰＰＰ：Public Private Partnership（官民連携）の略称。公共事業に民間事業者のノウハウや資金力を活用す

ること。 

ＰＦＩ：Private Finance Initiative: プライベート・ファイナンス・イニシアティブ。公共施設などの建設、維

持管理、運営などを民間の資金、経営能力、技術的能力を活用して行う手法。 

 

Ｐ102：企業版ふるさと納税 

地方創生の取組の実効性を高めていくため、地方公共団体が国から地域再生計画の認定を受け取り組む地

方創生事業に対して、民間企業の皆様が寄附を行った場合に課税の特例措置を講ずる「企業版ふるさと納税

（地方創生応援税制）」が平成２８年４月に創設。 

 

Ｐ103：受益者負担 

公共の利益のために設けられる公共財の整備、又は既に整備された公共財の改良に要する経費の財源の一

部に充てるため、その公共財の整備又は改良により特に利益を受ける人々から、その受ける利益の程度を考

慮しつつ強制的に課徴する負担金。 

 

Ｐ104：扶助費 

高齢者福祉、児童福祉、障害者福祉、生活保護などのために支出する費用。 

 

Ｐ104：市債残高 

道路、公園、学校などの建設事業のための借入金の残高。 

 

Ｐ104：基金残高 

地方公共団体が、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は

定額の資金を運用するために設けられる資金又は財産の残高。 
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Ｐ104：実質公債費比率 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する

割合で表したもの。数値が小さいほど良いとされる。 

 

P109：防災マイスター 

防災に関する高い意識と知識を持ち、地域防災の推進者のこと。 
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１１．SDGｓと施策の対応表 

2001（平成 13）年に策定されたＭＤＧｓ（ミレニアム開発目標）の後継として、2015（平成 27）年 9 月の

国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016（平成 28）年

から 2030 年までの国際開発目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから

構成され、「地球上の誰一人として取り残さない」ことを誓っています。 

日本においても、少子高齢化をはじめ、地域経済基盤の維持や福祉の充実、担い手確保、老朽化するインフ

ラへの対応等、様々な課題が山積しています。これからのまちづくりにおいて、SDGs の考え方をふまえながら、

持続可能な地域社会を構築していく必要があります。 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わら

せる 

飢餓を終わらせ、⻝料安全保障及び栄養改善を実

現し、持続可能な農業を促進する 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活

を確保し、福祉を促進する 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確

保し、生涯学習の機会を促進する 

ジェンダー平等を達成し、すべての⼥性及び⼥

児の能力強化を行う 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能

な管理を確保する 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能

な近代的エネルギーへのアクセスを確保する 

包摂的かつ持続可能な経済成⻑及びすべての人々

の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間ら

しい雇用(ﾃﾞｨｰｾﾝﾄ・ﾜｰｸ)を促進する 

強靱(レジリエント)なインフラ構築、包摂的か

つ持続可能な産業化の促進及びイノベーショ

ンの推進を図る 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント)で持続可

能な都市及び人間居住を実現する 

持続可能な生産消費形態を確保する 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急

対策を講じる 

持続可能な開発のために海洋･海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推

進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、

ならびに土地の劣化の阻止･回復及び生物多様

性の損失を阻止する 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促

進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、

あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある

包摂的な制度を構築する 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟを活性化する 
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 施策 

目標 1 目標 2 目標 3 目標 4 目標 5 目標 6 目標 7 目標 8 目標 9 目標 10 目標 11 目標 12 目標 13 目標 14 目標 15 目標 16 目標 17 

                 

基
本
目
標
１ 

政策

（1） 

施策① 安心して生み育てられる環境の充実 ○  ○  ○      ○       

施策② 妊娠から出産・子育ての切れ目のない支援   ○  ○      ○     ○  

政策

（2） 

施策① 家庭や地域と連携した教育の充実   ○ ○       ○       

施策② 児童・生徒の学力や体力の向上    ○              

施策③ 特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出   ○ ○              

施策④ 安全・安心に学習できる教育環境の整備    ○       ○       

政策

（3） 

施策① 生涯学習の推進とスポーツの振興    ○              

施策② 青少年の健全育成    ○              

施策③ 文化・芸術の振興    ○              

基

本

目

標

2 

政策

（1） 

施策① 地域コミュニティの機能強化           ○     ○ ○ 

施策② ＮＰＯ・ボランティアの育成        ○   ○      ○ 

政策

（2） 

施策① 移住・定住の促進           ○       

施策② 多様な地域の担い手の確保           ○     ○ ○ 

政策

（3） 

施策① 男女共同参画社会の推進     ○   ○  ○      ○  

施策② 人権が尊重される社会の推進    ○ ○     ○      ○  

施策③ 多文化共生社会の推進    ○ ○     ○      ○  

基

本

目

標

3 

政策

（1） 

施策① 地域の防災力の強化           ○  ○     

施策② 防災・減災基盤の整備           ○  ○     

政策

（2） 

施策① 消防力の強化           ○  ○     

施策② 救急体制の充実   ○        ○       

政策

（3） 

施策① 地域の防犯力の向上           ○     ○  

施策② 交通安全対策の強化   ○        ○       

基

本

目

標

4 

政策

（1） 

施策① 地域福祉活動の充実   ○               

施策② 新しい地域包括支援体制の構築 ○  ○               

施策③ 地域で見守り、支え合う仕組みづくり   ○              ○ 

政策

（2） 

施策① 市民の健康管理体制の充実   ○               

施策② 地域と連携した健康づくりの推進   ○              ○ 

施策③ 保健・医療・介護ネットワークの構築   ○              ○ 

政策

（3） 

施策① 高齢者の社会参加支援   ○       ○        

施策② 高齢者の介護予防と自立した生活の支援   ○       ○        

施策③ 障がい者福祉の充実   ○       ○        

基

本

目

標

5 

政策

（1） 

施策① 農林水産業の活性化  ○      ○ ○   ○  ○ ○   

施策② 農林水産物のブランド強化  ○      ○ ○   ○  ○ ○   

施策③ 担い手育成  ○   ○   ○       ○   

政策

（2） 

施策① 未来を担う企業の創出と育成        ○ ○         

施策② 域内経済循環の推進        ○ ○   ○      

政策

（3） 

施策① 地域資源を生かした観光の振興        ○ ○   ○      

施策② おもてなし環境の充実        ○ ○   ○      

政策

（4） 

施策① 企業から選ばれるまちの創出        ○ ○         

施策② 新産業を創出する学術研究都市づくり    ○    ○ ○         

基

本

目

標

6 

政策

（1） 

施策① 良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進         ○  ○       

施策② 快適な公園の整備           ○    ○   

政策

（2） 
施策① 公共交通網の充実         ○  ○       

政策

（3） 

施策① 都市の骨格となる道路ネットワークの整備         ○  ○       

施策② 道路などの安全対策とバリアフリー化         ○  ○       

施策③ 道路・橋の長寿命化         ○  ○       

政策

（4） 

施策① 安全で安定的な水の供給      ○   ○  ○       

施策② 地域の状況に適した下水道の整備      ○   ○  ○       

施策③ 浸水被害対策の推進      ○   ○  ○       

政策

（5） 

施策① 豊かな自然環境の保全             ○ ○ ○   

施策② 再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成       ○  ○  ○ ○ ○     

行

政

経

営

戦

略 

政策

（1） 

施策① 行政改革の推進                ○ ○ 

施策② 効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の育成                ○ ○ 

施策③ 民間事業者や大学と連携した課題解決                ○ ○ 

政策

（2） 

施策① 自主財源の確保                ○ ○ 

施策② 規律ある健全な財政運営                ○ ○ 

政策

（3） 

施策① 公共施設の長寿命化と最適な配置           ○     ○ ○ 

施策② 多様な入札・契約手法の導入                ○ ○ 

 

施策対応表 
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12．指標一覧 

指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

待機児童数 人 74 0 R２ 
 働きながらも子どもを生み育てやすい環境として、待機児童がいない環境であることを
表すため、指標として設定する。 
 既存園の定員増、保育等人材確保、新施設設置等で、待機児童 0 人を目指す。 

児童扶養手当受給者で就業を
希望する人のうち、就職に結びつ
いた人の割合 

％ 67.6  80  H30 
 就業を希望するひとり親家庭が、就職・転職により経済的に⾃⽴し、より良い子育て環
境となることを表すため、指標として設定する。 
 児童扶養手当受給者で、就業を希望する人の８割以上の就業を目指す。 

保育所などのサービスが充実して
いると思う市⺠の割合（市⺠満
⾜度調査） 

％ 26.5  40  R1 

 子育て⽀援のうち、保育所などサービスの充実度に関する市⺠意識を表すため、指標
として設定する。 
 第 2 次⻑期総合計画の計画期間最終年度である R12 に、50％達成を実現するた
め、R７までに 40％以上の達成を目指す。 

子ども家庭相談のうち児童虐待
相談の割合（福祉⾏政報告
例） 

％ 39.0  全国での割
合を下回る H30 

 児童虐待は、全国的にも増加傾向で、厳しい状況であるが、児童虐待等の予防の状
況を表すため、指標として設定する。 
 現状の全国値 32.8％を上回っているため、まずは、全国での割合を下回る状態の維
持を目指す。 

病児・病後児施設の満室断わり
数 件 4 0 R1 

 子育ての負担軽減のため、子どもを病児・病後児施設に預けることを希望する市⺠の
利⽤状況を表すため、指標として設定する。 
 満室により、断ることがない状態を目指す。 

安心して子どもを生み育てられる
環境が整っていると思う市⺠の割
合（市⺠満⾜度調査） 

％ 41.0  45  R1 

 安心して子どもを生み育てられる環境に関する市⺠意識を表すため、指標として設定
する。 
 第 2 次⻑期総合計画の計画期間最終年度である R12 に、50％達成を実現するた
め、R７までに 45％以上の達成を目指す。 

学校と保護者、地域住⺠とで、
学校の課題や目標を共有し協
働・連携の取組を⾏った学校数
（コミュニティ・スクール進捗状況
評価結果） 

校 15 22 H30 
 ⼩中学校で、保護者と地域住⺠との学校の課題や目標の共有化が⾏われている状
況を表すため、指標として設定する。 
 全⼩中学校 22 校での実施を目指す。 

学⼒テストで、「概ね到達」以上
の児童生徒の割合（市の学⼒テ
ストの到達度評価で、３段階の
２以上、5 段階の３以上） 

％ 76.7 85 R1 

 学⼒の底上げにより、必要な学⼒を⾝に付けた子どもたちが増える状況を表すため、指
標として設定する。 
 「概ね到達」の現状値は、最も高い本市の学校で、約 85％のため、全体の目標とす
る。 

ほぼ毎日、コンピュータなどのＩＣ
Ｔを授業で活⽤している児童生
徒の割合（学習状況調査児童
生徒質問紙で「活⽤した」と回
答） 

％ 3.7 100 R1 
 子どもたちが、新しい技術を活⽤しながら、学びを深めていることを表すため、指標として
設定する。 
 毎日、全員が活⽤している状態を目指す。 

英検３級以上を取得している中
学３年生の割合 ％ 23.9 35 R1 

 子どもたちが、英語⼒を⾝に付けていることを表すため、指標として設定する。 
 R１の全国平均値が 25.1％であり、新学習指導要領に基づいた今後の推進により、
約 10 ポイント程度増加すると考えられるため目標とする。 

「⾃分にはよいところがある」と思っ
ている児童生徒の割合（学校状
況調査で、４段階の３以上） 

％ 74.5 80 R1 
 子どもたちが、⾃己肯定感を高く持ち、前向きな気持ちで、過ごしていることを表すた
め、指標として設定する。 
 全国平均値が約 80％のため、目標値として設定する。 

運動部やスポーツクラブ以外で運
動することがある児童生徒の割合
（運動習慣等調査で、「よくあ
る」「ときどきある」と回答） 

％ 71.3  80  R1 

 子どものたちが、運動を習慣的に⾏うことを⾝に付け、⾃主的に体⼒の向上を図る状
況を表すため、指標として設定する。 
 本市は、全国平均値より高い現状である。⼩学校男子・⼥子、中学校男子・⼥子の
４区分の中で、最も高い割合が約 80％であるため、全体の目標とする。 

発達に関する相談や通級による
指導を受けることができる箇所数 箇所 10  12  R1 

 配慮や⽀援を要する子どもたちへの対応体制の強化状況を表すため、指標として設定
する。 
 相談場所 1 カ所の増加、通級指導教室 1 カ所の増加を目指す。 

不登校対応指導の結果、登校
する又はできるようになった児童生
徒の割合 

％ 30.5 50 R1 
 不登校になった子どもたちが、⽀援により学校生活に復帰している状況を表すため、指
標として設定する。 
 半分以上の復帰を目指す。 

Ｑ-Ｕ調査による学校生活への
満⾜度 ％ 54.9 60 R1 

 子どもたちが、楽しい学校生活を送っている状況を表すため、指標として設定する。 
 本市は、全国平均より高い傾向にあるが、現状より更に約 5 ポイントの増加を目指
す。 

大規模改造実施（着手を含
む）校 校 2 11 R1 

 良好な教育環境維持に向け、適切な学校施設の修繕が⾏われている状況を表すた
め、指標として設定する。 
 公共施設等総合管理計画アクションプランに沿って、5 年間で計画的に⼩学校７校、
中学校 2 校の大規模改造を実施する。 

トイレ洋式化率 ％ 48.4  75  R1 

 快適な教育環境整備に向け、学校のトイレの洋式化が進んでいる状況を表すため、
指標として設定する。 
 基本的に大規模改造に合わせ、R７までに、全体の 75％以上の洋式化を実施す
る。 

1 月当たりの超過勤務時間が 
80 時間を超えている教職員数 人 269  0  R1 

 教育現場での、働き⽅改⾰が進み、良好な教育環境維持のため、教職員の超過勤
務が減っている状況を表すため、指標として設定する。 
 １日当たり４時間、月 80 時間を超える教職員が、いなくなることを目指す。 

安心して子どもを生み育てられる
環境が整っていると思う市⺠の割
合（市⺠満⾜度調査）【再掲】 

％ 41.0  45  R1 

 安心して子どもを生み育てられる環境に関する市⺠意識を表すため、指標として設定
する。 
 第 2 次⻑期総合計画の計画期間最終年度である R12 に、50％達成を実現するた
め、R７までに 45％以上の達成を目指す。 

年間貸出利⽤者年間延べ人数
（図書館） 人 116,694  122,500  R1 

 生涯学習の取組において、図書館が大きな役割を担っていると考えており、本の貸出
サービスが多く利⽤されていることを表すため、指標として設定する。 
 貸出利⽤者年間延べ人数の５％増加を目指す。 

読み聞かせボランティアの活動者
年間延べ人数 人 118  130  R1 

 活動を通じて、読み手、聞き手双⽅の仲間づくり・地域交流が促進すると考えており、
より多くの市⺠が活動に参加している状況を表すため、指標として設定する。 
 活動者年間延べ人数の 10％増加を目指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

日ごろから、スポーツに親しんでい
る市⺠の割合（市⺠満⾜度調
査） 

％ 27.6  33  R1 
 スポーツに対する親しみ具合に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 市⺠の３人に 1 人以上が、スポーツに親しみ、仲間づくり・地域づくりが促進されている
状態を目指す。   

子ども会育成会連絡協議会の取
組であるジュニア・リーダーの研修
修了者数（累計） 

人 15  75  R1 

 地域のつながりの中で、子どもたちが成⻑できる環境づくりに状況を表すため、指標とし
て設定する。 
 地域団体の取組により⻘少年育成を図るジュニア・リーダーの研修修了者を毎年 15
人継続的に誕生させることを目指す。 

地域全体で⻘少年の健全育成
に取り組んでいると思う市⺠の割
合（市⺠満⾜度調査） 

％ 32.5  37  R1 

 地域での⻘少年育成に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 過去の
数字は、30％代の前半で横這い推移しており、今後の取組で、R12（第 2 次⻑期総
合計画最終年度）に 40％達成を実現するため、R７までに 37％以上の達成を目指
す。 

市主催の文化事業の参加者数 人 2,030  2,300  R1  文化・芸術に、より多くの市⺠が触れている状況を表すため、指標として設定する。 
 市主催の文化事業への来場者を増加させ、15％程度の向上を目指す。 

国・県・市指定文化財の総件数 件 83  90  R1 
 指定文化財になることで、文化財の保存の環境が進み、郷⼟の歴史・文化への理解
が進んでいる状況を表すため、指標として設定する。 
 引き続き取組を進め、現状までの指定件数の増加状況に基づき、目標を設定する。 

博物館等に来館した子どもたちに
おける糸島の歴史に対する認知
度(アンケート) 

％ - 75  R1 

 歴史・文化の発信拠点である博物館の役割は重要であり、展示、講座、イベント等を
通じた、糸島の歴史の認知状況を表すため、指標として設定する。現状値は未把握。 
 来館児童・生徒の４人のうち３人が、糸島の歴史を認知している状態にすることを目
指す。 

⾃治会への加⼊率 ％ R２ 
調査値 

R２ 
調査値 
+１％ 

R1 

 コミュニティの活性化を図るためには、地域住⺠が、コミュニティの中心的役割を担う⾃
治会加⼊していることが重要であることから、その組織⼒を表すため、指標として設定す
る。 
 R2 の調査で直近の現状値を把握し、現状維持以上を目指す。 

地域活動に参加している市⺠の
割合（市⺠満⾜度調査） ％ 60.3  65  R1 

 地域活動が活発に⾏われていることに関する市⺠意識を表す指標として設定。 
 過去調査の最高値 64.9％から下落傾向であるため、向上させ最高値更新を目指
す。 

地域の⼀員としての意識や周りの
人とのつながりがあると思う市⺠の
割合（市⺠満⾜度調査） 

％ 50.9  55  R1 
 地域の連帯感に関する市⺠意識を表す指標として設定。 
 「どちらとも⾔えない」市⺠の割合を、今後の取り組みにより肯定的な意識に変化させ、
5 ポイント程度の向上を目指す。 

ボランティア活動に参加したことが
ある市⺠の割合（市⺠満⾜度
調査） 

％ 41.3  46  R1  ボランティア活動への参加に関する市⺠意識を表す指標として設定。 
 下落傾向であるため、上昇傾向に移⾏したうえで、5 ポイント程度の向上を目指す。 

糸島市ＮＰＯボランティア登録
団体数 団体 237  260  R1 

 地域で活動するボランティア団体の状況を表すため、指標として設定する。 
 直近 5 年間の登録団体数は、11％程度増加しているが、増加幅は年々⼩さくなって
おり、減少の年もある。増加傾向を維持し、10％程度の増加を目指す。 

課題解決を目的とし、市⺠団体
等と⾏政が協働で取り組んだ課
題解決事業数 

件 59  69  H30 
 市⺠主体での課題解決の進んでいる状況を表すため、指標として設定する。 
 Ｈ29 以降、事業数は微増減しており、まずは増加傾向に移⾏したうえで、10 件増
加を目指す。 

転⼊者数（累計） 人 21,355  21,300  
H27 
〜R1 
累計 

 転⼊者数に関し、R7 の将来人口として設定する 103,800 人を達成するための指標
として設定する。 
 5 年間で 1,819 人の人口増加が必要であることから、⾃然増減を考慮し、年間
4,260 人程度の転⼊者増加を目指す。 

人口減少 10 校区の人口（３
月 31 日現在） ※令和７年
推計値 46,736 人 

人 49,357  47,500  R1 

 人口減少地域のコミュニティ維持のため、人口減少抑制が必要で、その状況を表すた
め、指標として設定する 
 目標値は、⻑期総合計画人口年度末推計値（減少 10 校区の R６と R８）をもと
に R７の目標値を算出。 

空き家バンク新規登録数（累
計） 件 9  45  R1 

 移住促進のために空き家の活⽤は重要であり、物件が確保されている状況を表すた
め、指標として設定する。 
 現状と同様の継続的な新規登録を目指す。 

人口減少地域で、大学生などと
連携した取組数 取組 14  20  R1 

 地域内外の人々が、連携し活動を⾏い、地域活動が強化されている状況を表すた
め、指標として設定する。 
 大学連携調査で、学生の人口減少地域で交流活動を⾏った数を算出し、実⾏可能
性の観点から、R７年度までの目標値を推計した。 

人口減少地域応援団のネットワ
ークの登録数（フォロワー数） 人 - 1,000  R1 

 地域内外で、人口減少地域に関心を持ち、⽀援しようとする存在の状況を表すため、
指標として設定する。今後の取組のため、現状値なし。 
 人口減少地域 10 校区の人口減少人数（想定 1,857 人）の内、約半数が地域
外から新たな担い手となり地域を⽀えることを目指す。 

審議会など、委員への⼥性の登
⽤率 ％ 35.5  40  R1 

 男⼥共同参画社会の実現のため、⾏政が率先して取り組んでいることを表すため、指
標として設定する。 
 国・県が示す目標値の確実な達成を目指す。 

デート DV に対する認識度（男
⼥共同参画に関する意識調
査） 

％ 41.5  70  R1 
 男⼥が共に、お互いの人権を尊重しつつ、生活を送っていることを表すため、指標として
設定する。 
 ７割以上の市⺠に認知されている状態を目指す。 

⾏政区人権研修会開催率 ％ 79.0  85  R1 
 市⺠が、主体的に基本的人権について学んでいる状況を表すため、指標として設定す
る。 
 概ね１年あたり２⾏政区程度の増加を⾒込む。 

新たに作成する「人権教育の手
引き 4,5」の活⽤学校数（⼩学
校） 

校 - 16  R1 
 基本的人権の尊重について、市の独⾃教材で、有効な人権教育が⾏われていること
を表すため、指標として設定する。現状は未作成のため、数値なし。 
 新たな教材を作成し、全⼩学校での活⽤を目指す。 

新たに作成する「人権教育の手
引き 4,5」の活⽤学校数（中学
校） 

校 - 6  R1 
 基本的人権の尊重について、市の独⾃教材で、有効な人権教育が⾏われていること
を表すため、指標として設定する。現状は未作成のため、数値なし。 
 新たな教材を作成し、全中学校での活⽤を目指す。 

「ＳＯＧＩ（性的指向・性⾃
認）」という⾔葉を知っている市
⺠の割合（男⼥共同参画に関
する意識調査） 

％ 13.1  50  R1 

 基本的人権の尊重について、時代に沿った、⾝近で新しい課題についての取組状況を
表すため、指標として設定する。 
 半数以上の市⺠が、「ＳＯＧＩ（性的指向・性⾃認）」という⾔葉を認知している状
態を目指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

国籍や文化が異なる人びとが、お
互いに地域で⽀え合いながら、暮
らしていると感じる市⺠の割合
（市⺠満⾜度調査） 

％ 34.0  45  R1 
 多文化共生社会構築の進展状況について表すため、指標として設定する。 
 R２から、多文化共生推進計画に則った事業を実施することにより、まずは、10 ポイン
ト程度の向上を目指す。 

外国人が必要とする市発⾏物の
多⾔語化 か国語 - 6  R1 

 多文化共生社会の基本的基盤として、外国人が、まちの情報を適切に受け取ることが
できる環境を表すため、指標として設定する。 基本的な、やさしい日本語・英語・中国
語・韓国語に加え、住⺠登録の状況により、ベトナム語・ネパール語による多⾔語化を目
指す。 

外国人が必要とする市相談窓口
の多⾔語対応化 か国語 - 6  R1 

 多文化共生社会の基本的基盤として、外国人が、市に相談しやすい環境を表すた
め、指標として設定する。 
 基本的な、やさしい日本語・英語・中国語・韓国語に加え、住⺠登録の状況により、
ベトナム語・ネパール語による多⾔語化を目指す。 

地域で活躍する防災士の数 ％ 50  326  R1 

 防災に関する専門的な知識を持つ市⺠により、地域防災⼒が高くなっている状況を表
すため、指標として設定する。 
 現在、糸島市防災士会てまがえ隊の会員数は 50 人であるが、今後、県と市で、てま
がえ隊のメンバーも含めた防災士人材名簿を作成し、各⾏政区に２人の名簿掲載を目
指す。 

防災訓練等を実施した⾃主防災
組織数 組織 117  163  R1  地域の防災意識の高まりを表すため、指標として設定する。 

 市内の全ての⾃主防災組織での実施を目指す。 

情報収集・情報伝達手段の導
⼊・維持 媒体 7  9  R1 

 新しい⽅法を導⼊し、情報伝達から漏れる市⺠を減少させていくことを表すため、指標
として設定する。 
 現状に加えて、SNS など電子２媒体を導⼊することを目指す。 

地区防災計画を定めた⾏政区の
数 ⾏政区 0  25  R1 

 市⺠に⾝近な⾏政区単位での地区防災計画を定め、災害に強い安全なまちとなって
いる状況を表すため、指標として設定する。 
 計画期間中、年間５⾏政区を目安に、リスクコミュニケーションを中心とした住⺠同士
の話し合いによる地区防災計画の策定を目指す。 

消防団員数（実員）の維持 人 994  995  R1 

 消防団員数が維持されることで、市全体の消防⼒が維持されることを表すため、指標と
して設定する。 
 新規加⼊者の増加が⾒込めず、厳しい状況ではあるが、⼥性団員の採⽤等の加⼊
促進で、現状維持を目指す。 

重大違反防⽕対象物の改善率
（改善件数/通知件数） ％ 90  100  R1  ⽕災を未然に防ぐための取組状況を表すため、指標として設定する。 

 全ての重大違反対象物が改善されることで、⽕災予防が進むことを目指す。 
通報から鎮⽕までの所要時間
（平均）  
※⽕災鎮⽕後に通報があり、消
防隊による消⽕の必要がなかった
事案を除く 

分 42  35  
過去 

5 年の
平均 

 消防機能の維持・充実により、迅速な消⽕活動が⾏われる状況であることを表すた
め、指標として設定する。 
 過去５年の各年実績の平均は 42 分であり、35 分を目指す。 

救急⾞の現場到着所要時間
（平均） 
※H30 全国平均は、8.6 分で
増加傾向 

分 7.5  7.5  R1 

 救急体制の維持・充実により、迅速な救急活動が⾏われる状況であることを表すた
め、指標として設定する。 
 所要時間は、全国的に増加傾向であるが、⾞両の適正更新等で、救急⾞不在時間
を減らし、全国平均より低い時間での現状維持を目指す。 

応急手当普及員講習受講者数
（累計） 人 12  60  R1 

 応急手当普及員の増加は、安全安心のまちづくりにつながることから、指標として設定
する。 
 計画期間は、現状と同じ、年間 12 人の受講を目安とし、60 人受講を目指す。 

地域での⻘パトや夜間巡回など
へ参加したことがある市⺠の割合
（市⺠満⾜度調査） 

％ 38.6  43  R1  地域での防犯活動への参加に関する市⺠の状況を表すため、指標として設定する。 
 新たに、5,000 人が活動に加わることを目指し、43％を目標値とする。 

新規防犯灯設置数（累計） 基 110  550  R1 
 防犯灯の設置が進むことで、犯罪が起きにくい状況となることを表すため、指標として設
定する。 
 計画期間は、現状と同じ年間 110 基の設置を目安とし、550 基を目指す。 

市内の犯罪発生件数 件 407  350  R1 
 地域防犯⼒が向上することで、犯罪が起きにくいまちになっていることを表すため、指標
として設定する。 
 概ね 10％減少を目標に取組を⾏う。 

交通事故発生件数 件 351  300  R1 
 交通安全対策が進むことで、交通事故が発生しにくいまちになっていることを表すため、
指標として設定する。 
 概ね 10％減少を目標に取組を⾏う。 

飲酒運転検挙件数 件 13  0  R1 
 キャンペーンや啓発の取組により、飲酒運転が減少していることを表すため、指標として
設定する。 
 「飲酒運転ゼロのまち」を目指す。 

⽀援策を活⽤して運転免許証を
⾃主返納した高齢者の人数 件 420  500  R1  高齢者の運転事故防止が進んでいることを表すため、指標として設定する。  

 概ね 20％増加を目指す。 

コミュニティソーシャルワーカー（Ｃ
ＳＷ)配置人数 人 1  5  R1 

 地域福祉の総合相談窓口としてのＣＳＷの配置状況は、重要であるため、指標とし
て設定する。 
 日常生活圏域である、中学校区単位に専任各 1 人配置を目指す。 

コミュニティソーシャルワーカー（Ｃ
ＳＷ)による相談受付件数 件 56  130  R1 

 ＣＳＷ配置の初期段階として、相談窓口としての認知が進み、活⽤されることが重要
であるため、指標として設定する。 

専任５人配置により、現在の２倍程度の相談に対する、早期対応と丁寧な個別⽀
援を目指す。 

市と市内で活動している市⺠団
体で実施した協働事業数 事業 23  48  R1 

 市⺠団体との協働で、地域福祉を充実させていくことが、必要であるため、指標として
設定する。 
 ５年間で、取組数を２倍にすることで、市⺠活動の活性化を図る。 

複合的課題を有する人の相談終
結率 ％ - 80  R1 

 新しい⽀援体制の構築により、市⺠課題を進めていくため、指標として設定する。今後
の取組のため、現状値なし。 
 相談を受けた案件の、8 割以上の相談終結を目指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

生活困窮者⾃⽴⽀援相談の認
知度 ％ 9.7  20  H29 

調査 

 生活困窮者等の⾃⽴促進のために、まずは相談してもらうことが必要であるため、指標
として設定する。 

現在の認知度が低いため、５年間で２倍にすることを目指す。 

認知症サポーター養成数 人 8,784  13,000  R1 
 地域での暮らしを⽀える担い手の養成具合を表すため、指標として設定する。 R２
は、新型コロナウイルスの影響で、講座数減を⾒込むが、R3 以降は、単年度 1,000
人程度の継続的増加を目指す。 

地域ささえあい会議により創出さ
れた事業数 事業 1  15  R1 

 地域での⽀え合いに関する活動が活性化した状態を表すため、、指標として設定す
る。 
 第 2 層協議体（地域ささえあい会議）により共有、検討された課題に対して創出し
た事業を、全⼩学校 15 校区で１事業ずつは⾏うことを目指す。 

家庭や地域が手を差し伸べ、⽀
え合っていると思う市⺠の割合 
（市⺠満⾜度調査） 

％ 47.1 52 R1 
地域での⾒守り・⽀え合いに関する市⺠意識を表わす指標として設定する。 

 H29 から R1 で微増（45.8％→ 47.1％）の状況のため、5 ポイント程度の向 
上を目指す。 

特定健診受診率 ％ 39.2  49  H30 

 市⺠による健康づくりの取組の推進を図るため、生活習慣病予防等の取組の１つとし
て、受診率向上が必要であることから、指標として設定する。 
 第３期特定健康診査等実施計画のＲ2 目標 44％を基準とし、毎年 1％増を目指
す。 

特定保健指導実施率 ％ 74.1  77.5  H30  指導が必要な市⺠への働きかけ状況を表す、指標として設定する。 
 現状のＨ30 以降、毎年 0.5 ポイントの向上を目安とし、目標達成を目指す。 

ハイリスク者への保健指導実施数 人 550  600  R1 

 特にハイリスク者への指導で、生活習慣病の重症化を予防することが必要であることか
ら、指標として設定する。 
 ハイリスク者は、受診率の上昇で増加するが、保健指導での改善も⾒込めるため、この
２つの差を毎年 10 人増で⾒込み、R２は 550 人とし、５年間で 50 人増やすことを
目指す。 

コミュニティセンターとの連携事業
数 事業 10  15  R1 

 地域の拠点であるコミュニティセンターとの連携した取組が必要であることから、指標とし
て設定する。 
 全⼩学校 15 校区で１事業ずつは⾏うことを目指す。 

健康づくりの環境が充実している
と思う市⺠の割合（市⺠満⾜度
調査） 

％ 46.2  50  R1 
 健康づくりの環境に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 現状で、「あまりそう思わない」との回答の半数を肯定的な回答に変化させ、50％を目
指す。 

在宅看取り率 ％ 15.3  16.5  H28  市⺠が必要とするサービスの提供状況を表すため、指標として設定する。 
 県の現状値が 16.0％であるため、同程度の⽔準を目指す。 

在宅医療・介護に係る多職種連
携研修出席者数 人 229  300  R1 

 ネットワークの構築による連携強化を表すため、指標として設定する。 
 日常生活圏域５圏域での開催で、５圏域で開催し、前原東 75 人、前原 50 人、
前原⻄ 75 人、二丈 50 人、志摩 50 人を目指す。 

「地域包括ケアの推進に関する協
定」に基づく事業数 事業 4  7  R1 

 ネットワーク化された体制による事業の取組状況を表すため、、指標として設定する。 
 現状の 4 事業（在宅医療推進事業、在宅医療、介護連携事業、糖尿病重症化
予防事業）に加え、３事業（介護予防推進事業、生活習慣病予防対策推進事
業、口腔ケア推進事業）の実施を目指す。 

シニアクラブ組織数 クラブ 107  110  R1 

 高齢者の市⺠団体で、⾃らの生きがいを高める取組等を⾏うシニアクラブの組織⼒を
表すため、指標として設定する。 
 H22 の 121 クラブから、Ｈ28 の 102 クラブまで減少したが微増傾向。微増傾向の
維持を目指す。 

シルバー人材センター登録者数 人 1,096  1,200  R1 
 高齢者の社会参加、就労の場を提供するシルバー人材センターの組織⼒を表すため、
指標として設定する。 
 現在、減少傾向であるが、単年度 15〜20 人の増加を目指す。 

60 歳以上で生きがいを持って生
活している市⺠の割合（市⺠満
⾜度調査） 

％ 61.9  67  R1 

 高齢者の生きがいを感じながらの生活に関する市⺠意識を表す、指標として設定す
る。 
 Ｈ26 からＨ30 で 5.9 ポイント向上（57.9％→63.8％）していることを考慮し、5
ポイント以上の向上を目指す。 

予防等による要介護認定率
（第１号被保険者）の抑制 
※R７推計値 16.7％ 

％ 14.6  16.0  R1 

 介護予防のしくみが整備され、予防等による介護が必要な高齢者の増加抑制を表す
ため、指標として設定する。 
 第 7 期介護保険事業計画における R7 の推計値は 16.7％であるが、その抑制を目
指す。 

フレイルチェック参加人数 人 110  2,140  R1  要介護状態への移⾏を防ぐ取組の広がりを表すため、指標として設定する。 
 Ｈ30 しあわせ教室の実績を参考に、参加者の増加を目指す。 

「ふれあい生きいきサロン」など高
齢者通いの場の数 箇所 130  163  R1  高齢者が生きいきと活動できる場の広がりを表す、指標として設定する。 

 全 163 ⾏政区に、各１箇所以上の設置を目指す。 

地域ケア会議ケアプラン検討件数
（累計） 件 2,062  2,700  

H27 
〜R1 
累計 

 ⾃⽴⽀援の取組状況を表すため、指標として設定する。 
 年間 540 件の検討件数を目安とし、5 年間継続することを目指す。 

障がい者雇⽤⽀援専門員が⽀
援した新規就労者数 人 63  66  R1 

 就労⽀援による就労が実現し、安心して地域で生活できるようになった障がい者の状
況を表すため、指標として設定する。 
 現状より５％向上を目指す。 

相談窓口設置数 箇所 4  5  R2.4.1
時点 

 障がい者に対する相談環境の充実を表すため、指標として設定する。 
 現状の５年前と⽐較して 2.7 倍の相談⽀援件数に対応するため、概ね中学校区を
単位とした障がい者相談⽀援事業所の設置を目指す。 

手話奉仕員養成講座の受講者
数 人 18  21  R1  聴覚障がい者の社会参加の⽀援の状況を表すため、指標として設定する。 

 現状から 20％の向上を目指す。 

農業就業人口⼀人当たりの農業
産出額 万円 536.5  575.6  R1 

 生産基盤が整い、安定した農業経営が⾏われていることを表すため、指標として設定
する。 
 直近 5 年の農業生産額からＲ6 農業生産額を設定（157.2 億円）、H17、
H22、H27 農林業センサスから農業就業人口を推計（2,731 人）目標値を設定。 

木の駅「伊都山燦」の木材集荷
量 t 5,718  12,000  R1  林業振興、森林整備の重要な役割を担う、「伊都山燦」の稼働状況を表すため、指

標として設定する。 採算ラインである 1,000ｔ/月の集荷量を目指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

漁業１経営体当たりの⽔揚⾦額 万円 589.0  653.8  R1 
 生産基盤が整い、安定した漁礁農業経営が⾏われていることを表すため、指標として
設定する。 
 稚⿂、稚⾙の放流等で、現状の 10％程度の増加を目指す。 

市内直売所の売上額 億円 62  65  R1 
 ブランド⼒の強化により、直売所の人気が向上したことを表すため、指標として設定す

る。 
 現状までの伸び率から推計し、目標値設定。 

地産地消を意識し、糸島産の農
林⽔産物を積極的に購⼊してい
る市⺠の割合（市⺠満⾜度調
査） 

％ 73.1  78  R1 
 市内消費者が糸島産品を選び、購⼊していることに関する市⺠意識を表すため、指標
として設定する。 
 現状までの伸び率から推計し、目標値設定。 

糸島ブランド木材利⽤建物の建
築棟数（累計） 棟 10  35  R1 

 ブランド⼒の強化で、糸島産木材の市場開拓が⾏われていることを表すため、指標とし
て設定する。 
 Ｒ３以降、５棟/年の建築棟数増加を目指す。 

認定農業者数（経営体数）の
減少抑制 ※R7 推計値 350
経営体 

経営体 372  362  R1 
 高齢化で農業者全体が減少していく中、担い手である認定農業者の確保が重要であ
ることから、指標として設定する。 
 推計より減少を抑制し、現状から 10 経営体以内の減少に留めることを目指す。 

新規就農者数（農業）（累
計） 人 13  64  R1 

 農業の担い手確保のため、新規就農者の継続的な確保が必要であることから、指標と
して設定する。 
 直近５年の平均値 12 人/年の確保から始め、R3 に 12 人、R４に 12 人、R５に
13 人、R6 に 13 人、R7 に 14 人を目安とし、５年累計で 64 人の確保を目指す。 

新規就業者数（漁業）（累
計） 人 10  54  R1 

 漁業の担い手確保のため、新規就業者の継続的な確保が必要であることから、指標と
して設定する。 
 現状の維持から始め、R3 に 10 人、R４に 10 人、R５に 11 人、R6 に 11 人、R7
に 12 人を目安とし、５年累計で 54 人の確保を目指す。 

林業従事者数の維持 人 24  24  R1 
 林業の担い手確保は、非常に厳しいが、維持していくことが必要なため、指標として設
定する。 
 最低でも、現状の担い手を確保していくことを目指す。 

創業件数（商工会⽀援件数） 件 44  72  H30 
 創業しやすいまちとして選ばれ、市内での起業者が増加していくことを表すため、「認定
創業⽀援等事業計画の年間創業者創出数の目標値」を指標として設定する。 
 商工会の創業⽀援リストから算出する。 

空き店舗の数（中心市街地） 件 54  47  H30 
 中心市街地の空き店舗が減少すれば、まちの商工業に活気がでてくることから、指標と
して設定する。 
 現状値は H30 実績で、以降、年１店舗ずつの減少を目指す。 

法人市⺠税決算 億円 4.19  4.25  H30 
 市内経済循環が高まり、市内企業の利益が向上することで、法人市⺠税が増加する
ことから指標として設定する。 
 100 万円/年、５年後に約 500 万円増加を目指す。 

市内総生産額 億円 2,287  2,400  H29 

 糸島産品が消費され、市内企業の生産が活発になることで、市内総生産額が増加す
ることから指標として設定する。 
 H25 以前は減少傾向、それ以降は、年 2%~10%で上昇していることから、年
1%、5 年間で 5%上昇を目指す。 

地産地消を意識し、糸島産の農
林⽔産物を積極的に購⼊してい
る市⺠の割合（市⺠満⾜度調
査・「ややそう思う」除く） 

％ 40.0  46  R1 

 糸島産品を積極的に選んで購⼊していることに関する市⺠意識を測る指標として設
定。 
 過去調査の「そう思う」の回答割合の最高が、41.7％であるため、そこから 5 ポイント
程度の向上を目指す。 

観光⼊込客数 万人 682.7  774.7  H30 
推計 

 多くの観光客から選ばれ、観光客が増加していることを表すため、指標として設定する。 
 直近 3 年間の年平均増加数である、23 万人の継続維持を目指す。 

外国人観光客⼊込客数 万人 6.8  7.7  H30 
推計 

 国外からも選ばれ、外国人観光客が増加していることを表すため、指標として設定す
る。 
 観光⼊込客数の伸び率 13.5％増に合わせて目標設定。 

宿泊観光者数 万人 12.2  16.7  H30 
推計 

 滞在観光の進展状況を表すため、指標として設定する。 
 現状に既存ビジネスホテル・旅館等の稼働率上昇分 2.3 万人と新規ホテル稼働分
2.2 万人の合計 4.5 万人増を目指す。 

旅⾏消費額 億円 145.8  171.6  H30 
推計 

 観光に関する経済的効果を表すため、指標として設定する。 
 １人当たりの旅⾏消費額の平均額（観光振興基本計画Ｐ22〜23 参照）に、Ｒ
７における飲食、お⼟産、宿泊の観光⼊込客数を掛け、⾜し合わせて目標設定。 

レンタサイクルの利⽤者数  人 3,011  4,753  H30 
 観光移動手段の活⽤状況を表すため、指標として設定する。 
 現状の観光協会窓口来訪者数 31,687 人に対するレンタサイクル利⽤率 9.5％の
15％までの引き上げる 

キャッシュレス決済の導⼊事業所
数 事業所 81  153  R1  観光客の利便性向上の状況を表すため、指標として設定する。 

 Ｈ28 経済センサスでの飲食店・宿泊業数 382 店の 40％導⼊を目指す。 
観光ボランティアガイドがツアーを
実施した数 回 6  26  H30  市⺠による観光ボランティアの取組状況を表すため、指標として設定する。 

 現状に加え、個別ガイドマッチングを年間 20 組実施することを目指す。 

企業誘致件数 （H22〜R７の
累計） 社 13  16  

H22〜
R７ 
累計 

 魅⼒を生かした企業誘致の強化で、企業から選ばれる状態を表すため、指標として設
定する。 
 Ｒ４に整備が完了する産業団地に３社以上の誘致を目指す。 

企業誘致の従業員数 （H22
〜R７の累計） 人 949  1,320  

H22〜
R７ 
累計 

 企業誘致により、働く場所が増えたことを表すため、指標として設定する。 Ｒ４に整備
が完了する産業団地への誘致企業による従業員増加を目指す。 

市外からの通勤者の割合（流⼊
人口/流出人口）  ％ 25.0  27  H27 

 企業が増えることで、市外からの通勤が増え、労働⼒確保につながることから、指標とし
て設定する。 
 Ｒ３以降、過去 10 年の平均値 0.4 ポイント/年上昇を目指す。 

研究機関・企業の⽴地数（九
大関連） （H22〜R７の累
計） 

機関 8  10  
H22〜
R７ 
累計 

 研究機関・企業の⽴地が進み、新たな産業が創出されたことを表すため、指標として
設定する。 
 研究団地の残り面積が 5.1ha で、1 機関あたり２〜３ha と思われるため、２機関
の⽴地を目指す。 

誘致企業の従業員数（九大関
連） （H22〜R７の累計） 人 294  368  

H22〜
R７ 
累計 

 研究機関・企業の⽴地が進み、新たな雇⽤が生まれたことを表すため、指標として設
定する。 
 過去の実績から、１機関⽴地で 37 人増えると想定し、２機関分を目標値とする。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

研究団地の販売面積（九大関
連） （H22〜R７の累計） ha 5.0  10.1  

H22〜
R７ 
累計 

 研究機関の受け皿である研究団地の販売状況を表すため、指標として設定する。 
 現研究団地 10.1ha の完売を目指す。 

生活利便性や良好な住環境など
生活環境が整備されていると思う
市⺠の割合（市⺠満⾜度調

査） 

％ 32.7  40  R1  良好な住環境の整備状況に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
現状の否定的意⾒（36.9％）を上回ることを目指す。 

市内の住宅耐震化率 ％ 78.0  95  R1 
 安全な市⺠生活確保の状況を表すため、指標として設定する。 
 糸島市建築物耐震改修促進計画に沿って、95％以上の住宅の耐震化を進めること
を目指す。 

市⺠ 1 人当たりの公園面積 ㎡ 5.19  5.80  R1 

 市⺠の憩いの場としての公園や安心して子どもが遊べる公園、防災性の向上に寄与す
る公園は、都市機能として重要なため、⻑期計画に基づく整備を進める量的な状態を
表す指標として設定する。 
 運動公園、新庁舎、⼟地区画整理等に関連した公園整備等の面積増を⾒込む。 

公園が快適で利⽤しやすく整備さ
れていると思う市⺠の割合（市
⺠満⾜度調査） 

％ 22.1  32  R1 
 快適な公園整備の状況に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 標準的な街区公園（0.25ｈａ以上）の遊具設置率を 10％上昇させるため、それ
に伴う市⺠意識の向上を目指す。 

公共交通の環境は充実している
と思う市⺠の割合（市⺠満⾜度
調査） 

％ 29.8  33  R1 
 公共交通が充実している状況に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 路線の⾒直しやダイヤ改正等により、公共交通を利⽤しやすい環境にし、3 ポイント以
上の増加を目指す。 

バス利⽤者数 人 435,721  470,000  R1 
 バスの利便性が向上し、利⽤者が増加していることを表すため、指標として設定する。 
 過去の推移、九州大学関係者の利⽤状況等から、H30 の 46.5 万人を超える利⽤
者増を目指す。 

市営渡船利⽤者数 人 36,600  37,500  R1 
 島⺠の移動手段である渡船の維持は、重要であるため、指標として設定する。 
 島⺠人口は、減少傾向だが、団体客等の利⽤促進を図ることで、３％の利⽤者増を
目指す。 

都市計画道路整備率 ％ 71.3  73  R1 
 主要な道路整備が進み、道路ネットワーク環境が整っていくことを表すため、指標として
設定する。 
 R７までに、北新地新⽥線（1,300m）、波多江駅⾃由通路線の整備を目指す。 

⾞で市内をスムーズに移動できる
と思う市⺠の割合（市⺠満⾜度
調査） 

％ 32.2  40  R1 
 道路ネットワークの整備環境に関する市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 第 2 次⻑期総合計画の最終年度である R12 の 45％達成を目指し、R７までに
40％以上の達成を実現する。 

交通安全施設がじゅうぶんに整備
されていると思う市⺠の割合（市
⺠満⾜度調査） 

％ 26.3  35  R1 
 交通安全施設の整備状況に関する、市⺠意識を表すため、指標として設定する。 
 過去の調査から、R２を 30％と⾒込み、R３以降は、毎年１ポイントずつの向上を目
安とする。 

⾃転⾞通⾏空間の整備 ㎞ 0  60  R1 
 ⾃転⾞が関係する交通事故の発生を防止する取組の状況を表すため、指標として設
定する。 
 新たな取組として、60Km の整備を目指す。 

⾞イスなどでホームに乗り⼊れられ
る駅の数 駅 7  8  R1 

 駅施設の⾞イスなどによる駅利⽤手段の確保状況を表すため、指標として設定する。 
 市内 JR 駅（10 駅）で⾞イスなどによる利⽤手段が確保されていない 3 駅のうち、
１駅の対策実施を目指す。 

舗装個別施設計画に示す路線
の舗装補修率 ％ 0  34.5  R1 

 道路（市道総延⻑約 929Km）が、計画的に補修されている状況を表すため、指
標として設定する。 
 糸島市舗装個別施設計画で、今後 10 年間に補修することが望ましいとされる
107km のうち、５年間で 37km 補修することを目指す。 

維持管理コスト軽減のために補
修を⾏う橋の補修率 ％ 20.0  100  R1 

 橋梁が、計画的に補修されている状況を表すため、指標として設定する。 
 現在、維持管理コスト削減のための橋梁の補修を進めており、30 橋の補修を⾏うこと
になっている。現状までに 6 橋が補修済みのため、R２以降、6 年で 24 橋の補修を進
めることを目指す。 

⽔道⽔質基準が適合となった回
数を全検査回数で除した割合
「⽔質基準適合率」 

％ 100  100  R1 
 ⽔道施設の計画的な更新を実施することで、安全な⽔道⽔（⽔質基準に適合した
⽔）を供給できることにつながっているため、指標として設定する。 
 国が定めた⽔質基準に適合する⽔を、市⺠に届け続けることを目指す。 

耐震化された基幹管路の延⻑を
全体の基幹管路の延⻑で除した
割合「基幹管路の耐震管率」 

％ 8.7  11.7  R1 

 配⽔管、緊急連絡管、重要給⽔管といった基幹管路は、地震等の災害時においても
破損しないよう、耐震化が必要なため、指標として設定する。 
 アセットマネジメント手法を取り⼊れ、⻑期的な更新費⽤を把握した上で計画的な更
新を目指す。 

給⽔人口を市の総人口で除した
割合「⾏政区域内普及率」 ％ 73.7  82.1  R1 

 給⽔区域内のより多くの人に⽔道⽔を利⽤していただくことで、⽔道経営の健全化が
図られるため、指標として設定する。 
 経営上の観点から、施設投資に対する効果も踏まえながらシェア拡大を目指す。 

糸島市全域の汚⽔処理人口普
及率（公共下⽔道区域、特定
環境保全公共下⽔道区域、集
落排⽔区域、浄化槽区域） 

％ 90.4  90.7  R1 
 地域に適した効率的かつ適正な手法で汚⽔処理を整備することで、汚⽔処理人口普
及率が向上し、生活環境の改善や公共⽤⽔域の⽔質保全などに寄与することから指標
として設定する。 計画的に整備を進め、処理人口増加を目指す。 

浸⽔区域内の被害対策済み箇
所の割合 ％ 60  80  R2 

 浸⽔区域内に対策を講じることで、被害の減少が⾒込めるため、指標として設定する。 
 浸⽔区域５か所のうち、３か所は対策済みで、５年間で１か所の対策を⾏うことを目
指す。 

環境パトロールによるごみ回収量 t 125  120  R1 
 啓発を含めた環境美化の取組で、不法投棄や散乱ごみの減少が⾒込めるため、指標
として設定する。 
 不法投棄は、継続的に増加している現状であるが、５ｔの減少を目指す。 

環境美化活動への参加者数 人 46,853  48,000  R1 
 協働による環境保全を進めるため、活動参加数を指標として設定する。 
 現状は、R７の将来人口 103,800 人の 45％であるため、1％以上の向上を目指
す。 

松林の松枯れ本数 本 138  100  R1 
 アダプト制度等により、⾃然環境が保全されている状態を示す指標として、設定する。 
 松枯れが、ひどい時期は 500 本程度はあったが、概ね 100 本程度の状態をキープで
きれば、良い状態であるため、目標とする。 

公共施設へのクリーンエネルギー
及び省エネ設備導⼊施設数 施設 36  46 R1 

 ⾏政が率先して、再生可能エネルギー及び省エネ設備を導⼊していく必要があることか
ら、指標として設定する。 
 R３年度以降、毎年 2 施設(クリーンエネルギー１、省エネ１)の整備を目指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

市⺠の１日１人当たりのごみ排
出量 ｇ 937  928  R1 

 啓発や活発なリサイクル活動により、ごみ搬出量を減らすことが必要であることから指標
として設定する。 
 継続的に増加している現状であるが、現状の 1％減を目指す。 

ごみの資源化率 ％ 25.1  26  R1 
 資源循環型社会の形成のために、リサイクルを推進し、ごみの資源化を進める必要が

あることから、指標として設定する。 
 現状の１％増加を目指す。 

施策評価成果指標の年度目標
達成割合 ％ 62.7  80  R1 

 総合計画の各施策が、確実に進んでいることを表すため、指標として設定する。 
 毎年、全体の８割以上の指標での単年度目標達成を目指すことで、未達成施策の
改善促進を図る。 

糸島市 ICT まちづくり推進計画
の進捗率 ％ 0  80  R1 

 ICT 利活⽤の状況を表すため、指標として設定する。 
 計画期間が、R3〜R7 である第２次糸島市まちづくり推進計画（R２策定中）の個
別取組について、進捗率 80％以上を確実に達成することを目指すことで、ICT を活⽤
した事務効率化・市⺠サービス向上を図る。 

マイナンバーカード交付件数 件 21,718  58,000 R1 

 市⺠の利便性向上につながる マイナンバーカードの普及状況を表すため、指標として
設定する。 
 計画期間中、毎月 600 件交付を目指し、５年間で 36,000 件以上の交付を目標
とする。 

市が、効率的な⾏政運営を⾏っ
ていると思う市⺠の割合（市⺠
満⾜度調査） 

% - 50  R1 
 効率的な⾏政運営を⾏っていることに関する市⺠意識を表すため、指標として設定す
る。現状値は、未把握。 
 過半数以上の市⺠が、肯定的な意⾒を持つ状態を目指す。 

積極性・チャレンジ・改⾰志向に
関する職員の⾃己評価（人事
評価平均） 

段階 2.7  3  R1 
 チャレンジする気持ちを持つ職員が増えることを表すため、指標として設定する。 
 5 段階評価で、⾃己評価１、２の職員が、それぞれ１段階評価を向上させ、ほとんど
の職員が、⾃己評価３（中間）以上の状態を目指す。 

⺠間資⾦を活⽤した事業数
（PFI、企業版ふるさと納税など
の累計） 

件 0  3  R1 

 ⺠間資⾦・ノウハウを活⽤して市⺠サービスを提供していることを表すため、指標として
設定する。 
 ⺠間活⼒導⼊指針を R３に策定し、R5〜R7 の３年間で、３件の⺠間資⾦活⽤
事業の実施を目指す。 

大学等と連携し、課題解決の基
礎となった研究数（累計） 件 7  35  R1 

 大学等との連携で、地域課題の解決や地域活性化が進んでいることを表すため、指
標として設定する。 
 現状の年間７件の実施を、5 年間継続することを目指す。 

財政⼒指数（財政指標） - 0.57  0.57  R１ 
決算 

 財政指標のうち、財政的な体⼒を表すため、指標として設定する。 
 中期財政計画に沿った財政運営を進めることから、財政計画から推計し、目標設定す
る。 

受益者負担の割合（⼀般会計
等の⾏政コスト計算書） ％ 3.67  4  H30 

決算 

 適正な受益者負担や資産の有効活⽤が、健全財政に寄与していることを表すため、
指標として設定する。 
 R6 決算での経常収益を 12 億円（現状推計 10.7 億円）と⾒込んだうえで、経常
費⽤ 300 億円と想定し、目標設定する。(計算式 12 億円÷300 億円） 

使⽤料・手数料、財産収⼊、寄
附⾦の増加額（R１決算⽐） 億円 - 2.9  R１ 

決算 

 ふるさと応援寄附⾦等も含めた財源増加を表すため、指標として設定する。現状との
差額が目標値のため、現状値なし。 
 寄附⾦・財産収⼊等、市の取組強化による目標達成を目指す。 

市債残高増加の抑制 億円 281.5  333.5  R１ 
決算 

 市の負債の状況を表すため、指標として設定する。 
 中期財政計画に沿った財政運営を進めることから、財政計画から推計し、目標設定す
る。値が少ない⽅が良いが、運動公園整備、新庁舎整備により、計画的に増加する。 

財政調整基⾦と公共施設等総
合管理推進基⾦を合わせた基⾦
残高 

億円 93.8 61.2  R１ 
決算 

 市の貯⾦の状況を表すため、指標として設定する。 
 中期財政計画に沿った財政運営を進めることから、財政計画から推計し、目標設定す
る。値が多い⽅が良いが、運動公園整備、新庁舎整備により、計画的に減少する。 

将来負担⽐率増加の抑制 ％ -  50.1  R１ 
決算 

 市の財政規模に対する、負債の大きさを表すため、指標として設定する。 
 中期財政計画に沿った財政運営を進めることから、財政計画から推計し、目標設定す
る。値が少ない⽅が良いが、運動公園整備、新庁舎整備により、計画的に増加する。 

実質公債費⽐率増加の抑制 ％ 6.5 6.4  R１ 
決算 

 市の財政規模に対する、借⼊⾦の返済額の大きさを表すため、指標として設定する。 
中期財政計画に沿った財政運営を進めることから、財政計画から推計し、目標設定す
る。値が少ない⽅が良いが、運動公園整備、新庁舎整備により、同⽔準維持に留ま
る。 

公共施設マネジメントの取組を進
めるべきと思う市⺠の割合（市⺠
満⾜度調査） 

％ 64.0  80  R1  公共施設マネジメントの取組に関する市⺠理解を表すため、指標として設定する。 
 取組に対する肯定的な意⾒の割合が、８割以上になることを目指す。 

公共建築物の機能や環境が十
分に整備されていると思う市⺠の
割合（市⺠満⾜度調査） 

％ R２ 
調査値 

R２ 
調査値
+10％ 

R2 

 学校、コミュニティセンター、文化施設等の公共建築物の改修・修繕が適切に⾏われて
いることに関する市⺠意識を、表すため、指標として設定する。 
 計画的に公共建築物の改修・修繕を⾏い、快適な状態を維持していくことで、現状よ
り、10 ポイント以上増加することを目指す。 

公共建築物の延床面積総量の
削減率 ％ 0.15  ▲ 2.4 R1 

 公共施設マネジメントの取組により、公共建築物の延床面積が減少していることを表
すため、指標として設定する。  
 なお、公共施設等総合管理計画第１期アクションプランに沿った取組を進めるが、運
動公園や新庁舎の整備により、⼀時的に延床面積総量が増加する。 

施設維持管理に係る契約数 件 262  160  R1 
 公共施設の維持管理業務が効率的に⾏われていることを表すため、指標として設定す
る。 
 公共施設の包括管理業務委託の導⼊を目指す。 

電子、郵送⼊札の実施件数 件 0  100  R1 
 ⼊札・契約事務の効率化、事業者の負担軽減が進んでいることことを表すため、指標
として設定する。 
 H30 の⼟木工事⼊札件数が 95 件であるため、目標数値を 100 件とする。 

安心して子どもを生み育てられる
環境が整っていると思う市⺠の割
合（市⺠満⾜度調査）【再掲】 

％ 41.0  45  R1 

 安心して子どもを生み育てられる環境に関する、市⺠意識を表すため、指標として設定
する。 
 第 2 次⻑期総合計画の計画期間最終年度である R12 に 50％達成を実現し、R
７までに 45％以上の達成を目指す。 

地域や社会をよくするために何を
すべきか考えることがある中学３
年生の割合（全国学⼒・学習
状況調査） 

％ 34.5  40  R1 

 子どもたちが、社会性や人間性を⾝に着け、社会とのつながりを意識している状況を表
すため、指標として設定する。 
 現状で、全国値 39.4％を下回っているため、まずは、全国値以上の 40％以上を目
指す。 
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指標名称 単位 現状 目標値 
（R７） 

現状 
年度 指標・目標値設定根拠等 

家族で災害時にどう⾏動するか、
避難や連絡などのルールや⽅法を
決めている市⺠の割合（市⺠満
⾜度調査） 

％ 32.4  51  R1 

 市⺠が、⾃らの家族単位で防災意識を高めている状況を表すため、指標として設定す
る。 
 R３まで現状維持を想定し、R4 以降、毎年、⾃主防災組織の防災訓練参加者家
族のうち、4,800 人がルールを決めることを目指し、目標値を設定する。 

防災マイスター登録者数 人 0  15  R1 
 地域での防災⼒向上の新たな取組を表すため、指標として設定する。今後の取組の

ため、現状値は 0 人。 
 全 15 校区に、各１人の登録を目指す。 

市内で就業している人の割合 ％ 52.1  55  R1 
 市内で仕事をしている市⺠が増加していくことを表すため、指標として設定する。 
 「市内で就業している人数÷15 歳以上の就業者数」で算出し、毎年、0.5 ポイントず
つ向上させることを目指す。 

創業件数（商工会⽀援件数） 
【再掲】 件 44  72  H30 

 創業しやすいまちとして選ばれ、市内での起業者が増加していくことを表すため、「認定
創業⽀援等事業計画の年間創業者創出数の目標値」を指標として設定する。 
 商工会の創業⽀援リストから算出する。 

将来の夢や目標をもっている中学
３年生の割合（全国学⼒・学
習状況調査） 

％ 72.9  75  R1 
 将来の夢・目標をもった子どもたちが、その後の高校生活等の中で、将来、糸島で働く
ことを目指すことに期待し、指標として設定する。 
 全国値 70.5.％以上の４人のうち３人以上は、夢・目標をもっている状態を目指す。 

サイエンス・ヴィレッジへの参⼊企
業・研究所等数 社 0  2  R1 

 サイエンス・ヴィレッジの整備が進み、学術研究都市づくりが進んでいることを表すため、
指標として設定する。 
 当初は九州大学隣接部の市有地（約 3ha）の活⽤を想定しているため、１施設ご
とに１〜２ｈａと仮定し、２施設の⽴地を目指す。 

60 歳以上で生きがいを持って生
活している市⺠の割合 
（市⺠満⾜度調査）【再掲】 

％ 61.9  67  R1 

 高齢者の生きがいを感じながらの生活に関する市⺠意識を表す、指標として設定す
る。 
 Ｈ26 からＨ30 で 5.9 ポイント向上（57.9％→63.8％）していることを考慮し、5
ポイント以上の向上を目指す。 

多様な主体が連携したシニアマッ
チングシステムの構築と運⽤ ― ― 

R４までに
構築し、 
運⽤開始 

R2  団体・組織と高齢者のマッチング機能が強化され、多くの元気な高齢者の地域での活
躍の場が整備されたことを表すため、指標として設定する。 
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13．中学生の作文 

 第２次糸島市長期総合計画の策定に当たり、１０年後、２０年後の未来を担う市内の中学生に、「私が考えるいとし

まの未来」をテーマとした作文を応募し、８５６作品の提出がありました。その中で、特に優秀だった１５作品を紹

介します。 

 

 

 

 

 

                                    ※学年は、平成３０年度現在です。 
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